
加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

件

事務事業名 民生委員活動事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０１地域福祉を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０１社会福祉総務費

細 目 ０１０民生委員活動事業

関連根拠法令等 民生委員法、児童福祉法、民生委員施行令、加古川市民生委員推せん会規則

【基本情報】

現状と
課題

近年の少子高齢社会の進展に伴い、地域福祉に対する住民ニーズの多様化と相談件数の増加により、民生委員・児童委員の役
割はますます重要となってきている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

民生委員及び児童委員（主任児童委員
含む）、民生児童委員協議会

手段（どういった方法で）

民生委員・児童委員の委嘱・解嘱についての事務手続
きや委員活動上の相談に対する助言、指導を行う。ま
た、加古川市民生児童委員連合会に対し、運営に要す
る経費の一部を補助する。

意図（どのような状態にする）

民生委員・児童委員の活動を助成する
ことで、住民と行政のパイプ役として
の活動を活性化し、高齢者などに対す
る相談や支援の充実を図る。

対 象 指 標

民生委員・児童委員定数（主任児童委員含む）

単位

人 413 412

民生児童委員協議会数 地区 9 9

成果指標
分析結果

民生委員・児童委員は定数に対し８人の欠員が生じているが、隣接の委員等の協力を得ながら、欠員地区においても、相談
支援活動を行っている。

活 動 指 標

民生委員・児童委員数（主任児童委員含む）

単位

人 413 412

目標値

420

目標年度

民生委員推せん会開催回数 回 5 3 5

活動指標
分析結果

平成２２年度は、委員の一斉改選を行ったため、推せん会の回数が多くなった。

成 果 指 標

民生委員・児童委員の定数に対する充足率 100

目標値

100

目標年度

98.3 98.1

民生委員・児童委員相談支援件数 10,000
10,000

9,794 9,206

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 47,224千円事 業 費

国費 県費 24,543市債 一般 22,681内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

近年の少子高齢社会の進展に伴い、地域福祉に対する住民ニーズの多様化と相談件数の増加により、民生委員・児童委員の役割はます
ます重要となっているため、その活動及び運営にかかる費用を継続的に支出する必要がある。また、民生委員・児童委員のなり手の確
保に努める必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 47,224 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

円

円

事務事業名 こども医療費助成事業（県事業拡充分）

部局名 市民部 課(室)名 医療助成年金課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０２出産と子育ての支援を充実する

期　　間 平成22年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０３児童福祉費

目 ０１児童福祉総務費

細 目 ０６０こども医療費助成事業

関連根拠法令等 加古川市こども入院医療費助成要綱、加古川市こども通院医療費助成要綱

【基本情報】

現状と
課題

●兵庫県制度に沿って事業を実施しているが、兵庫県の事業実施期間は平成２７年３月３１日までとなっている。●県下の市
町においては、入院医療費の助成について、県制度に３分の１の上乗せを行い、３分の２助成を実施している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

●小学４年生から中学３年生までのこ
どものうち保護者の市町村民税所得割
税額が２３万５千円未満で入院医療費
の助成を受ける者●小学４年生から小
学６年生までのこどものうち保護者の
市町村民税所得割税額が２３万５千円
未満で通院医療費の助成を受ける者

手段（どういった方法で）

●小学４年生から中学３年生までのこどもの入院医療
費にかかる保険診療分の自己負担額の３分の１を助成
する。●小学４年生から小学６年生までのこどもの通
院医療費にかかる保険診療分の自己負担額の３分の１
を助成する。

意図（どのような状態にする）

●償還払いにより小学４年生から中学
３年生までのこどもの入院医療費の助
成を行い、こどもの保護者の経済的負
担を軽減する。●受給者証を交付する
ことにより小学４年生から小学６年生
までのこどもの通院医療費の助成を行
い、こどもの保護者の経済的負担を軽
減する。

対 象 指 標

入院医療費助成認定者数（小４～中３）

単位

人 128

通院医療費助成受給者数（小４～小６） 人 5,976

成果指標
分析結果

小４～小６の通院医療費の実績値は制度創設後の５ヶ月分であるため、平成２４年度は１人あたりの助成額が大幅に増加す
る。小４～中３の入院医療費については、年間を通じた助成実績となっているが１人あたりの助成額１９８６２円が自己負
担の３分の１であることから３９７２４円の自己負担があると考えられ、負担は大きい。

活 動 指 標

医療費助成額（小４～中３入院医療費）

単位

円 2,542,373

目標値 目標年度

医療費助成額（小４～小６通院医療費） 円 12,935,610

活動指標
分析結果

小４～小６の通院医療費は平成２３年１０月に創設した制度であり、実績値は５ヶ月分となっているため、平成２４年度は
大幅に増加するが、平成２５年度以降は同水準で推移すると考えられる。

成 果 指 標

認定者１人あたりの助成額（小４～中３入院医療
費）

目標値 目標年度

19,862

受給者１人あたりの助成額（小４～小６通院医療
費） 2,165

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 18,942千円事 業 費

国費 県費 9,699市債 一般 9,243内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 一部適正でなく、早急に見直す必要がある

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

当該事業は、こどもの医療費に限定した助成事業であり、子育て世代への経済的支援となっている。入院費用については、負担が大き
いことから、助成内容の拡充を検討する余地があると考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 18,942 他

※事業費と財源内訳

平成26年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

台

事務事業名 児童遊園地遊具補助事業

部局名 福祉部 課(室)名 こども課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０２出産と子育ての支援を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０３児童福祉費

目 ０１児童福祉総務費

細 目 ０３０児童遊園地遊具補助事業

関連根拠法令等 ①平成２３年度児童遊園地遊具等設置費補助金交付要綱②加古川市補助金等交付規則

【基本情報】

現状と
課題

少子化の流れの中で児童数は減少し、児童遊園地で遊ぶ児童も減ってきている。また、既存の遊具等も老朽化する中で、町内
会によっては更新や修繕のほか、撤去を望む声などもあがっており、ニーズの変化が見られる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

町内会

手段（どういった方法で）

社会福祉法人加古川市社会福祉協議会の児童遊園地遊
具設置事業に対して補助金を交付、協議会が補助金に
自主財源を上乗せし、町内会が児童遊園地に遊具及び
維持管理に伴う付帯設備等を設置する際に、１町内会
当たり２０万円を上限に補助を行う。（設置費等の２
割以上を町内会が負担し、８割を補助の上限とす
る。）

意図（どのような状態にする）

市と加古川市社会福祉協議会と町内会
との費用分担により、児童の遊び場を
整備する。

対 象 指 標

町内会数

単位

件 321

成果指標
分析結果

遊具設置数については減少傾向にあり、また大型遊具の割合が少なくなっており、価格も比較的安いものを設置している傾
向がみられる。

活 動 指 標

補助町内会数

単位

件 6

目標値 目標年度

町内会補助金額 円 1,082,405

活動指標
分析結果

平成２２年度までは１５件程度の補助申請があったが、平成２３年度は７件とこれまでの件数から大幅に減っている。ま
た、補助金額についても、平成２２年度までは当市補助金額を上回る補助実績があったが、平成２３年度で初めて当市補助
金額を下回る実績となり、返還が生じた。

成 果 指 標

遊具等設置数

目標値 目標年度

9上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,083千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 1,083内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

地域町内会が児童の遊び場を確保し、子育てできる環境を整備することに補助を行うことは、安心して子どもを産み育てる環境を整え
る市の施策にも合致しているが、児童数の減少や児童遊園地の現状も踏まえ、ニーズを把握しながら見直しを図っていくべきと考え
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,083 他 0

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 産後家事ヘルパー派遣事業

部局名 福祉部 課(室)名 こども課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０２出産と子育ての支援を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０３児童福祉費

目 ０１児童福祉総務費

細 目 ０２５育児支援家庭訪問事業

関連根拠法令等 加古川市産後家事ヘルパー派遣事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

核家族化により家族等の支援が得られない家庭が増加傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

産後３ヶ月以内の乳児を持つ家庭

手段（どういった方法で）

ヘルパー派遣の利用希望者から申請。精査し利用者に
は決定通知書、委託業者には派遣依頼書を送付。派遣
期間は原則として産後３ヶ月以内。１日１回の利用で
２時間以内、最大利用時間は乳児１人につき２０時間
まで。個人負担金は１時間につき最大５００円。

意図（どのような状態にする）

産後の心身ともに家事や育児の負担が
大きい時期に家事ヘルパーを派遣し、
母親の精神的・肉体的な負担の軽減を
図る。

対 象 指 標

産後３ヶ月以内の乳児を持つ家庭数

単位

世帯 2,500

成果指標
分析結果

平成２２年度と比べ平成２３年度は利用者が増加している傾向にある。また、多胎児を持つ家庭の利用が増加傾向にある。
（平成２２年度１件、平成２３年度６件）

活 動 指 標

利用申請数

単位

件 21

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

母子手帳発行時にＰＲ用のチラシを配布している。相談等があれば利用を勧奨している。

成 果 指 標

利用世帯数

目標値 目標年度

18上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 152 106千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 106内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

産後の体調不良等により、家事や育児が大きな負担になっている家庭に対し支援することで子育て環境の改善が図れている。また、家
庭状況を把握できることにより虐待の未然防止にも一定の効果があると思われる。今後は事業の啓発方法を検討することが必要であ
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 106 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 乳幼児健康診査事業

部局名 福祉部 課(室)名 育児支援課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０２出産と子育ての支援を充実する

期　　間

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細 目 ０４０市町母子保健事業

関連根拠法令等 母子保健法

【基本情報】

現状と
課題

近年、乳幼児健康診査は児の心身の発達状態の把握はもちろんのこと、育児不安への相談など保護者への育児支援へつなげて
いく場としても重要視されている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

・４か月児健康診査（生後４か月から
５か月の乳児）・１０か月児健康診査
（生後１０から１１か月の乳児）・１
歳６か月児健康診査（１歳６か月から
１歳１１か月の幼児）・３歳児健康診
査（３歳２か月から３歳１１か月の幼
児）

手段（どういった方法で）

乳幼児の身体発育状況、栄養状態及び疾病の有無等の
健康診査並びに保護者への保健指導等を各健診につき
年３６回実施する。また、１０か月児健康診査は小児
科で個別健診で実施している。

意図（どのような状態にする）

乳幼児の健康の保持及び増進、心身の
異常を早期に発見し、保護者に適切な
指導・助言を行う。

対 象 指 標

対象者（４か月児健康診査）

単位

人 2,574

対象者（１歳６か月児健康診査） 人 2,503

対象者（３歳児健康診査） 人 2,505

成果指標
分析結果

４か月児健診の受診率が他の健診に比べ、９０．９％と低くなっている。受診率の向上を目指し受診勧奨を行っているが、
さらに工夫する必要がある。

活 動 指 標

受診数（４か月児健康診査）

単位

人 2,340

目標値 目標年度

受診数（１歳６か月児健康診査） 人 2,364

受診数（３歳児健康診査） 人 2,403

活動指標
分析結果

４か月児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診は、１か月に３回づつ実施している。１回の受診者数は平均６０人前後であ
る。１０か月児健診は個別健診で実施しており、年々受診数が上昇している。

成 果 指 標

受診率（４か月児健康診査）

目標値 目標年度

90.9

受診率（１歳６か月児健康診査）
94.4

受診率（３歳児健康診査）
95.9

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 27,699千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 27,699内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

４か月児健診、１０か月児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診ともに受診率は９０パーセントを超えており、市民の乳幼児の健康づ
くりと疾病の予防、早期発見・治療につなげられているが、４か月児健診の受診率が他の健診に比べて低くなっている。市で行ってい
る４か月児健診は、児の健康状態の確認はもとより、慣れない子育てに対する不安や疲れを感じている保護者に対して、必要に応じて
家庭訪問や、ママとベビーのおしゃべりサロンによるグループ指導等の育児支援を行う為の情報提供の場としても重要である。今後
も、受診率を上げるため受診勧奨を行う。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 27,699 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 障害児保育補助事業（市単）

部局名 福祉部 課(室)名 保育課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０２出産と子育ての支援を充実する

期　　間 平成15年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０３児童福祉費

目 ０４保育園費

細 目 ０１０特別保育補助事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

障がいを有する児童を保育園に受け入れ、一般児童とともに集団保育している。保育園に入園する障がいを有する児童の人数
は、増加傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

認可法人保育園に入所中の児童（保護
者）で、特別児童扶養手当受給児童、
身体障害者手帳及び療育手帳等の所持
児童、認定基準に該当する児童

手段（どういった方法で）

障がいを有する児童を受け入れ、集団保育するための
経費の一部を認可法人保育園に対して補助する。

意図（どのような状態にする）

障がいを有する児童を受け入れ、集団
保育する認可法人保育園の経費の負担
軽減を図り、障害児保育事業を維持す
ることにより、保育所における障がい
児の受入れを円滑に推進し、当該障が
い児及び保護者の福祉の増進を図る。

対 象 指 標

障害児保育事業対象者数

単位

人 42

成果指標
分析結果

障害児保育事業対象者が増えた。

活 動 指 標

障害児保育事業補助金額

単位

円 24,304,000

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

障害児保育事業対象者が増えたため、補助金額が増えた。

成 果 指 標

障害児保育事業利用者数

目標値 目標年度

42上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 24,304千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 24,304内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

本補助制度を運用することを通じ、保育所における障がい児の受入れが推進されていると認識している。しかし、今後の社会情勢等に
より発達障害等の障がいを有する児童が増加すると予想されるため、これらの児童の受入れが円滑に行われるよう補助金を増額するな
どの制度の見直しが必要と考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 24,304 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 延長保育促進補助事業

部局名 福祉部 課(室)名 保育課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０２出産と子育ての支援を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０３児童福祉費

目 ０４保育園費

細 目 ０１０特別保育補助事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

勤務体制の多様化など、通常の８時間保育（１１時間開所）の間だけでは、仕事との両立が難しい保護者がますます増えてい
る。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

認可法人保育園に入所中の児童（保護
者）で、延長保育を利用（希望）する
者

手段（どういった方法で）

認可法人保育園が実施する延長保育事業に係る経費の
一部を補助する。

意図（どのような状態にする）

認可法人保育園が実施する延長保育事
業経費の負担軽減を図り、延長保育事
業の実施園数を維持することにより、
延長保育を利用（希望）する児童（保
護者）の需要に対応する。

対 象 指 標

延長保育利用者

単位

人 57,384

成果指標
分析結果

前年に比較し、認可法人保育園が１園増加したこと、また、１園が延長保育時間を１時間から２時間にしたことにより、利
用者数が増加した。

活 動 指 標

延長保育事業補助金額

単位

円 121,318,000

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

前年に比較し、認可法人保育園が１園増加したこと、また、１園が延長保育時間を１時間から２時間にしたことにより、補
助金額が増加した。

成 果 指 標

延長保育利用者数

目標値 目標年度

57,384上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 121,318千円事 業 費

国費 県費 80,878市債 一般 40,440内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

延長保育は、市内認可法人保育園において、ほぼ全園で実施しており、延長保育を希望する児童（保護者）は、原則として、全員利用
できる環境となっています。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 121,318 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 福祉タクシー料金助成事業

部局名 福祉部 課(室)名 障がい者支援課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０３障がい者の福祉を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 １１障害者福祉費

細 目 ０１５地域生活支援事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

複数の車を所有する家庭が多くなり、各家庭で送迎できるケースが多くなってきている。また、乗車時に補助する機能が普及
したり、介護保険を含めた福祉サービスでの移動手段も確立している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内に住所を有する障がい者（児）で
所得税が課税されていないもの

手段（どういった方法で）

対象者から申請を受け、交付要件を満たしている場合
はタクシー利用券（１乗車につき５００円、１年間で
４８回分）を交付。なお、利用券は７月を起月とし翌
年６月分まで一括交付するが、１か月経過するごとに
４枚ずつ減じる。

意図（どのような状態にする）

重度障がい者（児）の生活範囲の拡大
と社会参加の促進を図る。

対 象 指 標

タクシー券交付人数

単位

人 1,305

成果指標
分析結果

活 動 指 標

タクシー券発行枚数

単位

枚 56,372

目標値 目標年度

タクシー券使用枚数 枚 21,699

活動指標
分析結果

成 果 指 標

タクシー券利用率

目標値 目標年度

38.5上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 10,851千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 10,851内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

当該事業は、重度障がい者（児）の生活範囲の拡大と社会参加の促進を図ることを目的に平成４年度から実施されているが、事業開始
から２０年が経過し、福祉制度や時代背景も変化してきている。介護保険も含めた福祉サービスでの移動手段も確立され、また、他の
公共交通機関においても乗車割引が実施されており、加えて自家用車及び福祉自家用車の普及率も高まり、各家庭で送迎できるケース
が多くなってきていることなどから、福祉タクシーに限定せずとも、社会参加の促進が進んできていることから、対象者の範囲等につ
いて検討が必要となっている。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 10,851 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 障害児生活支援事業

部局名 福祉部 課(室)名 障がい者支援課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０３障がい者の福祉を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 １１障害者福祉費

細 目 ０１５地域生活支援事業

関連根拠法令等 障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業

【基本情報】

現状と
課題

平成２３年度当初では、市内で児童に対する療育サービスを提供する事業所が１件（定員５名）のみ。平成２４年度当初で
は、３件（計定員２５名）。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

特別支援学校等に通う児童生徒

手段（どういった方法で）

夏休み中（８月１日～末日）に障害児の一時預りを行
う。サービスの質や安全性を確保するために、障害児
支援に精通した社会福祉法人等に委託する方法で実施
する。

意図（どのような状態にする）

障がい児を日常的に介護する保護者等
の一時的休養を確保し、障がい児及び
保護者の地域生活を支援することを目
的とする。なお、類似の事業である放
課後等デイサービス（Ｈ２３年度まで
は児童デイサービス）を提供する事業
所の新規開設に伴い、上記目的が達成
される環境が整うまでのニーズに対応
する事業である。

対 象 指 標

定員数

単位

人／日 15

延べ利用人数 人 280

委託事業所数 件 3

成果指標
分析結果

活 動 指 標

委託事業所数

単位

件 3

目標値

0

目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標

定員数

目標値

0

目標年度

平成27年度
15

延べ利用人数 0 平成27年度
280

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,200千円事 業 費

国費 600県費 300市債 一般 300内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

現時点では、事業の必要性が高いと認められるため、平成２４年度については、受入定員数を増やすことで事業を拡充する。しかし、
類似の福祉サービスを提供する事業所の充足に伴い、夏休みのみならず年間を通してサービスが提供される体制が整いつつあるため、
将来的には事業を縮小・廃止することが妥当である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,200 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

人

事務事業名 つつじ園車両管理運営事業

部局名 福祉部 課(室)名 つつじ園

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０３障がい者の福祉を充実する

期　　間 昭和46年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０４知的障害者福祉施設費

細 目 ０１５車両管理運営事業

関連根拠法令等 加古川市知的障害者更生施設の設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

加古川市立つつじ園では、利用者送迎バスの運行管理を業務委託しており、加古川市内全域を、北回り・南回りの２ルート
（どちらも運行時間は約１時間）設定している。重度な障がい者を預かるため、運転手以外に２名（計４名）の介助経験のあ
る添乗員を配置している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

１８歳以上の知的障がい者

手段（どういった方法で）

【平成２３年度実績】利用者送迎用バスの運行日数：
２３４日【平成２４年度計画】前年度に引続き、利用
者及び介護者の負担を軽減するため、バス（２台：北
回り・南回り）による送迎サービスを提供する。重度
な障がい者を預かるため、運転手以外に２名（計４
名）の介助経験のある添乗員を配置している。

意図（どのような状態にする）

加古川市内全域を、北回り・南回りの
２ルート（どちらも運行時間は約１時
間程度）を設定し、施設まで送迎する
ことで、施設利用率の向上を図る。

対 象 指 標

１８歳以上の知的障がい者数

単位

人 972

成果指標
分析結果

施設利用者の約９割が送迎バスを利用しており、利用者がつつじ園に通所し、安定した日常生活をおくるための重要な役割
を果たしている。

活 動 指 標

利用者送迎バス運行回数

単位

回 934

目標値

946

目標年度

活動指標
分析結果

利用者送迎バスの運行回数については、警報発令によりつつじ園が臨時休所した日を除き、施設の開所日は全て運行してお
り、安定した運行状況である。

成 果 指 標

利用者送迎バス利用率

目標値

100

目標年度

89.9

利用者送迎バス乗車人数 16,686
15,009

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 13,816千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 13,816内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

加古川市立つつじ園利用者及び介護者の負担を軽減するため、バス（２台：北回り・南回り）による送迎サービスを提供することで、
利用者が施設に通所し、安定した日常生活をおくるための重要な役割を果たしている。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 13,816 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

人

事務事業名 つつじ園指導育成事業

部局名 福祉部 課(室)名 つつじ園

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０３障がい者の福祉を充実する

期　　間 昭和46年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０４知的障害者福祉施設費

細 目 ００５指導育成事業

関連根拠法令等 加古川市知的障害者更生施設の設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

加古川市立つつじ園は、知的障害者通所更生施設として、知的障害者の保護及び自立と更生を目的に、必要な支援及び訓練を
行っている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

１８歳以上の知的障がい者

手段（どういった方法で）

【平成２３年度実績】開所日数：２３４日【平成２４年
度計画】平成２４年度より新体系に移行し、生活介護
事業所として障害福祉サービスを提供する。

意図（どのような状態にする）

創作活動や生産活動等を通じて、知的
障がい者の自立した地域社会への適応
を目指す。また、安定した日常生活を
営むため、食事や排泄等の介護サービ
スを提供し生活習慣の向上を図る。

対 象 指 標

１８歳以上の知的障がい者数

単位

人 972

成果指標
分析結果

施設利用率（前年度８２．８％）、施設利用者数（前年度（８，４６５人）共に僅かに減少はしているが、利用率は８０％
を超えており安定した運営状況である。

活 動 指 標

年間開所日数

単位

日 234

目標値

237

目標年度

活動指標
分析結果

開所日数については、警報発令により臨時休所した日が３日あるが、規則に基づいた開所日を確保しており、利用者の安定
した日常生活の提供と介護者への負担軽減を果たしている。

成 果 指 標

施設利用率

目標値

100

目標年度

81

施設利用者数 10,298
8,343

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 6,150千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 144内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

生活介護を通じ、障がい者の社会参加の支援と、介護者の負担軽減を図るため、創作活動や生産活動等を通じて、知的障がい者の自立
した地域社会への適応を目指した施設運営を行っている。また、安定した日常生活を営むため、食事や排泄等の介護サービスを提供し
生活習慣の向上を図っている。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,150 他 6,006

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 障害児施設医療費支援事業

部局名 福祉部 課(室)名 こども療育センター

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０３障がい者の福祉を充実する

期　　間 平成19年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 １１障害者福祉費

細 目 ０３０障害児施設医療費支援事業

関連根拠法令等 児童福祉法、加古川市障害児施設医療費の一部の助成に関する要綱

【基本情報】

現状と
課題

肢体不自由児通所医療等の受給者は、小学３年生までの医療費無料化を目的の一つとするとする県福祉医療制度及び加古川市
医療の助成に関する条例の適用を受けず、医療費の１割を負担する。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市に住所を有する者で、児童福
祉法第２１条の５の２８に規定する肢
体不自由児通所医療及び同法第２４条
の２０に規定する障害児入所医療を受
けた乳幼児

手段（どういった方法で）

申請に基づき、償還払いにて医療費負担額の無料化を
行う。

意図（どのような状態にする）

上記対象者は、医療費の無料化を目的
とする県福祉医療制度及び加古川市医
療の助成に関する条例の適用を受け
ず、肢体不自由児通所医療等の適用に
より１割の利用者負担が発生するた
め、制度の矛盾を解消し、負担の公平
を図る。

対 象 指 標

肢体不自由児通所医療等受給者数

単位

人 15

成果指標
分析結果

活 動 指 標

医療費助成者数

単位

人 156

目標値 目標年度

医療費助成額 円 366,810

活動指標
分析結果

成 果 指 標

医療費助成率

目標値 目標年度

96.9上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 367千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 367内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

「乳幼児等医療費助成事業」により、市内小学３年生までの児童に係る医療費の無料化が図られている中、肢体不自由児通所医療等の
適用により、助成事業の適用除外となり１割を負担することとなっている児童について、制度の矛盾を解消し、負担の公平を図るうえ
で、当該事業による助成は必要

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 367 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

事務事業名 こども療育センター療育事業

部局名 福祉部 課(室)名 こども療育センター

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０３障がい者の福祉を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０３児童福祉費

目 ０６児童発達支援センター費　　　　　　　　　

細 目 ００５療育事業

関連根拠法令等 児童福祉法

【基本情報】

現状と
課題

○周産期医療の発達による障がいの重症化　○自閉症・学習障害等の発達障がいの認知拡大　○発達障がいの法律上の定義付
け　○児童福祉法、自立支援法の改正による支援体制の変化

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

○通所利用：就学前年齢の肢体不自由
児等　○外来利用：１８歳以下の障が
い児等

手段（どういった方法で）

○通所利用：診察、保育、訓練、心理相談、発達検査
　○外来利用：診察、訓練、心理相談、発達検査

意図（どのような状態にする）

保育・訓練等により障がい児の障がい
の軽減を図るとともに、保護者に対す
る相談支援や、障害児の生活空間であ
る小学校等の職員への相談支援を通じ
て、障害児が住みやすい地域社会の実
現を図る

対 象 指 標

通所施設契約児数

単位

人 30

診療所外来患者数 人 1,089

成果指標
分析結果

活 動 指 標

通所施設保育回数

単位

回 2,264

目標値 目標年度

診療所診察件数 件 3,418

診療所訓練・心理相談件数 件 6,649

活動指標
分析結果

成 果 指 標

診療所診察件数

目標値 目標年度

3,418

診療所訓練・心理相談件数
6,649

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 6,086千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 4,904内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

当センターは地域の障がい児療育機関として重要な役割りを果たしていたが、児童福祉法改正により、２４年度より医療型児童発達支
援センターに移行し、施設の有する専門機能を活かして、地域の障がい児やその家族への支援、また、障がい児を預かる施設への援
助・助言をあわせて行う、地域の中核的な療育支援施設として、さらに重要な位置づけとなる。そして、これには地域支援機能（相談
支援・保育所等訪問支援）をＨ２６年度までに備える必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,086 他 1,182

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 いずみ荘運営管理事業

部局名 環境部 課(室)名 クリーンセンター

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成3年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０４クリーンセンター費

細 目 ０３０いずみ荘運営管理事業

関連根拠法令等 老人福祉法

【基本情報】

現状と
課題

施設の充実（卓球台、カラオケ等）、業務時間の延長等多々ニーズがあるが、施設が老朽化している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市民（主に高齢者）

手段（どういった方法で）

高齢者をはじめ広く市民に、余暇活用等のため和室・
ゲートボール場等のレクリエーション施設を提供する

意図（どのような状態にする）

市民（主に高齢者）の健康増進と余暇
の活用に寄与する

対 象 指 標

全市民（団体・法人等を含む）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

アンケート調査の結果等を極力事業運営に反映させた事が、利用者増要因の一部と考えている。しかし、今年度の大幅増員
の要因としては、やはり類似他施設の閉鎖が影響していると把握している。

活 動 指 標

施設利用人数

単位

人 6,707

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

前年度より入場者数が大幅増になっている。上期５７３人増、下期１，９３９人増、合計２，５１２人増

成 果 指 標

施設利用人数（実績）

目標値 目標年度

6,707上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 12,838千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 11,866内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象も意図も変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

利用者数は大幅に増加しているが施設が老朽化していることもあり、老人福祉センターとしての役割を終えたものとして平成２５年度
に取り壊す予定。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 ■廃止 □休止 □完了

決算額 12,838 他 972

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

件

事務事業名 地域包括支援センター運営管理事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０２包括的支援事業等費

目 ０１包括的支援事業等費

細 目 ００５地域包括支援センター運営管理事業
　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 介護保険法、加古川市地域包括支援センター設置要綱

【基本情報】

現状と
課題

平成２１年度に地域包括支援センターを市内６箇所に配置。それに伴い、地域支援センターは廃止した。地域の関係者への周
知も進み、市民にとってより身近な存在となったため、相談件数も年々増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

主に６５歳以上の高齢者とその家族

手段（どういった方法で）

平成２１年度より、市内を６地区に分割して、社会福
祉法人及び医療法人に地域包括支援センターの運営を
委託している。

意図（どのような状態にする）

高齢者が住み慣れた地域で、安心して
その人らしい生活を継続することがで
きる状態にする。

対 象 指 標

６５歳以上の市民（１０／１付住民基本台帳人口）

単位

人 53,839 55,827

成果指標
分析結果

年々相談件数が増加しており、現センター数では対応しきれなくなるのではないかと懸念される。

活 動 指 標

活動日数

単位

日 250 248

目標値

248

目標年度

平成27年度

地域包括支援センター設置数 件 6 9 平成27年度

活動指標
分析結果

委託事業として６箇所の地域包括支援センターを設置し、３人の専門職員が連携して地域の高齢者の問題に対応できてい
る。

成 果 指 標

介護保険その他の保健福祉サービスに関する相談

目標値

14,000

目標年度

平成27年度
9,771

権利擁護、高齢者虐待に関する相談 3,000 平成27年度
1,625

介護予防支援ケアマネジメント数（１０月１日） 3,300 平成27年度
2,798

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 102,039千円事 業 費

国費 40,305県費 20,152市債 一般 21,430内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

高齢者人口の増加、高齢者のみの世帯の増加から、地域包括支援センターの業務は増加の一方であると考えられる。センターの増設、
ブランチの設置等で、業務量を分散し、センターの機能の向上を図る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 102,039 他 20,152

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 住宅改造助成事業

部局名 福祉部 課(室)名 介護保険課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成12年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０１５住宅改造助成事業

関連根拠法令等 人生８０年いきいき住宅助成事業実施要綱（兵庫県）、加古川市住宅改造費助成事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

介護保険制度の周知とともに、当該助成制度も浸透し、既存住宅を改造する人が増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

要介護認定又は要支援認定を受けてい
る人

手段（どういった方法で）

対象者から申請があったものについて書類審査及び現
地確認を行い、助成対象経費に世帯の課税状況に応じ
た助成率をかけた金額を助成する

意図（どのような状態にする）

高齢者等が住み慣れた住宅で安心して
自立した生活を送ることができる。

対 象 指 標

要介護認定者数

単位

人 9,670

成果指標
分析結果

要介護状態になっても介護保険制度及び当該助成制度を使うことにより、在宅生活が可能である。

活 動 指 標

助成件数

単位

人 119

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

制度の周知により年々件数が増加している。

成 果 指 標

認定者の在宅率

目標値

87

目標年度

平成28年度
85.4上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 26,527千円事 業 費

国費 県費 13,253市債 一般 13,274内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

住み慣れた地域でできるだけ長く日常生活を営むことを進めるためには、当事業を引き続き積極的に実施する必要がある。とりわけ、
特別型の住宅助成事業は、個々の身体の状態に適した改造事業を行うこととなっているため、一層のバリアフリー効果を高めるものと
考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 26,527 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 保険料収納率向上特別対策事業

部局名 市民部 課(室)名 国民健康保険課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別

会 計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　　　　　　

款 ０１総務費

項 ０２徴収費

目 ０３収納率向上特別対策費

細 目 ００５保険料収納率向上特別対策事業

関連根拠法令等 国民健康保険法、国税徴収法等

【基本情報】

現状と
課題

平成２０年度から導入された後期高齢者医療制度で収納率の高い高齢者が国民健康保険から抜けたことや、リーマンショック
から続く景気悪化などにより、収納率が低下している。このような中、公平な住民負担による財源確保を念頭においた国民健
康保険事業の財政健全化が急務の課題である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

納付相談が必要な国民健康保険料滞納
者

手段（どういった方法で）

保険証の更新の機会を通じて定期的に滞納者の状況を
把握して、滞納解消に向けた納付指導を行う。

意図（どのような状態にする）

国民健康保険料の滞納がない状態をめ
ざす。

対 象 指 標

国民健康保険料滞納者数

単位

人 9,358

成果指標
分析結果

保険証更新会場来庁者数は、１日１２５人の来庁者数が標準的な人数である。このことより、良好な実績となっている。

活 動 指 標

保険証更新会場開設日

単位

日 15

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

保険証更新会場開設日は、５月に５日、１１月に１０日を開設するのが妥当な期間である。このことより、良好な実績と
なっている。

成 果 指 標

保険証更新会場来庁者数

目標値

2,000

目標年度

平成27年度
1,870上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 14,215千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 0内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

一定の成果は出ているが、効果的な保険証更新の案内方法を取り入れることにより、より効果的な事業運営ができる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 14,215 他 14,215

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 特定健診事業

部局名 市民部 課(室)名 国民健康保険課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

期　　間 平成20年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別

会 計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　　　　　　

款 ０５保健事業費

項 ０１保健事業費

目 ０１保健衛生普及費

細 目 ０１５保健事業

関連根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

高齢化の急速な進展に伴い、がん、虚血性心疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の割合が増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

４０歳以上の国民健康保険被保険者

手段（どういった方法で）

特定健診の受診促進及び費用負担並びに特定保健指導
の実施を行う。

意図（どのような状態にする）

疾病の早期発見、生活習慣病等の予防
により、健康保持・増進を図る。

対 象 指 標

国保資格者のうち特定健康診査対象者

単位

人 47,782

成果指標
分析結果

特定健診受診率目標（参酌標準）に達せず、対前年度より低くなっている。平成２０年度から事業が開始されたが、毎年受
診する者が減っている。

活 動 指 標

特定健診受診票発送件数（年度途中加入者含む）

単位

件 47,967

目標値 目標年度

平成24年度

活動指標
分析結果

対象者の増加により特定健診受診票発送件数は増加傾向にある。

成 果 指 標

特定健康診査受診率

目標値

65

目標年度

平成24年度
33.4上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 0千円事 業 費

国費 県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

高齢者の医療の確保に関する法律第２０条に基づき４０歳以上の被保険者に対しては特定健診を実施する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 0 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 国民年金事務事業

部局名 市民部 課(室)名 医療助成年金課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

期　　間 昭和35年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０９国民年金費

細 目 ００５国民年金事務事業

関連根拠法令等 国民年金法

【基本情報】

現状と
課題

資格取得時等に保険料の納付案内や各種相談業務など、国と協力連携のもと、適正に実施している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内に住所を有する２０歳以上６０歳
未満の国民年金第１号被保険者及び
６０歳以上７０歳未満の高齢任意加入
者（納付対象者）

手段（どういった方法で）

国民年金の資格取得・喪失の手続き、国民年金保険料
免除申請の受付・進達、及び学生納付特例申請の受
付・進達などを行ない、市民の年金受給権の確保に寄
与する。

意図（どのような状態にする）

国民年金未加入者や国民年金保険料未
納の発生を防止し、市民の年金受給権
確保につなげていく。

対 象 指 標

国民年金被保険者数

単位

人 61,518

成果指標
分析結果

国民の関心の高まりもあり、国民年金に係る届出・相続は増加傾向にあるが、適正に処理している。

活 動 指 標

国民年金に関する届出書受理件数

単位

件 19,728

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

少子高齢化が進む中、年金被保険者が減少し、年金受給者が増加していく。国民年金に対する国民の関心も高まっているこ
とから、届出書受理件数は増加していくと考えられる

成 果 指 標

国民年金に関する届出書受理件数

目標値 目標年度

19,728上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,644千円事 業 費

国費 1,644県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市民の年金受給権確保のため、より一層年金事務所との連携の強化を図る必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,644 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

円

事務事業名 生活保護運営対策事業

部局名 福祉部 課(室)名 生活福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０４生活保護費

目 ０１生活保護総務費

細 目 ００５生活保護運営対策事業

関連根拠法令等 生活保護法

【基本情報】

現状と
課題

生活保護世帯は医療費の自己負担がないため、コスト意識が低い状況となっている。後発医療品の使用を促進するとともに、
頻回受診、重複受診を抑制する。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

被保護世帯

手段（どういった方法で）

被保護者の医療費の適正化のため、後発医薬品の使用
促進を行う。

意図（どのような状態にする）

医療扶助費を抑制する。

対 象 指 標

被保護世帯数

単位

件 1,393

年間延べ医療扶助人員数 人 21,852

成果指標
分析結果

生活保護世帯は医療費の自己負担がないため、コスト意識が低い状況となっている。後発医療品の使用促進などにより医療
扶助費を抑制する。

活 動 指 標

周知を実施した世帯数

単位

世帯 223

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

開始決定世帯にのみ周知していたが、厚生労働省の通知により、２４年度以降は全被保護世帯に対する年１回の周知を加え
る。

成 果 指 標

人員あたり医療扶助月額

目標値

71,000

目標年度

平成24年度
71,236上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 5,876 5,876千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 5,876内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

一般事務事業であるため継続は必要であるが、より効率的な事業運営を検討する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 5,876 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

回

件

事務事業名 生活保護適正実施推進事業

部局名 福祉部 課(室)名 生活福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

期　　間

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０４生活保護費

目 ０１生活保護総務費

細 目 ０１０生活保護適正実施推進事業

関連根拠法令等 生活保護法

【基本情報】

現状と
課題

平成２０年末のリーマンショックによる社会情勢悪化により、就労可能な方からの申請・相談が増加しており平成２３年には
７‰を超える保護率となっている。不況の長期化・離婚増などの社会環境の変化・年金の未加入・年金の受給年齢引上などの
影響もあり増加傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

生活困窮者（被保護者含む）

手段（どういった方法で）

面接体制整備強化事業、就労支援事業、収入資産状況
把握事業など、実施基盤の整備充実により適正化を推
進する。

意図（どのような状態にする）

生活保護制度の安定的な運営を確保す
る。

対 象 指 標

被保護世帯数

単位

件 1,393

相談件数 件 1,512

成果指標
分析結果

就労指導を行っているが、就労プログラムの件数に反映されていない部分があるため、プログラムの内容についての見直し
が必要である。

活 動 指 標

被保護者への生活支援

単位

世帯 1,393

目標値 目標年度

被保護者に対する就労指導 人 68

生活困窮者からの相談業務 件 1,530

活動指標
分析結果

就労意欲の低い者が多いため、就労に結びつける訓練給付等の活用による意識改革が必要である。

成 果 指 標

生活保護廃止件数

目標値 目標年度

175

被保護者に対する就労指導
1,038

生活保護の申請件数
240

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 20,560 20,560千円事 業 費

国費 14,394県費 6,166市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
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評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

義務的事業であり、生活保護世帯の増加により業務が増加傾向にある。所得調査等の適正実施や適切な就労指導・支援により適正な生
活保護受給に努める必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 20,560 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

事務事業名 介護給付等費用適正化事業

部局名 福祉部 課(室)名 介護保険課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

期　　間 平成21年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０２包括的支援事業等費

目 ０１包括的支援事業等費

細 目 ０１５介護給付等費用適正化事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 介護保険法施行令

【基本情報】

現状と
課題

厚生労働省が示す介護給付適正化プログラムの一環として、要介護認定の適正化が求められており、可能な限り市直営・指定
市町村事務受託法人の調査実施が求められている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

介護保険を利用する被保険者

手段（どういった方法で）

更新申請・区分変更申請を行おうとする者

意図（どのような状態にする）

市職員・指定市町村事務受託法人によ
る認定調査の実施と認定調査票の点検

対 象 指 標

要介護・要支援認定者数

単位

人 9,287

成果指標
分析結果

更新申請の調査については１９．７％、区分変更申請の調査については１００％を市職員で実施している。

活 動 指 標

更新申請・区分変更申請数

単位

件 8,232

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

高齢者人口の増加に伴い、申請数も増加しつつある。

成 果 指 標

市職員による訪問調査（更新申請・区分変更申請）

目標値 目標年度

5,142

市職員による認定調査票確認件数
6,264

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 22,056千円事 業 費

国費 8,823県費 4,411市債 一般 4,411内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
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効
率
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評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

介護給付費の急激な増大や不適切事業者の存在等が指摘されている中で、積極的に介護給付の適正化に取り組むことは急務であると考
える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 22,056 他 4,411

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 健康診査事業

部局名 福祉部 課(室)名 健康課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施　　策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

期　　間 昭和58年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細 目 ０１５保健推進事業

関連根拠法令等 健康増進法、がん対策基本法

【基本情報】

現状と
課題

平成２１年度より子宮がん・乳がんの受診促進のため女性特有のがん検診推進事業が開始され、平成２３年度には大腸がんも
含めたがん検診推進事業として実施している。また平成２３年度より肝炎ウイルス検診個別勧奨事業、平成２４年度より歯周
疾患検診個人負担金無料化を実施している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

１８歳以上の市民

手段（どういった方法で）

がん検診等を実施し、ちらしの配布や広報等よる周知
を図るとともに、特定年齢の者に検診無料クーポン券
を送付することで受診を促進する。

意図（どのような状態にする）

より多くの市民ががん検診等を受診す
ることで、疾病の予防および早期発
見、早期治療の推進を図る。

対 象 指 標

１８歳以上の市民

単位

人 222,983

成果指標
分析結果

子宮がん、乳がん検診無料クーポン券の利用率は、開始年度の平成２１年度より年々増加しており、クーポン券送付によっ
て検診受診率向上の効果があったと考える。大腸がん・肝炎ウイルス検診無料クーポン券の送付はＨ２３年度より実施。

活 動 指 標

子宮がん検診無料クーポン券送付数

単位

件 8,561

目標値 目標年度

乳がん検診無料クーポン券送付数 件 9,204

大腸がん検診無料クーポン券送付数 件 18,116

活動指標
分析結果

検診無料クーポン券は、子宮がん検診が２０・２５・３０・３５・４０歳の女性、乳がん検診が４０・４５・５０・５５・
６０歳の女性、大腸がん・肝炎ウイルス検診が４０・４５・５０・５５・６０歳の者に送付した。

成 果 指 標

子宮がん検診無料クーポン券利用率

目標値 目標年度

33.2

乳がん検診無料クーポン券利用率
31.1

大腸がん検診無料クーポン券利用率
16.4

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 157,200千円事 業 費

国費 34,256県費 9,544市債 一般 113,400内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

法に基づく義務的事業であり、事業成果である検診受診率向上のためには、対象者への個別通知及び検診自己負担の無料化は有効な手
段である。がん検診推進事業及び肝炎ウイルス検診個別勧奨事業に対する国・県の補助事業の期限が未定であるが、補助事業終了後の
事業継続の有無について検討が必要である。また歯周疾患検診の個人負担金は播磨歯科医師会が負担するが、その期間も不明であり、
播磨歯科医師会との調整が必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 157,200 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

％

事務事業名 健康調査事業

部局名 福祉部 課(室)名 健康課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施　　策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

期　　間 平成20年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細 目 ０３０健康調査事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

平成２０年度より本事業を開始し、当時の１年生を継続して調査を行ってきたが、単年度の調査結果に基づく評価では判断で
きない状況にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市及び播磨町内全小学校の４年
生

手段（どういった方法で）

事業実施については、加古川医師会への委託により
行っている。各小学校を通じて、保護者に対し調査票
とともに同意書を送付し、後日回収を行った結果、同
意があったもののみを対象者とし、分析を行う。

意図（どのような状態にする）

事業所等から発生する粉塵等による大
気汚染の健康影響を疫学的に評価し、
呼吸器・アレルギー症状等に対する関
連性の調査を図る。

対 象 指 標

加古川市及び播磨町内全小学校の４年生

単位

人 3,160

成果指標
分析結果

有効回答率は例年８０％を超えており、概ね良好な状況にある。

活 動 指 標

健康調査票配布件数

単位

件 3,160

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

事業開始当時の１年生を対象に、継続して調査を行っている。

成 果 指 標

健康調査票回収件数

目標値 目標年度

2,853

健康調査票有効回答件数
2,541

健康調査票有効回答率
80.4

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 3,000千円事 業 費

国費 県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

平成２０年度より本事業を開始し、４年間継続して調査を行ってきたが、呼吸器・アレルギー症状等に対する関連性は、単年ごとの評
価では判断できず、平成２４年度調査終了後、５年間の調査結果に基づく総合評価が報告されることにより、事業目的が達成されたと
判断し、当初の予定どおり、平成２４年度をもって、本事業を終了するべきと考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

決算額 3,000 他 3,000

※事業費と財源内訳

平成24年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 子育て支援予防接種助成事業

部局名 福祉部 課(室)名 育児支援課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施　　策 ０１健康管理を充実し、病気の予防を図る

期　　間 平成18年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０２予防費

細 目 ０２５子育て支援予防接種助成事業

関連根拠法令等 加古川市子育て支援予防接種助成事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

　現在、国において、任意予防接種の定期接種化について検討されており、みずぼうそうとおたふくかぜの予防接種も定期接
種化の対象となっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

　市内に住所を有する１歳から４歳未
満の幼児

手段（どういった方法で）

　みずぼうそう、おたふくかぜ及び季節性インフルエ
ンザの任意予防接種について、いずれか一つの予防接
種の接種費用を２千円助成する。

意図（どのような状態にする）

　子育て家庭の経済的負担を軽減する
ことで、ワクチン接種を促進し、疾病
の発生と集団感染を予防する。

対 象 指 標

対象者数（加古川市任意予防接種）

単位

人 2,589

成果指標
分析結果

　接種率は高いとは言えない。事業の成果を向上させるためには、さらに接種率を上げる必要がある。

活 動 指 標

接種者数（加古川市任意予防接種）

単位

人 1,374

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

　接種者数は多少の増減はあるが、ここ数年落ち着いている。

成 果 指 標

接種率（加古川市任意予防接種）

目標値 目標年度

53.1上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 2,748千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 2,748内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

　予防接種の効果等を考えると終生免疫を確保できるみずぼうそうとおたふくかぜの予防接種を推奨するが、平成２３年度の接種率は
みずぼうそう１７％、おたふくかぜ２５％となっており、十分な成果を得られているとは言えない。これは２千円の助成があっても自
己負担が５千円前後となること、すでに罹患した等の要因が考えられるため、事業内容について再検討する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,748 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 評価委員会運営事業

部局名 企画部 課(室)名 病院事業推進室

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２健康づくりや地域医療を充実する

施　　策 ０２地域医療を充実する

期　　間 平成22年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０１衛生総務費

細 目 ００６評価委員会運営事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 加古川市民病院機構評価委員会条例、地方独立行政法人法第１１条

【基本情報】

現状と
課題

地方独立行政法人加古川市民病院機構による自主的かつ自律的な運営により、医師等の確保が進み、２つの市民病院の医療の
充実が図られている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

地方独立行政法人加古川市民病院機構
評価委員会委員

手段（どういった方法で）

地方独立行政法人加古川市民病院機構評価委員会の事
務を補助する。

意図（どのような状態にする）

地方独立行政法人加古川市民病院機構
評価委員会の事務を補助することによ
り、業務実績評価等の審議を円滑に進
める。

対 象 指 標

地方独立行政法人加古川市民病院機構評価委員会委

単位

人 5

成果指標
分析結果

意見数の多寡だけで一概に判断できないが、活発な議論が行われた目安と考える。なお、年度により審議事項数及び内容に
変動があるため、目標値の設定は困難である。

活 動 指 標

評価委員会開催回数

単位

回 3

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成２３年度は、業務実績の評価方法、基準等を定めるにあたり、適当な回数と考える。

成 果 指 標

評価委員会委員の意見数

目標値 目標年度

31上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 278千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 278内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

法定のため事業実施は必須である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 278 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

％

事務事業名 防災・生活情報ネットワーク整備事業

部局名 企画部 課(室)名 経営企画広報課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０１災害・非常事態に対応する体制を充実する

期　　間 平成17年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０４広報広聴費

細 目 ０２０防災・生活情報ネットワーク整備事業

関連根拠法令等 加古川市地域防災計画、加古川市水防計画、加古川市国民保護計画

【基本情報】

現状と
課題

災害情報に対する市民の関心は高まっており、避難勧告などの緊急情報をより早く確実に周知する必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

インターネット利用者（総務省通信利
用動向調査による調査時点で最新（前
年度）のインターネット普及率（個
人）×１０月１日現在の住基人口（５
歳以上））

手段（どういった方法で）

兵庫県及び県下の市町が参画する「ひょうご防災ネッ
ト」のシステムを利用して、地震や台風などの災害時
に避難勧告などの緊急情報をいち早く確実に配信する
「防災ネットかこがわ」を運営する。ホームページは
携帯電話やパソコンから閲覧可能で、登録者には更新
情報をメール配信し、平常時は休日救急当直医など市
民の安全・安心に関わる情報を提供する。なお、「子
ども安全ネットかこがわ」「消防情報ネットかこが
わ」も当該システムにより運営している。

意図（どのような状態にする）

市民が、災害発生時に適切な行動を取
ることができる状態にする。

対 象 指 標

インターネット利用者数（人口普及率）

単位

人 197,722 200,770

成果指標
分析結果

登録者数は前年と比べ１７５３人増加しており、災害の影響や、広報活動のＰＲ効果があったと考える。

活 動 指 標

防災ネットかこがわ緊急情報メール送信回数

単位

回 6 15

目標値 目標年度

防災ネットかこがわお知らせメール送信回数 回 17 17

活動指標
分析結果

災害に関する情報などの緊急情報の提供を行った。平成２３年度は、緊急情報メールが、台風による水害の影響などで前年
と比べて９件増加した。

成 果 指 標

防災ネットかこがわ登録者数 16,000

目標値

20,000

目標年度

平成27年度
14,945 16,698

防災ネットかこがわ登録率 8.1
10 平成27年度

7.6 8.3

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 1,840 1,870千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 1,870内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

台風による被害もあり、災害情報に対する市民の関心は高まっており、関係機関と連携しながら、より迅速かつ的確に情報を発信する
必要がある。また、登録者をさらに増やすためのＰＲ活動を引き続き行わなければいけない。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,870 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

台

事務事業名 ＡＥＤ整備事業

部局名 総務部 課(室)名 危機管理室

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０１災害・非常事態に対応する体制を充実する

期　　間 平成21年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ９０諸費

細 目 ０１０防災及び災害関係事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

市の公共施設１５０施設にＡＥＤを配置しており、すべての公共施設にＡＥＤを配置できている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市公共施設へ設置しているＡＥＤ

手段（どういった方法で）

　市公共施設のＡＥＤを計画的にリース機器へ切替を
行い、日常的にＡＥＤ本体の動作ランプやバッテ
リー、パッドの使用期限の点検を行う。

意図（どのような状態にする）

突発的に発生した心肺停止者に対し、
その場に遭遇した者が救命を行えるよ
うに、市の公共施設に効率的にＡＥＤ
を整備し、ＡＥＤが常に正常に作動す
る状態にする。

対 象 指 標

ＡＥＤ設置施設数

単位

箇所 150

リース契約台数 台 95

成果指標
分析結果

点検時に正常に作動しなかったＡＥＤの台数。

活 動 指 標

ＡＥＤ設置施設数

単位

箇所 150

目標値

150

目標年度

リース契約ＡＥＤ台数 台 95 147 平成27年度

活動指標
分析結果

設置基準に基づき、市の各施設にＡＥＤを設置する。また、リース契約にすることで点検整備がより確実になる。なお、危
機管理室以外の予算で管理が３台あるのでリース契約台数の目標は１４７としている。

成 果 指 標

整備不良台数

目標値

0

目標年度

2上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 5,087千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 5,087内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

事業の内容、コストとも妥当である

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 5,087 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

食

セット

事務事業名 防災及び災害関係事業

部局名 総務部 課(室)名 危機管理室

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０１災害・非常事態に対応する体制を充実する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ９０諸費

細 目 ０１０防災及び災害関係事業

関連根拠法令等 災害対策基本法

【基本情報】

現状と
課題

平成２３年の東日本大震災、台風による被害などの影響で、防災意識が高まっている。大災害の危険性が高まっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

災害時における市民

手段（どういった方法で）

防災拠点や避難所へ災害用資機材を備蓄する

意図（どのような状態にする）

災害時に避難した市民の生命に及ぶ危
険の減少を図る

対 象 指 標

災害時に避難した住民

単位

人 100

成果指標
分析結果

これまで毎年３，０００食を購入していたが、平成２４年度から非常食の備蓄数を増加させる。５年で消費期限が切れるの
で毎年２０００食増加する。トイレセットは毎年１０，０００セット購入し備蓄数を増加させる。平成２４年度に別予算で
８０，０００セット購入。

活 動 指 標

非常食

単位

食 3,000

目標値 目標年度

災害用トイレセット セット 10,000

活動指標
分析結果

最大の避難者数３５，３９９人を想定した場合、非常食の備蓄数が不足している。一般流通備蓄も考慮しながら、かつ備蓄
総数を増量する方向で事業を計画している。トイレの便袋セットも総量が不足している。毎年備蓄数を増やす方向で事業を
計画している。

成 果 指 標

非常食総数

目標値 目標年度

15,000

災害用トイレ便袋セット総数
67,000

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 10,892千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 10,892内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

現在災害によって大きな被害があれば備蓄数は不足するが、一般流通備蓄を勘案していること、年毎に備蓄総数が増加していく計画と
なっており、数量の不足を補う方向で事業を計画している。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 10,892 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

個

事務事業名 水防活動事業

部局名 消防本部 課(室)名 消防本部総務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０１災害・非常事態に対応する体制を充実する

期　　間 昭和23年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０４水防費

細 目 ００５水防活動事業

関連根拠法令等 水防法、加古川市水防計画

【基本情報】

現状と
課題

局地的な豪雨、梅雨前線の活動及び台風の影響により、農地の宅地化等の変化で、雨水が水路に一気に流れ込み、急激に増水
する回数が多くなったことにより、出動件数も増加した。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

被災する可能性のある市民

手段（どういった方法で）

適切に水防倉庫・水防資器材を維持管理し、水災発生
時、即座に対応できるようにする。

意図（どのような状態にする）

水防資器材を適切に維持管理すること
により、水災発生時、迅速に対応し、
被害の軽減を図る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

水防資器材を点検するとともに、ポータルシステムを活用し、資器材の数量を把握・管理することにより水災時に即座に対
応することは、市民の安全・安心の確保につながる。

活 動 指 標

水防活動出動件数

単位

件 217

目標値 目標年度

土のう使用数 個 9,596

活動指標
分析結果

研修・訓練を通して、知識・技術の向上を図ることができた。台風の襲来等により水災が多発したが、現有水防資器材を活
用し、適切に水防活動を実施した。

成 果 指 標

土のう備蓄数

目標値

13,000

目標年度

12,812上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 587千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 587内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

水災を未然に防止し、被害を最小限に軽減することを目的とした水防管理団体は水防の第一次責任を有する。このことから、水防活動
は行政としての使命であり、常に水災に際して迅速かつ確実に対処できる体制を維持しなければならないため、現在の資器材を維持す
る必要がある。しかし、現有資器材では依然として人海戦術によるところが多く、さらに効果的に活動できる資器材の配備が必要であ
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 587 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 指令システム管理事業

部局名 消防本部 課(室)名 消防本部総務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０２消防・救急体制を充実する

期　　間 平成11年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０１常備消防費

細 目 ０３０指令システム管理事業

関連根拠法令等 消防組織法

【基本情報】

現状と
課題

高齢化の進展に伴う救急需要の増大など災害出動等要請件数が増加している。またオペレーションシステムの変化により、情
報処理能力に限界があるので、早急に柔軟性の高いシステムを構築する必要性がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市消防本部管内全ての住民

手段（どういった方法で）

消防緊急通信指令施設等の機能が２４時間３６５日常
に正常に作動するよう点検するとともに、適正に維持
管理する。

意図（どのような状態にする）

住民の生命、身体及び財産を火災等の
災害から保護し、被害の軽減を図るこ
とができる。

対 象 指 標

加古川市消防本部管内全ての住民

単位

人 332,541

成果指標
分析結果

災害出動等要請件数と医療機関等問合せ件数については、年々増加傾向にあるものの、全件処理できている。

活 動 指 標

災害出動等要請件数

単位

件 27,635

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

災害出動要請・受信件数、医療機関等問合せ件数等については、年々増加傾向にある。

成 果 指 標

通信指令システム障害件数

目標値

0

目標年度

72上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 69,556千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 69,556内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

昼夜を問わず発生する火災や救急等の災害の１１９番通報を受付、災害種別に応じた部隊を素早く現場に出動させ、被害を最小限に抑
え、市民生活の「安全・安定」の確保が、大切と認識している。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 69,556 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

千円

％

事務事業名 火災予防事業

部局名 消防本部 課(室)名 消防本部総務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０２消防・救急体制を充実する

期　　間 昭和23年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０１常備消防費

細 目 ０１０火災予防事業

関連根拠法令等 消防法、加古川市火災予防条例、石油コンビナート等災害防止法、建築基準法

【基本情報】

現状と
課題

近年は、火災被害の中心が、デパートやホテル等の大規模事業所から、雑居ビル等の小規模事業所や社会福祉施設、一般住宅
に移っている。管内においても、防火対象物の用途及び利用形態等の多様化・高度化が進展している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市消防本部管内全ての住民

手段（どういった方法で）

防火対象物及び危険物製造所等からの申請書等を審査
して検査を行い、査察を実施する。火災予防運動等の
事業を行い、火災予防広報を実施する。少年消防クラ
ブ、婦人防火クラブ事業を実施する。

意図（どのような状態にする）

防火対象物及び危険物製造所、一般住
宅等からの火災が減少する。放火及び
失火による火災が減少する。

対 象 指 標

消防本部管内人口（１市２町）

単位

人 332,541

防火対象物数 棟 11,999

防火クラブ員数 人 221

成果指標
分析結果

火災発生件数は、前年比＋６件であるが、低いレベルを維持している。

活 動 指 標

建築処理件数

単位

件 426

目標値 目標年度

査察実施数 件 895

防火クラブ事業参加数 人 2,158

活動指標
分析結果

査察件数及び防火クラブ事業参加者は、多少の増減があるものの、一定の水準を維持しており、妥当なものと考える。

成 果 指 標

火災件数

目標値 目標年度

151

火災損害額
158,736

住宅用火災警報器設置率 100
67.2

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 2,931千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 2,899内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

火災による被害を最小限にとどめるため、防火対象物等に対する指導を充実させるとともに、大規模地震や自然災害に対する防火・防
災意識を向上させるため、引き続き広報活動を実施しなければならない。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,931 他 32

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 常備消防一般管理事業

部局名 消防本部 課(室)名 消防本部総務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０２消防・救急体制を充実する

期　　間 昭和23年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０１常備消防費

細 目 ００５常備消防一般管理事業

関連根拠法令等 消防組織法、労働安全衛生法、消防力の整備指針、道路交通法

【基本情報】

現状と
課題

平成２４年４月１日現在、職員数は３１５名と開署当初の約２０倍となり、各種災害も複雑化、高度化、専門化しており、活
動に際し、知識・技術の習得が必要となっている。また、車両等の機械機具についても高度化し、その使用に際し様々な資格
が必要となった。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市消防本部管内全ての住民

手段（どういった方法で）

消防大学校、消防学校等での専門的な教育の実施、各
種資格を取得させる。

意図（どのような状態にする）

高度化、専門化する消防技術、知識を
習得させるため、消防職員に対する教
育、人材育成等の事業を実施すること
で、各種消防関係機関との連携強化を
図り、質の高い市民サービスを提供す
る。

対 象 指 標

消防本部管内人口（１市２町）

単位

人 332,541

成果指標
分析結果

各種教育機関への入校者数と退職者数が同数ではないため、今度も継続する大量退職に備え、積極的に各種教育機関への入
校、資格の取得を推進する必要がある。

活 動 指 標

研修等参加数

単位

回 15

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

大量退職の中、高度化、専門化する消防の技術・知識を継承し、現場活動の質の低下を防ぐため、各種教育機関への入校、
資格を取得させているが、様々な要因から入校者数に制限がある。

成 果 指 標

消防に対する市民満足度

目標値

59

目標年度

平成27年度
53.3上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 65,551千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 54,190内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

消防業務の遂行は、市町村の義務であり、そのニーズは増加傾向にある。市民生活の安全・安定を確保し、質の高い活動（市民サービ
ス）を実施するにあたり、個人の資質の向上を図るうえで、各種教育機関への入校は必要不可欠である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 65,551 他 11,361

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

％

事務事業名 高度救急事業

部局名 消防本部 課(室)名 消防本部総務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０２消防・救急体制を充実する

期　　間 平成3年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０１常備消防費

細 目 ０２５高度救急事業

関連根拠法令等 消防法、消防組織法、救急救命士法

【基本情報】

現状と
課題

全国的に高齢化が進む中、救急出動件数も増加しており、救急隊員に要求される処置も、広範多岐にわたり、加えて、高度化
が求められている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

高度救命処置が必要な傷病者

手段（どういった方法で）

平成２８年度で救急救命士の総数７５名、気管挿管認
定救命士総数５０名及び薬剤投与認定救命士総数５０
名を目指す。なお、今年度救急救命士新規取得者２
名、気管挿管認定救命士５名及び薬剤投与認定救命士
２名を養成する。

意図（どのような状態にする）

一般市民により心肺停止の時点が目撃
された心原性傷病者の１ヵ月後社会復
帰率の向上を図る。

対 象 指 標

高度救命処置が必要な傷病者数

単位

人 281

成果指標
分析結果

心肺停止時市民の目撃があり、心原性の傷病者の１ヵ月後社会復帰率について本市と全国平均を比較すると、本市が５．
２％上回っており良好と言えるため、このレベルを維持する。

活 動 指 標

救急救命士の総数

単位

人 66

目標値

76

目標年度

平成28年度

気管挿管認定救命士の総数 人 31 50 平成28年度

薬剤投与認定救命士の総数 人 40 50 平成28年度

活動指標
分析結果

新規救急救命士及び認定救命士の育成共に養成計画に沿って達成できている状況である。将来的に職員の高齢化並びに定年
制に対処するため、育成数を増加させる必要がある。

成 果 指 標

１ヵ月後社会復帰者数

目標値 目標年度

7

１ヵ月後社会復帰率
12.1

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 16,583千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 16,583内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

本市が政策に掲げる「安心して暮らせるまちをめざす」の達成の中で救急業務は市民の生命に直接係わる分野であるため、市民の消防
救急に対する意識も自治体消防発足以来今日に至るまで高まり続けている。特に平成３年に救急救命士法が施行され、高度な救命処置
を求める市民のニーズに応えるためには、救急救命士の養成、気管挿管及び薬剤投与の認定救命士の養成は必須であり、さらに、現取
得者の退職、高齢化等に対処するため、引き続き年次計画として全救急隊に救急救命士を３名確保し、かつ、１名の両認定救命士乗車
の目標達成に向け事業を継続し、市民の社会復帰率の向上を目指す。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 16,583 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

分

事務事業名 高機能消防指令センター整備事業

部局名 消防本部 課(室)名 消防本部総務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０２消防・救急体制を充実する

期　　間 平成23年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０３消防施設費

細 目 ０１０消防施設整備事業

関連根拠法令等 消防組織法

【基本情報】

現状と
課題

現有システムが導入されてから、１４年が経過し、当時の災害出動等要請件数も約１．４倍の２７，６３５件に増加した。ま
た、機器等も老朽化して更新する必要があり、さらにシステムと併せて、国策でもある消防救急無線のデジタル化を図る必要
があるので、早急に整備する必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市消防本部管内全ての住民

手段（どういった方法で）

高機能消防指令センターの構築、国策である消防救急
無線のデジタル化を実施することにより災害通報受信
手段と出動指令手段を確保する。

意図（どのような状態にする）

老朽化した現有の指令システムを更新
し、災害出動要請受付業務の迅速化・
正確化を図るとともに、出動指令から
現場到着までの時間短縮を図る。

対 象 指 標

加古川市消防本部管内全ての住民

単位

人 332,541

成果指標
分析結果

災害受信から現場到着までの時間短縮を図る必要がある。

活 動 指 標

災害通報受信件数

単位

件 27,635

目標値 目標年度

出動指令件数 件 15,767

活動指標
分析結果

住民の高齢化等により、救急件数の増加が予想されるので、今後更なる迅速で正確な出動指令が求められている。

成 果 指 標

受信から現場到着までの時間

目標値 目標年度

7.6上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,383,060千円事 業 費

国費 県費 市債 1,250,000 一般 133,060内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

消防に対する住民のニーズは、増加傾向であり、消防業務の遂行のため、消防隊等をより早く災害現場に出動させることが、大切であ
ると認識している。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,383,060 他

※事業費と財源内訳

平成26年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 非常備消防車両整備事業

部局名 消防本部 課(室)名 消防本部総務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０２消防・救急体制を充実する

期　　間 昭和23年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０９消防費

項 ０１消防費

目 ０３消防施設費

細 目 ０１０消防施設整備事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

消防団１９分団、団員数１，１８６人、各分団にポンプ車、積載車を各１台、女性分団に指揮広報車を配備している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市民及び被災者

手段（どういった方法で）

非常備消防車両の年次計画に基づき更新する。

意図（どのような状態にする）

市民の生命、身体及び財産を火災等の
災害から保護し、近年の複雑多様化す
る災害に対応していくために非常備消
防車両の計画的な更新を図る。

対 象 指 標

市民及び被災者

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

非常備消防車両はその機能を維持することが必要不可欠で、１８年経過し、老朽化した車両について更新することで、市民
の生命、身体及び財産を火災等の災害から保護し、近年の複雑多様化する災害に対応している。

活 動 指 標

非常備消防車両整備数

単位

台 2

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

非常備消防車両については、年次計画に基づき更新を行っている。

成 果 指 標

車両等の更新達成率

目標値 目標年度

100上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 25,463千円事 業 費

国費 県費 市債 25,400 一般 63内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市民の生命身体及び財産を火災等の災害から保護し、近年の複雑多様化する災害に対応していくためには、常備消防と同様に消防団の
役割は非常に重要である。よって、非常備消防車両を計画的に更新することは必要不可欠である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 25,463 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

事務事業名 安全・安心パトロール事業

部局名 市民部 課(室)名 生活・交通安全課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０３防犯・交通安全対策を推進する

期　　間 平成16年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２２生活対策費

細 目 ０２０防犯のまちづくり支援事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

市内の犯罪発生件数は減少傾向にあるが、女性やこどもを対象とした犯罪が増えている。また、高齢者等を対象とした「振り
込め詐欺」のように犯罪手口は日々変化している。そのため、犯罪弱者と新たな犯罪手口への対応が課題となっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内の小中学生

手段（どういった方法で）

青色回転灯を装着した防犯・交通パトロールカー４台
により、児童・生徒の下校する時間帯を中心に地域を
巡回する。巡回にあたっては、事前に警察や教育委員
会から提供された情報をもとに、学校園や交番、町内
会長宅、ＡＴＭへ立ち寄り、犯罪情報を提供するとと
もに地域での情報収集を行い、地域の状況に応じたパ
トロールを行う。

意図（どのような状態にする）

防犯意識の啓発により地域防犯力の向
上を図るとともに、地域で発生する身
近な犯罪を防止する。

対 象 指 標

市立小学校児童数

単位

人 16,529 16,053

市立中学校生徒数 人 8,149 8,266

成果指標
分析結果

巡回依頼要望は、平成２０年度の１５０件から減少傾向にあり、地域の安全環境が改善されていると考える。また、刑法犯
罪発生件数は、平成２１年中の５，１１６件と比較して減少している。

活 動 指 標

巡回パトロール件数

単位

件 972 976

目標値 目標年度

巡回パトロールでの立寄り件数 件 3,033 5,691

巡回パトロールに係る情報件数 件 138 73

活動指標
分析結果

巡回パトロールに係る情報件数は、平成１８年度の２３６件をピークに減少しており、地域の防犯活動の取り組みの成果に
よるものと考える。また、架空振込詐欺等が市内で発生したことにより、銀行・ＡＴＭの立寄りを強化した。

成 果 指 標

刑法犯罪発生件数

目標値

4,500

目標年度

平成27年度
4,649 4,756

交通人身事故発生件数 2,000 平成27年度
2,142 2,047

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 7,915 6,787千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 6,787内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

防犯・交通パトロールに対する市民のニーズは高く、事業実施の必要性は高い。事業の実施方法については、事業開始時の主要目的
だった子どもの登下校の見守りに止まらず、高齢者の振込み詐欺などの未然防止を啓発することも考えられる。また、犯罪発生状況に
応じてパトロールの班編成や巡回方法など改善する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,787 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 交通安全指導員事業

部局名 教育総務部 課(室)名 学務課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０３防犯・交通安全対策を推進する

期　　間 昭和43年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０１保健体育総務費

細 目 ０１５交通安全指導員事業

関連根拠法令等 加古川市交通安全指導員の設置及び運営規程

【基本情報】

現状と
課題

交通事故死者数は半減しているが依然として事故は多い。全国的に「安全安心のまちづくり」ボランティアが広がりを見せて
いる。少子化が進み、児童数は減少の一途である。道路の敷設や形状改善、バリアフリー化が進みつつある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市立小学校に在籍する児童

手段（どういった方法で）

加古川市立小学校児童の登下校時において、通学路上
の危険箇所に交通安全指導員（嘱託職員）を配置する

意図（どのような状態にする）

①児童を交通事故から守る②児童の交
通安全に対する意識が向上する③児童
が交通安全に関する知識を習得する

対 象 指 標

市立小学校児童数

単位

人 16,529 16,053

成果指標
分析結果

登下校時など学校管理下において交通事故に遭った児童数は、千人当たり０．２～０．４人と比較的低い水準で安定してい
る。児童の交通安全に対する意識の向上や、知識の習得度合いについて、数値化・指標化することは困難である。

活 動 指 標

交通安全指導員配置箇所数

単位

箇所 94 95

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

交通安全指導員が必要な箇所は多い

成 果 指 標

学校管理下における小学生千人当たりの交通事故死
傷者数

0.3

目標値

0

目標年度

0.36 0.2

小学生千人当たりの交通事故死傷者数 5
0

5.26 5.3

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 50,553 50,553千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 50,553内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

児童の登下校時の安全確保のための取組みは必要であると考えている。しかしながら、交通安全指導員の配置については、現在、他に
類似する活動も実施されており、これらの統合について研究する必要があると考える。一方で、ガードレール、外側線等の交通安全施
策の整備や交通安全教室など教育・啓発事業なども効果が期待できることから、関係課が連携して安全確保への取組みを進めていると
ころである。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 50,553 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 消費者保護対策事業

部局名 市民部 課(室)名 生活・交通安全課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３市民生活の安全・安定を確保する

施　　策 ０４消費生活の安全・向上を図る

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２２生活対策費

細 目 ０１０消費者保護対策事業

関連根拠法令等 消費者基本法、消費者安全法

【基本情報】

現状と
課題

平成２１年に消費者安全法が施行され、消費者庁が発足した。平成２１年１２月に加古川市消費生活センターを設置し、消費
生活相談に応じているが、携帯電話やインターネットによるトラブルや高齢者を狙った悪質商法が増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民

手段（どういった方法で）

●消費生活相談員による消費生活相談及び多重債務相
談●消費生活情報の啓発（一般消費者向け学習会及び
町内会・老人クラブ等への出前講座の実施、市広報誌
による情報発信、啓発情報誌の作成配布）

意図（どのような状態にする）

消費者に正しい知識の普及を図るとと
もに、消費者トラブルを未然に防止す
る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

町内会数 件 321

老人クラブ数 件 179

成果指標
分析結果

学習会の休日実施及び出前講座の回数増により、参加者数の増加を見込んでいる。

活 動 指 標

学習会実施回数

単位

回 2

目標値 目標年度

出前講座申込数 回 15

活動指標
分析結果

平成２４年度は学習会を年３回以上実施することを加古川市消費者協会に委託しており、今後も継続する予定である。出前
講座は、地域包括支援センターと連携を図りながら、開催回数を拡大する方向である。

成 果 指 標

学習会参加者数

目標値 目標年度

69

出前講座参加者数
541

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 6,538千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 6,538内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

悪質商法が複雑多様化し、高齢化社会が加速するなかで、消費者被害の未然防止に向けた事業実施のニーズは高いと言える。引き続
き、関係団体等との連携を図りながら、効率かつ効果的に啓発活動を行う必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,538 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 小学校運営管理事業

部局名 教育総務部 課(室)名 教育総務課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１学校教育を充実する

施　　策 ０２義務教育を充実する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０１小学校管理費

細 目 ００５小学校運営管理事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

◎児童数減少及び少人数学級導入に伴う利用の変化◎施設の老朽化

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

◎市内の全小学校における校舎、体育
館、プール等の施設◎小学校へ通学す
る児童◎小学校で勤務する人

手段（どういった方法で）

◎小学校運営に係る予算の確保◎文具類及び教授用管
理消耗品費の支払い◎電気、水道、ガス、下水道使用
料等光熱費の支払い◎施設設備小修理、備品、危険遊
具修繕◎通信運搬費の支払い◎クリーニング、楽器調
律、刃研ぎ等の維持◎警備、植木剪定、除草、薬剤散
布等委託◎学校図書、教材備品等の購入

意図（どのような状態にする）

小学校運営に係る環境を適正な状態に
する

対 象 指 標

学校数

単位

校 28

市立小学校児童数 人 16,053

成果指標
分析結果

学校園図書については、国の定める学校図書館標準の蔵書冊数は大半の学校で達成できていない。新ＪＩＳ机については、
平成２３年度末の整備率は７６．２％である。電気使用量については前年度と比較して削減ができた。

活 動 指 標

学校図書書籍数

単位

冊 207,383

目標値 目標年度

新ＪＩＳ机数 台 12,236

電気使用量 ＫＷＨ 3,665,629

活動指標
分析結果

学校園図書、新ＪＩＳ机などの備品については学校配分予算内で、学校裁量により学校単位で整備方針を立て整備を進めて
いった。電気使用量については節電の徹底をしながら経費節減に努めている。

成 果 指 標

学校図書書籍整備率

目標値

100

目標年度

71.1

新ＪＩＳ机整備率 100
76.2

電気使用量削減前年度比 99
93.9

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 366,986千円事 業 費

国費 500県費 市債 一般 364,836内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

小学校運営に係る環境を整備する上で、各学校園の運営状況を踏まえ、現状どおりの事業手段により効果的にかつ効率的に整備率を向
上させることができるのか検討をしながら進めていく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 366,986 他 1,650

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 中学校部活動支援事業

部局名 教育指導部 課(室)名 学校教育課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１学校教育を充実する

施　　策 ０２義務教育を充実する

期　　間 平成19年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細 目 ０６５中学校部活動支援事業

関連根拠法令等 ●教育基本法●学校教育法●学習指導要領●かこがわ教育ビジョン（加古川市教育振興基本計画）

【基本情報】

現状と
課題

指導できる顧問数が減っていることに加え、リーマンショック以降の景気後退の影響もあり、企業からの支援者数も激減し、
部活動の時間帯の問題で、ボランティアで指導できる市民も減少している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内の中学生

手段（どういった方法で）

中学校における部活動の指導補助

意図（どのような状態にする）

中学校における部活動の現場で指導す
る顧問教員を補助することにより、部
活動に対する意識の向上や活動内容の
充実を図る。

対 象 指 標

市立中学校生徒数

単位

人 8,266

成果指標
分析結果

派遣した学校の生徒は、すべて、部活動への充実感を感じており、満足度の高い事業である。

活 動 指 標

部活指導者派遣校数

単位

校 3

目標値 目標年度

支援者数 人 6

活動指標
分析結果

派遣校数及び支援者数ともに、少ないながらも適切な数を維持している。

成 果 指 標

充実感を感じた生徒の割合

目標値

100

目標年度

平成27年度
100上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 800千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 800内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

対象生徒の満足度が高く、事業内容も一定の水準を維持しており、現時点では、妥当な事業と考える。しかし、今後の対象生徒の減少
傾向や教員の平均年齢の推移を予想すると、徐々に縮小していくことが望ましいと考えられる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 800 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

％

事務事業名 研修事業

部局名 教育指導部 課(室)名 教育研究所

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１学校教育を充実する

施　　策 ０２義務教育を充実する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０４教育研究所費

細 目 ０１０研修事業

関連根拠法令等 教育公務員特例法

【基本情報】

現状と
課題

社会の急激な変化により、教育課題も多種多様となっている昨今、教職員の幅広い研修が必要となった。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内幼稚園・小学校・中学校・養護学
校の教職員

手段（どういった方法で）

各種研修講座、教育講演会、教科・教科外研究会を開
催する。

意図（どのような状態にする）

子どもの実態や社会の急激な変化に対
応した、教職員の資質・指導力向上を
図る。

対 象 指 標

全教職員数

単位

人 1,523

成果指標
分析結果

「参加延べ人数」は教育研修所主催の全研修の参加延べ人数である。また、「研修の有効性」は、「指定・基本研修講座」
参加者に対するアンケート調査の「この研修は今後の教育活動・教育実践に役に立ちそうだ」という設問に対する「よくあ
てはまる」「だいたいあてはまる」と回答した者の割合である。

活 動 指 標

研修・講座等実施回数

単位

回 57

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

教育研究所の主催事業として、教育講演会、全市全教職員研修、指定・基本研修講座、校長・教頭研修、土曜ワンポイント
講座等を行っており、その総数を活動指標として挙げている。

成 果 指 標

参加延べ人数

目標値

3,300

目標年度

平成27年度
3,294

研修を有効であったと考える参加者の割合 99 平成27年度
99

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,262千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 1,262内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

情報化や国際化等、日本の社会構造が大きく変化する中で、普遍的教育を継続しつつ、未来を育む教育の重要性は高まっている。全国
学力学習状況調査の結果の分析や、新学習指導要領に基づき、子どもたちに基礎的・基本的な知識・技術の定着とともに、思考力・判
断力・表現力をはぐくみ、「わかる授業」を目指して、指導方法の工夫・改善のため、教員研修の維持を必要とする。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,262 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 適正就学指導委員会運営事業

部局名 教育指導部 課(室)名 学校教育課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１学校教育を充実する

施　　策 ０３特別支援教育を充実する

期　　間

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０５特別支援教育費

目 ０１教育指導費

細 目 ０１０適正就学指導委員会運営事業

関連根拠法令等 ●学校教育法施行令第２２条の３●加古川市心身障害児適正就学指導委員会条例

【基本情報】

現状と
課題

心身に障がいがある幼児・児童・生徒数の増加に伴い、適正就学指導委員会運営事業の果たす役割と負担が大きくなってい
る。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

心身に障がいがある幼児・児童・生徒

手段（どういった方法で）

●心理教育的アセスメント●専門家による審議及び判
定会議●就学指導

意図（どのような状態にする）

心身に障がいがある幼児・児童・生徒
の適正な就学を図る。

対 象 指 標

対象幼児・児童・生徒数

単位

人 213

成果指標
分析結果

専門家による適切な判定が行われていることにより、判定意見通りの就学率は上がっている。予備審議も含めた判定意見通
りの就学率はやや低いので、改善が必要である。

活 動 指 標

専門家による審議及び判定会議

単位

回 5

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

判定が必要なケースは増加しているが、予算の制約や委員の負担増等の理由により審議及び判定会議の回数は据え置かれて
いる。予備審議等の工夫により本審議にかけるケースを絞っている。

成 果 指 標

判定意見通りの就学率

目標値

90

目標年度

平成27年度
84.2上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,015千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 1,015内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

障がいがある幼児・児童・生徒のより適切な就学場所を提示し適正な就学を図っていくことは、それらの子どもたち及び障がいがない
子どもたちの教育を保障するために必要不可欠なことである。障がいがある幼児・児童・生徒の数が増加している現状から、この事業
の拡充による改善を図っていく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,015 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

校
（園）

件

事務事業名 学校安全対策事業

部局名 教育総務部 課(室)名 教育総務課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１学校教育を充実する

施　　策 ０４教育を支える環境を整備する

期　　間 平成17年度

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０２事務局費

細 目 ０３０学校安全対策事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

全国的な学校園への不審者侵入事案を受け、学校園における安全安心への意識が高まっており、学校側にとっても、児童や保
護者にとっても、安全、安心で、質の高い教育を支える環境整備が必要となっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市立の全学校園（小学校：２８
校、中学校：１２校、特別支援学校：
１校、幼稚園：２０園）

手段（どういった方法で）

校門に設置している電気錠により、幼児児童生徒が幼
稚園・学校にいる間は、すべての校門を施錠する。来
園者・来校者をインターフォン・防犯カメラによって
管理する。

意図（どのような状態にする）

不審者等の侵入を未然に防ぎ、学校園
の安全を確保する。

対 象 指 標

学校園数

単位

校（園） 61 61

成果指標
分析結果

全学校園で設備の運用ができており、幼児児童生徒が学校園にいる間の不審者侵入事案は発生していないが、夜間における
侵入事案等が発生している。

活 動 指 標

設置校園数

単位

校（園） 61 61

目標値

61

目標年度

管理運用校園数 校（園） 61 61 61

録画機能整備校園数 校（園） 11 19 平成24年度

活動指標
分析結果

電気錠等の設備は平成１７年度に全学校園に設置済である。屋外設備のため故障しやすく、修繕が増加しているが、迅速な
対応により正常作動を維持できている。また、来客時の対応は教職員の負担となっているが、適正に運用できている。ま
た、さらなる防犯対策として校門のカメラ等に録画機能を付加している学校園もある。

成 果 指 標

管理運用校園数 61

目標値

61

目標年度

61 61

不審者侵入事案件数 0
0

0 27

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 3,799 397千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 397内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

電気錠等の現行設備による安全対策は、費用対効果の面でもニーズに対応し評価を得ている。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 397 他 0

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

円

事務事業名 学校給食調理業務事業

部局名 教育総務部 課(室)名 学務課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１学校教育を充実する

施　　策 ０４教育を支える環境を整備する

期　　間 平成14年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細 目 ００５学校給食事業

関連根拠法令等 学校給食法、学校給食法施行令、加古川市学校給食に従事する職員の取扱いに関する規則

【基本情報】

現状と
課題

平成１４年度より、概ね１年に１校のペースで順次民間委託を進めており、平成２４年４月現在で、１３調理場を委託化して
いる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

学校給食調理業務を実施している学校
及び学校給食センター

手段（どういった方法で）

正規調理師について退職不補充とし、学校給食調理業
務の民間事業者への委託を実施する

意図（どのような状態にする）

調理業務を民間事業者へ委託すること
により、直営校の正規調理師充足率の
向上と学校給食調理業務にかかる経費
を削減する。

対 象 指 標

学校給食調理業務を実施している施設数

単位

施設 27

学校給食を喫食している児童生徒数 人 16,433

成果指標
分析結果

①２４年度充足率については、新規委託校の必要調理者数より退職者数が上回ったため低下した。　　　　　　②２３年度
退職者４名×必要経費９００万円＋パート調理師２人×１００万円－新規委託校委託料９６７万円≒２８００万円

活 動 指 標

学校給食調理業務を委託している施設数

単位

施設 12

目標値 目標年度

委託施設で調理された給食を喫食している児童生徒 人 9,793

活動指標
分析結果

①平成１４年度より、概ね１年に１校のペースで順次民間委託を進めており、平成２４年４月現在、２７調理場中１３調理
場（４８％）を委託している。　　　　　　②２３年度給食喫食者数１６４３３人のうち委託調理喫食者数は９６２３人
（６０％）となる。

成 果 指 標

正規調理師充足率

目標値 目標年度

88.2

人件費削減効果額
50,000,000

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 234,238千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 234,238内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

平成１４年度以降給食調理業務の委託化を順調に推進しており、調理業務にかかる経費の削減について成果をあげている。今後も継続
して委託を進めていく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 234,238 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 メンタルサポーター配置事業

部局名 教育指導部 課(室)名 青少年育成課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１学校教育を充実する

施　　策 ０４教育を支える環境を整備する

期　　間 平成17年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０２教育振興費

細 目 ０１５メンタルサポーター配置事業

関連根拠法令等 教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

【基本情報】

現状と
課題

メンタルサポーター配置後、不登校の未然防止や早期対応が進み、不登校率は、国や県を下回り、安定した状況にある。しか
し、中学校入学以後、不登校率が急激に上昇する「中１ギャップ」と呼ばれる中学校環境への不適応問題の解決が、本市の不
登校対策の大きな課題として残っている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

学校生活に不適応を起こし、不登校傾
向にある中学生とその保護者

手段（どういった方法で）

市内全中学校に各１名、計１２名のメンタルサポー
ターを配置して、学級担任等との家庭訪問や別室登校
生に対する学習指導の補助、不登校生徒の学校復帰の
支援、相談活動の補助、関係機関との情報交換や連
携、不登校対策に係る啓発活動や研修会出席など、多
面的に関わる。

意図（どのような状態にする）

学校生活について、様々な問題を抱
え、不適応をきたす生徒の居場所を作
り、家庭訪問を通した生徒や保護者と
教師との橋渡し的な存在として活動す
ることで、不登校生徒の再登校を図る
とともに、不登校発生の未然防止を目
指す。

対 象 指 標

不登校生徒の実人数

単位

人 176

成果指標
分析結果

メンタルサポーターによる家庭訪問回数や別室利用回数等は、年々回数が増加するとともに、支援によって再登校を始めた
生徒数も増加しており、妥当な指標であると考える。

活 動 指 標

メンタルサポーターによる家庭訪問回数

単位

回 3,202

目標値

3,600

目標年度

平成27年度

別室利用者数 回 5,555 6,000 平成27年度

学校間・関係機関との連携状況数 回 208 280 平成27年度

活動指標
分析結果

全中学校にメンタルサポーターを配置して、不登校未然防止や、不登校生徒の再登校を目指した取組として、メンタルサ
ポーターによる家庭訪問回数や別室利用回数、学校間や関係機関との連携状況数を指標とすることは、妥当な指標であると
考える。

成 果 指 標

不登校を改善した延べ人数

目標値

250

目標年度

平成27年度
192上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 24,332千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 24,332内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

不登校指導補助員の配置や、本事業を実施する以前の平成８年から１０年頃の本市中学校の不登校率は、全国・県を大きく上回ってい
たこと、当時と比べた子どもたちを取り巻く社会環境の複雑化や多様化等を考慮し、今後も、不登校の未然防止や教室復帰を目指した
不登校状態の改善を図って、不登校率を低下させていくためには、本事業の拡充が必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 24,332 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 成人式実施事業

部局名 教育指導部 課(室)名 社会教育・スポーツ振興課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施　　策 ０１生涯学習を推進する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０１社会教育総務費

細 目 ０１０生涯学習推進事業

関連根拠法令等 民法、国民の祝日に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

平成１２年度より、記念事業として各中学校単位に新成人自らが事業を企画・運営しており、参加者の評価は概ね良好であ
る。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

当該年度中に２０歳到達する者

手段（どういった方法で）

・成人式記念式典の実施・新成人自らが各中学校単位
で成人式記念事業を企画・運営する。

意図（どのような状態にする）

新成人を祝うとともに、社会人として
の自覚を促す。

対 象 指 標

当該年度２０歳到達者数

単位

人 2,764

成果指標
分析結果

記念式典、記念事業ともに、「とても良かった」と回答した割合は増加しており、新成人自らが作る成人式として充実した
ものとなっている。

活 動 指 標

成人式記念式典参加者数

単位

人 1,600

目標値 目標年度

成人式記念事業参加者数 人 1,843

活動指標
分析結果

記念式典は約６割、記念事業は約７割の参加率となっており、概ね良好な参加率となっている。

成 果 指 標

成人式記念式典参加者満足度

目標値

50

目標年度

平成27年度
47.2

成人式記念事業参加者満足度 75 平成27年度
72.5

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 2,596千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 2,596内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

事業全体にわたり新成人の参画により運営しており、社会人への自覚を促す事業として概ね良好な結果を得ている。今後は新成人を祝
うだけでなく、新成人が地域に貢献できる内容を含めた事業とすることが望まれる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,596 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

％

事務事業名 地域学講座事業

部局名 教育指導部 課(室)名 社会教育・スポーツ振興課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施　　策 ０１生涯学習を推進する

期　　間 平成23年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０６公民館費

細 目 ０５５地域コミュニティ事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 社会教育法、加古川市立公民館の設置及び管理に関する条例、同条例施行規則

【基本情報】

現状と
課題

公民館を地域交流拠点・絆づくりの拠点と位置づけ、地域コミュニティの活性化を図るため、平成２３年度において公民館事
業の再編を行った。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

地域に関心を持っている市民

手段（どういった方法で）

各公民館で、地域住民による地域学講座事業実行委員
会を組織し、地域をテーマとした講座を開催する。

意図（どのような状態にする）

居住する地域を愛する意識の高揚を図
るとともに、各地域において伝統伝承
などの語り部の育成を図る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

加古川公民館、平岡公民館の受講生アンケートの結果から、ボランティアとしての活動に２４人が意欲を示した。

活 動 指 標

講座参加者数

単位

人 301

目標値 目標年度

運営委員会設置率 ％ 8

講座開催回数 回 92

活動指標
分析結果

概ね予定定員の参加を得ている。

成 果 指 標

ボランティア希望者数

目標値

120

目標年度

平成27年度
24

講座満足度（％） 100 平成27年度
90

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,390千円事 業 費

国費 県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

事業開始初年度としては、計画どおり講座を開催でき、受講生からも概ね良好な意見を得ている。しかし、地域住民による実行委員会
が組織できなかった場合があり、改善していく必要がある。本事業は短期間で成果を得られるものではなく、複数年かけて実施検証を
重ねることが重要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,390 他 1,390

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

回

日

事務事業名 図書館維持補修事業

部局名 教育指導部 課(室)名 中央図書館

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施　　策 ０１生涯学習を推進する

期　　間 昭和46年度

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 １０図書館費

細 目 ０１０図書館維持補修事業

関連根拠法令等 教育基本法・社会教育法・図書館法・加古川市立図書館の設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

建設当時の特殊な設備のため、修繕できない箇所が非常に多い。また耐用年数を相当過ぎてしまっている設備も多くなってき
ている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川総合文化センター東棟（中央図
書館）及び加古川図書館

手段（どういった方法で）

加古川総合文化センター東棟の維持管理（指定管理者
負担部分を除く）と加古川図書館の建物を含む敷地内
の維持管理を行う。

意図（どのような状態にする）

両施設を不具合なく管理することで、
それぞれの利用者が安全かつ快適に利
用できるようにする。

対 象 指 標

維持管理すべき施設数

単位

棟 2

成果指標
分析結果

不測の事故は防ぎようがないが、日頃の点検とメンテナンスで事故０を目指す。設備不良により開館できなかった日は１日
もなかったため、今後も維持していく。

活 動 指 標

施設の点検数

単位

回 40

目標値

40

目標年度

平成27年度

施設の補修箇所 ヶ所 25 20 平成27年度

活動指標
分析結果

両施設とも定期点検を適正に実施している。また、補修箇所については、その程度に差はあるものの、可能な限り計画的に
緊急度の高いものから修繕を実施しているため、概ね妥当であるといえる。

成 果 指 標

施設内での事故数

目標値

0

目標年度

平成27年度
1

開館できなかった日数 0 平成27年度
0

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 21,202千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 21,080内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

必要最低限の修繕を実施するに止まっているが、緊急性の高いものから計画的に実施できたこと、また予測のつかない突発的な修繕に
も対応できたことは評価できる。今後も両館ともに日常の点検・メンテナンスに留意し、計画的に修繕を実施していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 21,202 他 122

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

冊

冊

事務事業名 読書啓発事業

部局名 教育指導部 課(室)名 中央図書館

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施　　策 ０１生涯学習を推進する

期　　間 昭和46年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 １０図書館費

細 目 ００５図書館に要する一般的経費

関連根拠法令等 教育基本法・社会教育法・図書館法・子どもの読書活動の推進に関する法律・文字活字文化振興法

【基本情報】

現状と
課題

市民の高度な学習要求が高まっている中、適切に潜在的な要求に即応した図書の選定及び購入、読書啓発が効果的に実施でき
る講座等の開催など、事業展開をするうえで課題は残されている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市に在住、在勤、在学している
者及び東播磨地区に在住している者。

手段（どういった方法で）

幅広い利用者のニーズに即応できるよう、必要かつ計
画的な図書・資料の収集を図るとともに、おはなし会
や各種講座等の集会行事の開催により、読書啓発を図
る。また、レファレンスサービスを充実し、市民の学
習を支援する。

意図（どのような状態にする）

図書館が市民の社会教育を支えるとと
もに、地域の文化力の向上を果たす。

対 象 指 標

年間貸出人数

単位

人 259,416

成果指標
分析結果

概ね一定水準を維持しているが、さらなる読書啓発活動により、増加する余地があると思われる。

活 動 指 標

蔵書数

単位

冊 486,600

目標値 目標年度

レファレンス件数 回 2,191

集会行事の参加者数 人 5,713

活動指標
分析結果

蔵書数及びレファレンス件数は、これまでの取組みにより、微増傾向にあるが、集会行事の参加者数については、概ね一定
の水準を維持しているものの横ばい傾向である。概ね妥当であると考える。

成 果 指 標

年間図書貸出冊数

目標値

885,000

目標年度

平成27年度
858,542

市民一人当あたりの図書貸出冊数 3.3 平成27年度
3.19

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 34,182千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 29,875内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

各種集会行事の実施や適切かつ有効な資料の選定等により、地域の実情に即した学習環境の整備が施策の意図に則り展開されており評
価できる。高度化・多様化する市民の学習ニーズに対応し、学習機会を充実させるため、取り組む内容の質的向上を図りながら現行事
業を継続して実施していく。また、「加古川市子どもの読書活動推進計画」の実施計画に基づいた取組みを行い、家庭及び小学校に対
する読書環境整備についても継続する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 34,182 他 4,307

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

事務事業名 視聴覚教育事業

部局名 教育指導部 課(室)名 教育研究所

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施　　策 ０１生涯学習を推進する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 １１視聴覚センター費

細 目 ０１０視聴覚教育事業

関連根拠法令等 社会教育法、図書館法、加古川市立視聴覚センターの設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

コンピュータ等の情報機器の発達により、視聴覚センターの役割にも再検討が必要となった。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

学校教育施設、社会教育施設、社会福
祉施設、公的機関及び施設、学校教
育・社会教育関連団体における視聴覚
教育活動

手段（どういった方法で）

視聴覚教育機器、視聴覚教材の貸出を行う。

意図（どのような状態にする）

視聴覚教育機器・教材の、時代の変化
に即応するよな整備・充実を図り、学
校教育及び社会教育における視聴覚教
材の開発、機器・教材の利用促進に努
めることをもって、視聴覚教育の振興
を図る

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 268,110

成果指標
分析結果

数年間で比較するならば、視聴覚教材・機器とも貸出数は漸減している。（１９年度は、貸出教材数９３６件、貸出機器数
２９０件である）

活 動 指 標

全視聴覚教材数

単位

件 2,864

目標値 目標年度

全視聴覚機器数 台 140

活動指標
分析結果

視聴覚センターが保有し、貸出可能な視聴覚教材数・機器数である。老朽化したものの整理を今後は進めてゆくことにな
る。

成 果 指 標

視聴覚教材利用件数

目標値

600

目標年度

平成26年度
631

視聴覚機器利用件数 150 平成26年度
198

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 591千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 591内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

情報化社会の新しい情勢に対して、学校教育及び社会教育の充実を図るために、学習者の能力や特性に即した教育機会の提供、教育方
法の改善が必要である。しかし、現在の視聴覚センターでは、これらの学習の多様化・個別化に対応することが困難である。また、当
視聴覚センターについては、平成２７年度の「人権文化センター」の開設に伴い、人権に係る教材の移管等もあり得る。視聴覚セン
ターとしての存続、市民サービスの維持等について早急に検討を行う必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 591 他

※事業費と財源内訳

平成24年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 自然体験活動指導事業

部局名 教育指導部 課(室)名 少年自然の家

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施　　策 ０２地域総がかりで青少年の健全な育成を図る

期　　間 昭和48年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０７少年自然の家管理費

細 目 ０１０指導事業

関連根拠法令等 教育基本法・社会教育法・加古川市立少年自然の家の設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

平成８年に天体観察のための大型望遠鏡を４台設置し、主催事業や受入れ指導事業において活用されている。また、インター
ネットの普及によりホームページによる遠方からの利用が増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

少年自然の家入所利用者

手段（どういった方法で）

集団宿泊生活を伴う主催事業及び受入れ指導事業を行
う。

意図（どのような状態にする）

少年が自然の中での集団宿泊生活を通
じて、情操や社会性を豊かにし、また
心身を鍛錬し、もって健全な少年が育
成できる。

対 象 指 標

入所利用者数

単位

人 9,924

成果指標
分析結果

主催事業は、定員があるため横ばい状態である。受入れ指導事業は、リピーターが多くインターネットのホームページの効
果により、新規に遠方からの利用申込みが顕著になってきた。

活 動 指 標

主催事業開催日数

単位

日 98

目標値

100

目標年度

受入れ指導事業実施日数 日 160 180

活動指標
分析結果

主催事業は、土、日曜日に開催することが中心であることから、開催日数は横ばいである。受入れ指導事業は、５月から
１１月までが自然学校をはじめ多くの野外活動団体が利用している。１２月から３月まではスポーツ関係団体がスポーツ大
会に参加するための宿泊利用がある。

成 果 指 標

主催事業参加者数

目標値

2,000

目標年度

平成27年度
1,924

受入れ指導事業参加者数 8,200 平成27年度
8,000

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 3,733千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 3,733内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

少年が自然の中での集団宿泊生活を通じてその情操や社会性を豊かにするとともに、心身を鍛錬し、もって健全な少年の育成を図ると
いう目的に見合った事業活動を行っていると評価している。但し、「自然学校」の利用が減少傾向にある一方で、民間の野外活動団体
やスポーツクラブの利用が増加している。今後もさらに利用者のニーズの把握に努め、利用者の増加を目指すことが必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 3,733 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件数

件数

事務事業名 家庭教育支援相談事業

部局名 教育指導部 課(室)名 青少年育成課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施　　策 ０２地域総がかりで青少年の健全な育成を図る

期　　間 平成14年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０５家庭教育費

細 目 ０２５家庭教育支援相談事業

関連根拠法令等 教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

【基本情報】

現状と
課題

教育相談センターでは、高い専門性をもつ臨床心理士や社会福祉士の有資格者を採用するなど、人的配置の充実を進めてき
た。しかし、平成１９年度からは学校への苦情・要望の窓口になったこともあり、年々問題が多様化しており、教育相談セン
ターに介入を求めるケースが増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

幼稚園年長児から中学生までのこど
も、その保護者、学校園関係者

手段（どういった方法で）

教育相談センターでは、電話・来所・訪問等により不
登校、学習、進路、しつけ、発達、苦情・要望等教育
に関する相談を受け、適切な指導助言を行うとともに
問題解消及び軽減が図られるように支援を行う。

意図（どのような状態にする）

対象者の生活意欲の向上、問題の解消
及び軽減を図る

対 象 指 標

就学前児童数

単位

人 2,396

市内の小・中学校に通学する児童・生徒数 人 24,319

成果指標
分析結果

相談件数は年々増加しているが、臨床心理士の増員や、スーパーバイズの実施により、終了ケースが増加していくと予想さ
れるため、妥当な指標であると考える。

活 動 指 標

電話相談件数

単位

件 1,108

目標値

1,400

目標年度

平成27年度

面接相談件数 件 1,800 2,100 平成27年度

活動指標
分析結果

教育相談状況については、電話相談件数と面接相談件数の総和で示されるため、妥当な指標であると考える。

成 果 指 標

新規相談件数

目標値

590

目標年度

平成27年度
488

終了相談件数 440 平成27年度
326

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 7,284千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 7,284内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

市民のニーズの高まりにより、年々相談件数が増加している。そのため臨床心理士がタイムリーに対応できずに、相談の予約が１ヶ月
先になる場合も多い。臨床心理士の人員を１名（週３日）増員することにより、適宜な対応がなされ、市民サービスの向上が図られる
事業である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 7,284 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 ウェルネスパーク管理運営事業

部局名 地域振興部 課(室)名 ウェルネス推進課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３スポーツや文化・芸術を振興する

施　　策 ０１スポーツ・レクリエーション活動を推進する

期　　間 平成9年度

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２７ウェルネス費

細 目 ０３５ウェルネス施設管理運営事業

関連根拠法令等 加古川ウェルネスパークの設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

平成１８年４月１日に指定管理制度へ移行し、現在、民間事業者による管理運営が行われている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民及び勤労者

手段（どういった方法で）

健康増進施設、音楽ホール及び図書館などの施設の利
用を通じて積極的な健康づくりを支援する。

意図（どのような状態にする）

総合的な生活環境の創造、向上を図
り、もって健康で文化的な市民生活を
実現する。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

施設の利用者は増加傾向にあるが、今後も健康で文化的な市民生活の実現に向け、指定管理者と連携し魅力ある施設運営を
目指す。

活 動 指 標

施設利用者数

単位

人 615,824

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

施設の利用者は増加傾向にあるが、今後もさらなる事業のＰＲや新しい自主事業の開発などに努め、利用者の獲得を目指す
必要がある。

成 果 指 標

施設利用者数

目標値 目標年度

615,824

自主事業利用者数
33,728

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 307,218千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 304,422内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

施設の利用者は年々増加傾向にあり、利用者の満足度調査からも当初の目的に寄与していると評価できる。一方で、施設の設置から概
ね１５年が経過し、施設の老朽化に伴う修繕が増えている現状があり、今後、利用者の安全とコストの両面を勘案しながら、効率的な
施設管理に努める必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 307,218 他 2,796

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

回

日

事務事業名 野外活動センター維持補修事業

部局名 教育指導部 課(室)名 少年自然の家

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３スポーツや文化・芸術を振興する

施　　策 ０１スポーツ・レクリエーション活動を推進する

期　　間

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０６野外活動センター費

細 目 ０１０野外活動センター維持補修事業

関連根拠法令等 教育基本法、社会教育法、加古川市野外活動センターの設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

経年劣化はしているものの適正な点検とていねいな使用方法で維持できている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

野外活動センター（野外施設、宿泊
館、工作館）

手段（どういった方法で）

野外活動センター（野外施設、宿泊館、工作館）の維
持管理を行う。

意図（どのような状態にする）

野外活動センター（野外施設、宿泊
館、工作館）を不具合なく管理するこ
とで、それぞれの利用者が安全かつ快
適に利用できるようにする。

対 象 指 標

維持管理する施設数

単位

箇所 3

成果指標
分析結果

不測の事故は防ぎようがないが、日頃の点検とメンテナンスで事故０を目指す。設備不良により開所できなかった日は１日
もなかったため、今後も維持していく。

活 動 指 標

施設の点検数

単位

回 20

目標値

20

目標年度

施設の補修箇所 ヶ所 21 20

活動指標
分析結果

野外活動センターの施設は定期点検を適正に実施している。補修箇所は、アスレチック遊具の点検時に不良箇所を発見し、
すぐに修理したものである。

成 果 指 標

野外活動センターでの事故数

目標値

0

目標年度

平成27年度
0

開所できなかった日数 0 平成27年度
0

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 14,953千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 12,906内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

安全かつ快適を念頭に置き不具合の発見や通報があったときには、可能な限りすぐに対応することとしている。各施設共老朽化は見ら
れることから、たゆまない日常の点検また不具合が発見でき次第速い対応をすることが必要。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 14,953 他 2,047

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 国際交流補助事業

部局名 企画部 課(室)名 秘書室

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３スポーツや文化・芸術を振興する

施　　策 ０２豊かな文化・芸術をはぐくむ

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２６国際交流費

細 目 ００５国際交流事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

加古川市の国際交流事業については、（公財）加古川市国際交流協会が加古川市と調整・協議を行いながら実施している。こ
れまでの事業継続が市民・市内在住外国人に広く知られるところになっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民及び市内外国人居住者及び姉妹都
市等外国人

手段（どういった方法で）

（公財）加古川市国際交流協会に対し運営補助金を支
出し、加古川市民と外国人との交流事業を実施する。
（公財）加古川市国際交流協会国際交流事業及び管理
運営事業を補助対象とする。

意図（どのような状態にする）

市民の国際交流と国際理解を高めると
ともに、外国諸都市の相互理解と友好
親善を深める。また、外国人居住者の
生活に関する問題解決を図る。

対 象 指 標

市内在住外国人

単位

人 2,484

加古川市人口（１０／１付推計人口） 人 267,887

成果指標
分析結果

各事業の参加数はおよそ応募数と同様である。

活 動 指 標

実施事業数

単位

事業 16

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

１年間に行う事業数については、妥当な事業数と考える。

成 果 指 標

事業参加人数

目標値 目標年度

435上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 3,559千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 3,559内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

補助事業実施は必要である

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 3,559 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

％

点

事務事業名 市民会館管理運営事業

部局名 地域振興部 課(室)名 地域・文化課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３スポーツや文化・芸術を振興する

施　　策 ０２豊かな文化・芸術をはぐくむ

期　　間 昭和48年度

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １３市民会館費

細 目 ００５市民会館管理運営事業

関連根拠法令等 文化芸術振興基本法、加古川市民会館条例、加古川市民会館条例施行規則

【基本情報】

現状と
課題

市民会館は、市民文化の向上と福祉の増進を目的として昭和４８年にオープンし３９年が経過した。平成２１年度より指定管
理者制度を導入し、民間活力によるより効果的な施設の管理運営を実施しているが、市民ニーズが多様化する中、指定管理者
のモニタリングを効果的に行う必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民

手段（どういった方法で）

市民に文化活動の場を提供するとともに、集会・研修
会をはじめとする諸会議等幅広く貸館業務を行う。な
お、事業実施にあたっては、指定管理者制度を導入し
ている。

意図（どのような状態にする）

芸術・文化に触れる機会の創出と市民
文化の向上に寄与し、福祉の増進を図
る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 266,937 267,935

成果指標
分析結果

施設利用者数は、前年度の２０１，８４３人と比較して増加している。施設稼働率は、前年度の４９．４％と比較してやや
減少している。利用者満足度については、利用者に対して実施したアンケート結果（５点満点）により、２２年度の満足度
４．５点と比較して、概ね利用者には好評価を得ている。

活 動 指 標

施設利用可能延べ区分数

単位

区分 6,030 6,048

目標値 目標年度

事業実施回数（指定管理者） 回 18 16

活動指標
分析結果

施設利用可能延べ区分数については、条例に基づいた開館日を確保できている。指定管理者の自主事業として「ピンク・レ
ディーコンサートツアー」など９事業、市の指定事業として「加古川夏季大学」など７事業を実施するとともに、貸し館と
して広く一般の利用促進に努めている。

成 果 指 標

施設利用者数 203,861

目標値

209,087

目標年度

平成25年度
201,843 204,967

施設稼動率 50.2
49 平成25年度

49.4 47

利用者満足度（指定管理者実施事業） 4.6
5 平成25年度

4.5

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 106,966 106,966千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 104,329内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

指定管理者制度の導入により、民間事業者のネットワークとノウハウを活かした事業展開、管理運営がなされており、サービスの質が
確保されていると評価している。今後とも、市民に親しまれる魅力ある施設となるよう、より効果的なモニタリング手法について検討
する必要がある。また、施設・設備の老朽化が著しいが、安心して利用してもらえるよう、計画的な改修が必要と考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 106,966 他 2,637

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 史跡等維持管理事業

部局名 教育指導部 課(室)名 文化財調査研究センター

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３スポーツや文化・芸術を振興する

施　　策 ０２豊かな文化・芸術をはぐくむ

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０４文化財保護費

細 目 ０１０文化財保護活動事業

関連根拠法令等 文化財保護法、文化芸術振興基本法、加古川市文化財保護に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

２００１年の文化芸術振興基本法の制定を経て、文化財保護を含む文化のさらなる社会的認知がなされてきていると言える。
また、里古墳及び平木橋等、新たに草刈等を行う必要のある管理すべき文化財が増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市が管理する、本岡家住宅、史
跡西条廃寺、西条古墳群（尼塚古墳、
行者塚古墳）、日岡山古墳群（南大塚
古墳、西大塚古墳）等の建造物及び史
跡等の文化財、及び全市民。

手段（どういった方法で）

加古川市が管理する建造物及び史跡等の文化財につい
て、草刈、清掃、建物の維持管理、見学者への対応を
行う。

意図（どのような状態にする）

加古川市が管理する建造物及び史跡等
の文化財を適切に管理する。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 268,110

成果指標
分析結果

管理している文化財の中で、利用者数が把握できるものが、本岡家住宅だけであるため、成果指標とする。平成２３年度は
利用者が多かったが、過去５年間の平均値は１７５５人で、その１０パーセント増の値を目標値としている。

活 動 指 標

古墳等草刈実施面積

単位

㎡ 16,940

目標値

18,000

目標年度

平成27年度

活動指標
分析結果

加古川市が管理している史跡等を良好に管理するため、史跡等のうち草刈を行う面積の合計としている。現状を維持しなが
らも、今後、加古川市が管理する古墳等保存すべき埋蔵文化財包蔵地の面積増が見込まれ、最低限の草刈等の作業増が考え
られる。

成 果 指 標

本岡家住宅見学者数

目標値

1,931

目標年度

平成27年度
1,929上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,959千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 1,959内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

加古川市が管理する建造物及び史跡を適切に管理・公開するために、必要最低限の管理を行うこの事業は維持する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,959 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

人

件

事務事業名 文化財保護に要する一般的経費

部局名 教育指導部 課(室)名 文化財調査研究センター

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３スポーツや文化・芸術を振興する

施　　策 ０２豊かな文化・芸術をはぐくむ

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０４文化財保護費

細 目 ０１０文化財保護活動事業

関連根拠法令等 文化財保護法、文化芸術振興基本法、加古川市文化財保護に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

２００１年の文化芸術振興基本法の制定を経て、文化財保護を含む文化のさらなる社会的認知がなされてきていると言える。
近年は、可能な限り他の補助金事業を活用して、同様の事業を振替えてきたが、補助金事業の終了とともに、本来の事業とし
て戻す必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

指定・登録文化財及び遺跡を中心とし
た文化財及び全市民

手段（どういった方法で）

文化財保護行政に係る事務を適切に行うとともに、文
化財講座の開催、文化財ニュースの発行、文化財説明
板等の設置、文化財の情報提供等の文化財保護意識を
高める事業を行う。

意図（どのような状態にする）

市民の文化財保護意識を高め、文化財
の公開等活用を進めながら、次世代の
ために文化財を良好な状態で保存す
る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 268,110

成果指標
分析結果

文化財保護活動の事務及び事業の成果として、設定可能な３件の成果指標とした。指定文化財を良好に保護しながら少しず
つ件数を増やすこと。文化財現地見学に役立つ説明板等の充実。学習機会としての講座参加者数、の３指標である。講座参
加者数は、過去５年間の平均値が２５７人で、その４割増の値を目標値としている。

活 動 指 標

文化財に関する照会回答件数

単位

件 1,010

目標値

1,050

目標年度

平成27年度

文化財資料の貸出・掲載承諾及び調査受入件数 件 33 33 平成27年度

文化財ニュース発行部数 部 100,000 103,000 平成27年度

活動指標
分析結果

文化財保護行政及び文化財保護意識啓発事業の中で、事務量及び予算額が大く、指標として設定することが適当な３件の事
務を設定した。内容は、埋蔵文化財包蔵地をはじめ文化財の照会に対する回答、文化財の公開や研究への協力、文化財情報
の提供、の３指標である。

成 果 指 標

指定文化財件数

目標値

125

目標年度

平成27年度
113

文化財講座参加者数 360 平成27年度
361

文化財説明板等設置件数 340 平成27年度
332

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 2,233千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 2,205内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

文化財は、歴史や文化を正しく理解するうえで不可欠であるとともに、新たな市民文化の創造につながる資源として活用できるもので
あり、都市の活力と豊かな心をもつ市民を育むために、歴史資源等に関する講座等の開催、地域に根ざした伝統文化の継承など、幅広
く歴史資源をの保護と活用を行うため、この事務事業を拡充していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,233 他 28

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 人権教育事業

部局名 市民部 課(室)名 人権施策推進課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施　　策 ０１人権文化を確立する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０８人権施策推進費

細 目 ０１０人権教育事業

関連根拠法令等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

保護者の理解や協力を得ることが難しくなるとともに、地域指導者の数も少なく教職員に指導を任せきりにしている講座もあ
る。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

地域住民（幼児、小中学生、高校生、
保護者、成人など）

手段（どういった方法で）

人権課題解決に向けての意欲と態度を育成するため、
地域住民や教職員が指導者となり、主に小中学生を中
心とした講座生を対象に参加体験型の学習活動や地域
との交流活動等を通して人権について学習する講座を
開設する。県補助の「地域に学ぶ体験学習支援事業」
と市単独の「人権教育推進市町事業」がある。

意図（どのような状態にする）

自分が住んでいる地域に「愛着」と
「誇り」をもち、心と心が豊かにつな
がる地域づくりを進める人材を育て
る。

対 象 指 標

講座生数

単位

人 1,036

成果指標
分析結果

参加率については、講座により差がある。特に中学校で実施している講座の参加率が全体に低い傾向にある。今年度は、講
座数を削減したことで、参加率の向上が見込まれる。

活 動 指 標

講座数

単位

講座 45

目標値

37

目標年度

平成27年度

活動指標
分析結果

活動時間については、どの講座も要項の４０時間以上を実施できている。

成 果 指 標

講座生の参加率

目標値

68

目標年度

平成27年度
63上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 15,876千円事 業 費

国費 0県費 1,360市債 0 一般 14,516内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

「地域に学ぶ体験学習支援事業」と「人権教育推進市町事業」は、主な講座生である小中学生の参加者が、少子化の影響や塾や習い
事、また中学生は部活動などにより減少するとともに、地域の人権学習リーダーが十分活用されておらず、教職員の負担が大きいなど
事業の実施要項に沿った活動をするのが難しくなってきている。そのために、講座の内容についてより趣旨に沿ったものになるよう検
討していくとともに、参加者の人数に適した講座数にしていく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 15,876 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 （仮称）人権文化センター調査事業

部局名 市民部 課(室)名 人権施策推進課

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施　　策 ０１人権文化を確立する

期　　間 平成22年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０８人権施策推進費

細 目 ０６０（仮称）人権文化センター調査事業
　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

人権関係部署と隣保館の機能、運営方法、組織等の再構築と統廃合を進めているところであり、センター設立に向けて具体的
な検討が必要となってくる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民、地域・学校園・保育所・職場・
家庭等

手段（どういった方法で）

（仮称）加古川市人権文化センター庁内検討委員会を
平成２２年度と平成２３年度の２カ年設置し、施設の
機能や規模などを検討する。

意図（どのような状態にする）

検討結果報告書を作成し、平成２４年
度に開催する加古川市人権啓発推進審
議会（外部検討委員会）で議論するた
めの準備を行う。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

センターに必要な機能・設備等について検討を行い、一定の方向性を出すことができたと考える。

活 動 指 標

人権文化センター庁内検討委員会の開催回数

単位

回 5

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

センター設立に向けて、庁内関係部署と検討を行うことにより、加古川市人権啓発推進審議会（外部検討委員会）で議論す
るための準備ができた。

成 果 指 標

人権文化センター設立に伴う庁内検討委員会による
検討結果報告に係る達成度

目標値

100

目標年度

100上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 134千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 134内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

最終的な設立に向けて準備作業を行い、内部報告書の作成を行ったが、今後基本計画書の作成、整備事業へのスムーズな引き継ぎを行
い、人権文化を確立するための拠点施設としての整備を進めていく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 134 他

※事業費と財源内訳

平成26年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

人

団体

事務事業名 男女共同参画推進事業

部局名 企画部 課(室)名 男女共同参画センター

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施　　策 ０２男女共同参画社会の形成を推進する

期　　間 平成14年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細 目 ０２５男女共同参画推進事業

関連根拠法令等 男女共同参画社会基本法、加古川市男女共同参画行動計画、加古川市職員男女共同参画率先行動計画

【基本情報】

現状と
課題

少子高齢化や人口減少社会の本格化など社会情勢の変化に対応し、社会や経済を活性化させるため、男女が様々な分野でとも
に参画し、責任を分担し、個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現が求められている。この男女共同参画の理念をい
かに早く社会に普及させるかが課題である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

１５歳以上の市民

手段（どういった方法で）

男女共同参画センターを拠点に、男女共同参画に関す
る啓発事業や情報の収集と発信を実施する。また、女
性の再就職等のチャレンジを支援する講座、相談事業
及び市民団体グループの育成等を行う。

意図（どのような状態にする）

男女共同参画社会の実現の必要性を市
民が深く知るところとなり、男女共同
参画社会の構築を担う人材が育成さ
れ、女性の社会参画や男性の家庭・地
域参画が増加する。

対 象 指 標

１５歳以上の市民（１０／１付住民基本台帳人口）

単位

人 228,460 229,758

成果指標
分析結果

審議会などの女性委員の割合は３０．０％であった。目標値を達成するために、新たな女性委員の登用を強く推進していく
必要がある。事業参加者数の増加の主な要因は、出前講座や男女共同参画セミナーでの参加者数が増加しためである。

活 動 指 標

事業実施回数

単位

回 90 88

目標値

90

目標年度

平成27年度

活動指標
分析結果

事業については、概ね予定通り行った。但し、事業によって、参加者数が見込みより少なかったため、対象者・内容の見直
しが必要である。

成 果 指 標

審議会等への女性の参画率

目標値

50

目標年度

平成27年度
29.4 30

事業参加者数 1,600
2,000 平成27年度

1,548 2,255

活動団体数（男女） 7
10 平成27年度

6 6

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 4,829 3,885千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 3,885内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

昨年度に比べ、参加者数が増え効果的な講座の開催ができた。男女共同参画行動計画の視点の一つである男性や若年者に対する啓発の
推進のために、今後も男性や若年者が参加しやすい事業（休日の開催やテーマの設定）を展開する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 3,885 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

団体

人

事務事業名 女性団体活動支援事業

部局名 企画部 課(室)名 男女共同参画センター

基本目標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政　　策 ０４互いに尊重しあって暮らせる社会を実現する

施　　策 ０２男女共同参画社会の形成を推進する

期　　間 平成16年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０７企画費

細 目 ０３５女性団体活動支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

女性団体連絡会での情報交換等が活発に行われているものの、加盟団体の多くが、会員数の減少や高齢化などで徐々に活力が
失われつつある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

２０歳以上の女性

手段（どういった方法で）

①女性団体連絡会の開催（情報交換）②研修事業
（リーダー研修、市議会傍聴、男女共同参画センター
まちづくり講座への参加）③交流事業（映画鑑賞会、
東播磨地域子育て応援ネットワーク交流大会への参
加）④啓発事業（女性団体連絡会紹介チラシの作成、
公開講座の開催）

意図（どのような状態にする）

市内で活動している女性団体、女性グ
ループがお互いにその立場を尊重し、
情報交換等を通して、交流連携を深め
るとともに、女性リーダーの育成と団
体相互のネットワーク化を図り、活力
ある地域をつくる。

対 象 指 標

２０歳以上の女性（１０／１付住民基本台帳人口）

単位

人 110,597 110,942

成果指標
分析結果

加盟団体数は、変わりなく、加盟団体会員数が多少増加した。

活 動 指 標

女性団体連絡会事業実施回数

単位

回 11 11

目標値

15

目標年度

平成27年度

女性団体連絡会事業参加者数 人 309 341 350 平成27年度

活動指標
分析結果

事業については、概ね予定通り行った。事業参加者数の増の主な要因は、交流事業として行った映画鑑賞会の参加者数が
３５人増加したためである。

成 果 指 標

女性団体連絡会加盟団体 11

目標値

13

目標年度

平成27年度
11 11

女性団体連絡会加盟団体会員数 3,000 平成27年度
2,564 2,637

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 320 320千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 320内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

毎年同じ事業になりがちなので、男女共同参画センターも積極的に企画に加わり、より効果の高い事業に改善する必要がある。また、
まだ加入していない女性団体に加入を働きかけて、活動を広げていく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 320 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

枚

人

事務事業名 環境教育啓発事業

部局名 環境部 課(室)名 環境政策課

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１地球環境と地域の環境を保全する

施　　策 ０１環境保全を実践する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０６環境保全費

細 目 ０１０環境教育啓発事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

ポスター応募点数は減少傾向にあり、自然観察会への参加者数については定員を上回ることはない。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

環境月間啓発ポスターの募集は市内の
小学４年生から中学３年生を対象に、
自然観察会は市内の小学生以上が対象

手段（どういった方法で）

環境月間啓発ポスターの募集及び自然観察会の開催

意図（どのような状態にする）

ポスターの作成及び自然観察会を通じ
て、環境保護の意識を醸成する。

対 象 指 標

市内小学４年から中学３年までの児童生徒数

単位

人 16,679

加古川市人口（小学生以上） 人 256,862

成果指標
分析結果

ポスター応募者及び自然観察会参加者の固定化が見受けられる。

活 動 指 標

市内小中学校数

単位

校 40

目標値 目標年度

広報かこがわ関連記事掲載回数 回 2

活動指標
分析結果

ポスターの募集に関する各学校への周知、自然観察会についての広報紙面を利用した告知は適正である。

成 果 指 標

環境月間啓発ポスター応募点数

目標値 目標年度

216

自然観察会参加者数
54

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 798千円事 業 費

国費 県費 5市債 一般 793内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が小さい・ない

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

ポスター作成による環境保護意識の醸成は、長期的に継続して行うことが重要であるが、応募者の固定化や応募点数の減少を見ると事
業廃止についても検討の余地があると考える。自然観察会については、他に類似する事業がないため、継続して行う意義はあると考え
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 798 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

キログ
ラム

％

事務事業名 集団回収奨励事業

部局名 環境部 課(室)名 環境第１課

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０１ごみを減らし、リサイクルを進める

期　　間 昭和55年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０１清掃総務費

細 目 ０１５ごみ減量化推進事業

関連根拠法令等 加古川市資源ごみ集団回収運動奨励金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

集団回収は、自治体の経費削減効果が大きい。民間の調査によると、集団回収に要する経費は、行政が回収に要する経費を大
幅に下回る。循環型社会構築に大きな役割を果たす。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

集団回収運動を行う市内各団体

手段（どういった方法で）

集団回収された資源ごみ（紙類・衣類）について、回
収量１ｋｇあたり７円の奨励金を交付する。

意図（どのような状態にする）

資源回収意欲を高め、資源物の回収量
を増加させる。

対 象 指 標

活動団体数

単位

団体 343 343

成果指標
分析結果

広報等でＰＲをしたが、資源ごみ回収量は前年度より減少し、目標値には達していない。また、資源化率は資源ごみの抜き
去り行為等により達成度が低い。

活 動 指 標

集団回収奨励金申請件数

単位

件 1,132 1,205

目標値

1,210

目標年度

集団回収回数 回 2,756 2,706 2,750

活動指標
分析結果

集団回収の回数が増加したが、思いのほか資源ごみの回収量が減少した。

成 果 指 標

資源ごみ回収量

目標値

9,500,000

目標年度

8,425,093 7,739,882

資源化率 25 平成27年度
12.72 11.75

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 62,338 60,038千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 60,038内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

資源ごみ回収運動奨励により地域コミュニティを促進し、より多くの市民にごみ資源化の周知ができたものと考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 60,038 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

ｍｇ／
ｌ

事務事業名 竜ケ池処理場維持補修事業

部局名 環境部 課(室)名 クリーンセンター

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０１ごみを減らし、リサイクルを進める

期　　間 昭和55年度

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 両荘地区

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０４クリーンセンター費

細 目 ０２０竜ケ池処理場維持補修事業

関連根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

浸出水の汚染状態も非常に少なくなり、処理にかかる負荷も低減している。課題としては、埋立完了までの間の老朽化した施
設の管理。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

竜ケ池処理場

手段（どういった方法で）

業務委託による竜ケ池処理場の浸出水の適正な処理と
施設の維持管理

意図（どのような状態にする）

周囲環境の保全及び放流基準の遵守

対 象 指 標

浸出水処理能力

単位

立米 50,000

成果指標
分析結果

平成２３年度は、適切な処理を行い基準ＢＯＤ　１０ｍｇ／ｌのところ、最大値３．０、平均１．８でありを基準を超える
ことなく公共用水域に放流した。

活 動 指 標

浸出水の処理量

単位

立米 48,000

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成２３年度は、４８，０００立米の例年より多い水量を適切に処理した。

成 果 指 標

放流水のＢＯＤ濃度

目標値 目標年度

3上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 16,589千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 16,589内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

平成２６年度以降は、浸出水の下水道への直接放流となるが、引き続き基準を遵守した浸出水の点検管理を行い、縮減された施設の維
持管理を行う。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 16,589 他

※事業費と財源内訳

平成33年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 リサイクルセンター管理運営事業

部局名 環境部 課(室)名 リサイクルセンター

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０１ごみを減らし、リサイクルを進める

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 両荘地区

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０３リサイクルセンター費

細 目 ００５リサイクルセンター管理事業

関連根拠法令等 加古川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

技能労務職員の退職者不補充施策により、職員数が減少した。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

委託業務

手段（どういった方法で）

技能労務職員の退職に合わせ委託業務を拡大する。

意図（どのような状態にする）

職員数の減を委託業務により補い、不
燃ごみ・粗大ごみの適正処理を推進す
る。

対 象 指 標

前処理業務

単位

式 1

機械選別・運転管理業務 式 1

計量業務 式 1

成果指標
分析結果

平成２２年度より新たに計量及び機械選別業務を委託し継続している。

活 動 指 標

技能労務職員数

単位

人 12

目標値 目標年度

委託職員数 人 13

活動指標
分析結果

リサイクルセンター技能労務職員数は平成２２年度より１名減。

成 果 指 標

現場職員数に占める委託職員の割合

目標値

100

目標年度

平成33年度
52上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 92,274千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 92,274内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市としての義務的事業であるため、委託業務等の拡大等によりコスト削減を図りつつ、今後も維持していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 92,274 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

日

事務事業名 リサイクルセンター維持補修事業

部局名 環境部 課(室)名 リサイクルセンター

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０１ごみを減らし、リサイクルを進める

期　　間

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 両荘地区

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０３リサイクルセンター費

細 目 ０１０リサイクルセンター維持補修事業

関連根拠法令等 加古川市廃棄物の処理及び清掃に関する条例、労働安全衛生法、クレーン等安全規則、計量法

【基本情報】

現状と
課題

施設老朽化と共に故障等が増加し、点検による指摘も増えてきている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

ごみ処理の電気・機械設備

手段（どういった方法で）

月次点検・年次点検を行う。

意図（どのような状態にする）

施設の安全運転・延命化

対 象 指 標

破砕機設備

単位

台 1

ごみクレーン設備 式 1

磁性物圧縮機設備 式 1

成果指標
分析結果

故障・事故による施設休止日なし。

活 動 指 標

施設月次点検

単位

回 12

目標値 目標年度

施設年次点検 回 1

活動指標
分析結果

月次・年次点検を計画どおり行った。

成 果 指 標

故障・事故による施設休止日数

目標値

0

目標年度

平成33年度
0上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 125,967千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 123,326内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市としての義務的事業であるため、コスト削減を図りつつ今後も継続して事業を行っていく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 125,967 他 2,641

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 犬の登録・猫引取り事業

部局名 環境部 課(室)名 環境政策課

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０２清潔で美しい環境をつくる

期　　間

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０１保健衛生費

目 ０３環境衛生費

細 目 ００５犬の登録・猫引取り事業

関連根拠法令等 狂犬病予防法

【基本情報】

現状と
課題

国内における狂犬病の発症例が皆無であり、飼い主に危機感がないため、予防注射の接種率が低下傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市に登録されている犬の飼い主

手段（どういった方法で）

犬の飼い主に狂犬病予防注射の案内通知を送付する。
未接種犬の飼い主に接種催促状を送付する。市内の公
園等へ出向き、獣医師との巡回による予防接種を実施
する。獣医師会に予防接種に関する事務を委託する。

意図（どのような状態にする）

催促状等の送付により、狂犬病予防注
射接種率の向上を図る。高齢者や、動
物病院の少ない地域に住む住民を考慮
し、巡回による予防接種を実施するこ
とで利便性の向上を図る。

対 象 指 標

畜犬登録数

単位

頭 15,481

成果指標
分析結果

接種催促状については、接種率の低下防止に大きく貢献している。

活 動 指 標

狂犬病予防注射案内通知数

単位

枚 15,350

目標値 目標年度

狂犬病予防注射接種催促状送付数 枚 5,494

活動指標
分析結果

接種案内通知及び接種催促状の送付は適正である。

成 果 指 標

狂犬病予防注射接種率

目標値 目標年度

73.7上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 4,146千円事 業 費

国費 県費 10市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

これまで、特に未接種犬の飼い主に対して催促状を送付することによって、明石市や高砂市と比較しても高い接種率を維持してきてい
ることから、今後も継続して実施していくことが重要と考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 4,146 他 4,136

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 不法投棄対策事業

部局名 環境部 課(室)名 環境第１課

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０２清潔で美しい環境をつくる

期　　間 平成14年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０１清掃総務費

細 目 ０１０環境美化推進事業

関連根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

不法投棄問題が年々増加しているなかで、ごみの適正処理に対する市民の意識の啓発や快適な生活環境の保持のため、事業を
継続する必要性が高いと考えている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市域全体

手段（どういった方法で）

●不法投棄防止看板の作成・設置　●巡回パトロール
　●不法投棄物の収集　

意図（どのような状態にする）

看板の設置やパトロール等を行うこと
により、不法投棄を抑止する。

対 象 指 標

不法投棄発見件数

単位

件 190

成果指標
分析結果

清潔で美しい環境づくりのため、不法投棄解消率及び回収率は全量回収の１００％を目指すべきであり、妥当なものと考え
る。

活 動 指 標

不法投棄受理件数

単位

件 190

目標値 目標年度

不法投棄物回収量 ｋｇ 20,470

防止看板設置枚数 枚 12

活動指標
分析結果

平成２３年度の不法投棄受理件数は、直近５ヵ年の平均不法投棄受理件数１９０件と同等であり適当と考える。

成 果 指 標

不法投棄解消率

目標値

100

目標年度

100

不法投棄回収率 100
100

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,599千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 1,599内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

不法投棄事案については、市民が自己解決することが困難であり、当該事業によって対応せざるを得ない状況と考える。投棄件数の経
過を勘案してパトロールの回数等を増減させる改善は必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,599 他 0

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

ｋｌ

事務事業名 し尿収集事業

部局名 環境部 課(室)名 環境第２課

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０２清潔で美しい環境をつくる

期　　間 昭和34年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０６し尿処理費

細 目 ０１０し尿収集事業

関連根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

し尿くみ取りの世帯数や浄化槽の設置数は、公共下水道の普及により減少傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市一般廃棄物処理基本計画に基
づき、し尿汲取便槽から排出されるし
尿の収集運搬を必要とする者。

手段（どういった方法で）

し尿収集登録世帯の内、直営により担当地域のし尿収
集・運搬を適正に実施する。

意図（どのような状態にする）

家庭等から排出されるし尿を適正（定
例的・効率的）に収集・運搬する事で
公衆衛生を確保する。

対 象 指 標

し尿収集登録世帯数

単位

世帯 8,157

成果指標
分析結果

下水道整備の進捗にともない、し尿収集量は減少している

活 動 指 標

直営担当し尿収集世帯

単位

世帯 3,217

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

下水道整備の進捗にともない、直営担当し尿収集世帯は減少している。

成 果 指 標

し尿収集量

目標値 目標年度

10,249上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 10,671千円事 業 費

国費 県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

し尿収集量は減少しているが、し尿汲取り世帯にとって必要性は変わっていない。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 10,671 他 10,671

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 合併浄化槽設置補助事業

部局名 環境部 課(室)名 環境第２課

基本目標 ０３うるおいのある環境の中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２資源の循環と環境美化を推進する

施　　策 ０２清潔で美しい環境をつくる

期　　間 平成18年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０４衛生費

項 ０２清掃費

目 ０６し尿処理費

細 目 ０１５合併浄化槽設置補助事業

関連根拠法令等 加古川市浄化槽設置整備補助金等交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

市内における単独処理浄化槽は、平成１８年８，６１１件から平成２３年６，６０３件（４月１日現在）に減少している。今
後、生活環境の改善と公共水域の水質保全をより推進するため、合併浄化槽の設置をさらに促進する必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市生活排水処理計画で、公共下
水道、農業集落排水処理施設で排水処
理することとされている地域以外の地
域で、住宅に１０人槽以下の浄化槽を
設置しようとする者及び合併浄化槽を
設置するため改造工事を行う者。

手段（どういった方法で）

設置する合併浄化槽の人槽に応じて５人槽４５万円～
１０人槽９０万円の補助金を、汲取りから合併浄化槽
への改造工事は５万円、単独浄化槽から合併浄化槽へ
の改造工事は２万５千円の助成金を交付する。

意図（どのような状態にする）

合併浄化槽の設置を促進し、生活環境
の改善と公共水域の水質保全を推進す
る。

対 象 指 標

公共下水道・農業集落排水処理施設対象区域外の住

単位

人 30,597 29,226

成果指標
分析結果

市内の合併浄化槽の設置補助については、循環型社会形成推進地域計画に基づき平成１８年度～平成２４年度に２９０基の
交付金補助申請を予定しており、目標値に向かって増加している。

活 動 指 標

合併浄化槽設置補助申請件数

単位

件 13 16

目標値

68

目標年度

活動指標
分析結果

広報等での周知ＰＲにより問合せも増加し補助金制度の周知は図られていると考える。

成 果 指 標

合併浄化槽設置補助交付件数（累計） 264

目標値

290

目標年度

平成24年度
247 263上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 7,709 8,957千円事 業 費

国費 1,989県費 0市債 0 一般 6,968内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

成果指標である合併浄化槽設置補助件数の累計は増加しているが平成２４年度の目標達成に向け、広報やホームページ等により市民や
事業者へ積極的にＰＲを図っていく必要があると考えられる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 8,957 他 0

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 加古川市農林漁業祭事業

部局名 地域振興部 課(室)名 農林水産課

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１農業・水産業を振興する

施　　策 ０１農業を振興する

期　　間 昭和50年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０６農林水産業費

項 ０１農業費

目 ０２農業総務費

細 目 ０１０加古川市農林漁業祭事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

米を除き、軟弱野菜を含めた野菜は全国各地のみならず外国産も多数流通し、安価なものが手に入る反面、安全性について消
費者は不安を抱えている。厳しい経済情勢が続き、消費者は価格、安全性、価格・安全性を重視する３局化している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内の農畜水産業者（加工者含む）及
び市民・都市住民

手段（どういった方法で）

○農作物品評会及び出品野菜即売会　○農産加工品販
売及びかこがわ産農畜水産物公開抽選会　○農業関係
イベント及び体験会　○地産地消メニュー提供の協賛
飲食店によるＰＲ　ほか

意図（どのような状態にする）

安心安全なかこがわ産の農畜水産物の
普及と地産地消等により消費拡大を図
る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

前年に比較し結果は増となっている。

活 動 指 標

実施行事（事業）数

単位

事業 35

目標値

40

目標年度

協賛事業者（団体）数 者（団体 32 40

集客集 人 111,000 120,000

活動指標
分析結果

前年に比較し、事業数、協賛事業者数、集客数のいずれも結果は増となっている。

成 果 指 標

集客数

目標値

120,000

目標年度

111,000上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,100千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 1,100内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

現在の開催方式になって４年を経過し、事業が広く市民等に浸透しつつあり、集客数も増加している。また、コスモスまつりのように
複数日開催するイベントには県外からも多数のリピーターが訪れ、都市住民との交流と農産物や加工品のＰＲが図られている。２３年
度は市内飲食店関係者から地産地消メニューを販売できる協賛事業者募集に重点を置き、更に加古川産農産物のＰＲ等に繋げたところ
である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,100 他 0

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

集落

事務事業名 土づくり推進補助事業

部局名 地域振興部 課(室)名 農林水産課

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１農業・水産業を振興する

施　　策 ０１農業を振興する

期　　間 平成17年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０６農林水産業費

項 ０１農業費

目 ０３農業振興費

細 目 ００５農業振興事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

安心・安全な農業に対する消費者要望が増大し、また自然環境にやさしい農業の推進が求められている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内集落農業団体

手段（どういった方法で）

畜産農家のふん尿たい肥を活用した、機能的な土づく
りの促進と安全性に配慮した農作物の供給を推進する
ため、補助金を交付する。交付単価１，２００円／１０
ａ

意図（どのような状態にする）

畜産農家のふん尿たい肥を活用した耕
作方法を促進することにより、安全性
に配慮した農作物の供給を推進する

対 象 指 標

集落営農組織

単位

集落 12

成果指標
分析結果

補助率が実経費の１／５程度と農業者の負担が大きく実績が伸び悩んでいる。

活 動 指 標

土づくり事業事業量

単位

ａ 3,865.3

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

牛ふん堆肥を積極的に使用している営農組織へ事業の案内を送付。

成 果 指 標

土づくり推進事業取り組み営農組合

目標値 目標年度

6上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 600千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 600内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

牛ふんを利用した農業は、コストも手間もかかるため、推進のためには市の関与が必要。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 600 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 農業委員会事務委託事業

部局名 農業委員会事務局 課(室)名 農業委員会事務局

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１農業・水産業を振興する

施　　策 ０１農業を振興する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０６農林水産業費

項 ０１農業費

目 ０１農業委員会費

細 目 ００５農業委員会一般事務事業

関連根拠法令等 農業委員会等に関する法律第６条第２項第５号、農業委員会等に関する法律施行令第３条

【基本情報】

現状と
課題

農業者の高齢化、担い手不足、地域コミュニティの希薄化。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民（主に農業者）

手段（どういった方法で）

地域農業団体長を通じて配布・回収を行う。

意図（どのような状態にする）

農業者へのサービス、地域コミュニ
ティ継続の一環、経費節約。

対 象 指 標

農家戸数（水稲生産実施計画書及び営農計画書）

単位

戸 7,319

成果指標
分析結果

良好

活 動 指 標

活動数

単位

回 755

目標値

755

目標年度

平成24年度

活動指標
分析結果

良好

成 果 指 標

情報提供率

目標値

100

目標年度

平成24年度
100上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 1,185千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 1,185内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

目的、社会情勢、コスト、手段等を総合的に判断すると、ここ数年は現行の事業内容が妥当と判断する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,185 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 市場まつり事業

部局名 地域振興部 課(室)名 公設地方卸売市場

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３商業・観光を振興する

施　　策 ０１商業・サービス業を振興する

期　　間 平成17年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 野口地区

会 計 ２１公設地方卸売市場事業特別会計　　　　　　

款 ０１総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ００５卸売市場管理に要する一般的経費

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

開始時（平成１７年度）から数年間、周辺環境には変化が見られず、事業継続の必要性が認められる状況である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内及び近隣市町の消費者

手段（どういった方法で）

卸売市場の開放したイベントの開催

意図（どのような状態にする）

市場を開放してイベントを行うことに
より、卸売市場と取扱商品に対する市
民等の認知度を高め、市場の活性化と
需要の創造を図る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

一定の水準を維持しており、妥当なものと考える。

活 動 指 標

市場まつりへの出店者数

単位

人 21

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標

延べ利用人数

目標値 目標年度

28,000上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 2,650千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 2,650内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

卸売市場の活性化策として、「市民への卸売市場の開放」を目的に、平成１７年度より「市場まつり」が開催してきた。この間、参加
者も多く、イベントに関する問い合わせも多いなど、市民への定着が図られてきたが、卸売市場を取り巻く厳しい周辺環境には変化が
見られず、事業継続の必要性が認められる状況である。また、今後は、消費者の本物志向が強まる傾向にあり、より新鮮で良質な商品
や商品等に関する知識等を求める需要が高まってくるものと推測できる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,650 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 卸売市場維持補修事業

部局名 地域振興部 課(室)名 公設地方卸売市場

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３商業・観光を振興する

施　　策 ０１商業・サービス業を振興する

期　　間 昭和48年度

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 野口地区

会 計 ２１公設地方卸売市場事業特別会計　　　　　　

款 ０１総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ０１０卸売市場維持補修事業

関連根拠法令等 卸売市場法、兵庫県卸売市場条例、加古川市公設地方卸売市場業務条例

【基本情報】

現状と
課題

消費者のライフスタイルの変化と大型小売店舗の増加により、流通形態が変化に伴う市場外流通が増加し、全国的に卸売市場
の取扱量の減少傾向が続いている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

卸売市場の施設・機能

手段（どういった方法で）

修繕、点検、清掃等の作業

意図（どのような状態にする）

卸売市場の施設の保全と機能維持

対 象 指 標

公設地方卸売市場

単位

㎡ 16,666

成果指標
分析結果

活 動 指 標

施設月次点検

単位

回 12

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

計画的な点検・修理の実施

成 果 指 標

整備・更新率

目標値 目標年度

100上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 71,946千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 40,119内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

計画的な点検・修理の実施

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 71,946 他 31,827

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 ツーデーマーチ事業

部局名 地域振興部 課(室)名 ウェルネス推進課

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３商業・観光を振興する

施　　策 ０２観光を振興する

期　　間 平成2年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２７ウェルネス費

細 目 ００５ツーデーマーチ事業

関連根拠法令等 平成２３年度加古川ツーデーマーチ実行委員会運営補助金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

平成２１年の内閣府調査では、ウォーキング人口が４千万人を超え、平成２３年には日本ウォーキング協会（旧歩け歩け協
会）主催大会が１３０以上開催された。本大会の参加者数は、平成９年度に開催した第８回大会にピーク（２１，８５９人）
を迎え、直近５年間では９千人～１万人で推移。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民

手段（どういった方法で）

清流加古川と、万葉の昔から歌に詠まれた印南野の豊
かな自然と文化が調和した播磨路を歩くウォーキング
イベント「加古川ツーデーマーチ」の開催に係る補助

意図（どのような状態にする）

①全国のウォーカーと地域とのふれあ
いを通じて、にぎわいの創出や交流の
拡大を目指す。②自然や歴史資源の再
発見より市民のふるさと意識の醸成を
図る。③イベント開催によるスポー
ツ・レクリエーション活動への参加機
会の拡大を図る。④ウォーキングに親
しむ機会の提供により、自主的な健康
増進活動を支援する。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

市内在住の申込者数は意図②～④を測る指標。平成９年度をピークに減少しているが、平成２０年度以降はやや増加傾向に
ある。市外在住の申込者数は意図①を測る指標。平成９年度をピークに減少しているものの、直近５年間では一定の水準を
維持している。

活 動 指 標

参加者数

単位

人 10,095

目標値 目標年度

加古川ツーデーマーチ実行委員会収支決算額 円 27,974,325

活動指標
分析結果

参加者数は、平成９年度をピークに減少しているものの、直近５年間では一定の水準を維持している。実行委員会収支決算
額は、補助金の減・協賛金収入の減等にともない減少傾向にある。

成 果 指 標

市内在住の申込者数

目標値 目標年度

4,135

市外在住の申込者数
2,721

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 12,000千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 9,306内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

観光資源を有効に活用し、交流の拡大や市民のふるさと意識を醸成を図るための手段として、当該事業の存在意義は大きい。そのため
補助により大会を維持していくべきと考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 12,000 他 2,694

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 加古川市民ギャラリー管理運営事業

部局名 地域振興部 課(室)名 商工労政課

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３商業・観光を振興する

施　　策 ０２観光を振興する

期　　間

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０７商工費

項 ０１商工費

目 ０３観光費

細 目 ０２５加古川市民ギャラリー管理運営事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

「まち案内所」及び「市民ギャラリー」は、おおむね良好な機能を果たしているが、中心市街地の賑わいを生み出すために
は、機能の見直し・拡充等を考える必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市民、加古川市を訪れた人、及
び文化・芸術活動に取り組む人。

手段（どういった方法で）

加古川市を訪れた人に観光などの情報を紹介する「ま
ち案内所」と文化・芸術活動の発表や小さなイベント
ができる「ギャラリー」を備える。

意図（どのような状態にする）

魅力ある加古川市民文化の創造、及び
加古川市の魅力を紹介するとともに、
広域的な観光ネットワークの形成をす
る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

一定の水準を維持しており、妥当なものと考えられる。

活 動 指 標

ギャラリー展示回数

単位

回 51

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

おおむね１週間に１回展示内容が変更する頻度の展示回数であり、妥当なものと考えられる。

成 果 指 標

入館者数

目標値

80,000

目標年度

72,993

まち案内応対者数 8,000
7,143

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 5,500千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 3,900内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 意図を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

「まち案内所」及び「市民ギャラリー」は、おおむね良好な機能を果たしているが、より魅力的な中心市街地の形成のために事業意図
の検討が必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 5,500 他 1,600

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 加古川まつり地域協賛事業

部局名 地域振興部 課(室)名 商工労政課

基本目標 ０４にぎわいの中で暮らせるまちをめざして

政　　策 ０３商業・観光を振興する

施　　策 ０２観光を振興する

期　　間

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０７商工費

項 ０１商工費

目 ０３観光費

細 目 ０１０加古川まつり事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

平成１６年度から市の主催事業から協賛事業に変更することにより、自主的に計画・実施する要素が拡大し、それぞれの地域
の独自性を活かした「おまつり広場」が開催されている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

町内会連合会単位で形成する「おまつ
り広場実行委員会」（合同開催も可）
及びハモリｉｎｇ＆ゆずっこコンテス
ト実行委員会

手段（どういった方法で）

各実行委員会に補助金として支払い、おまつり広場運
営の補助を行う。

意図（どのような状態にする）

各地域の自主性・独自性を活かしたま
つりを開催することにより、地域住民
の連帯と世代間交流を図ることを目的
とする。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

加古川市人口の約４割の市民が参加しており、妥当なものと考えられる。

活 動 指 標

おまつり広場会場数

単位

会場 20

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

基本的には連合町内会単位で開催されており、妥当なものと考えられる。

成 果 指 標

おまつり広場参加者数

目標値 目標年度

108,155上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 8,600千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 8,600内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

各地域の自主性・独自性を活かしたまつりを開催することを目的に実施されており、市の関与は妥当であると思われるため、おおむね
現状のままで差し支えないと考えられる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 8,600 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

地区

ｈａ

㎡

事務事業名 市街化調整区域のまちづくり支援事業

部局名 都市計画部 課(室)名 都市計画課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０１計画的な土地利用を進める

期　　間 平成18年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 ０１都市計画総務費

細 目 ０５５市街化調整区域のまちづくり支援事業

関連根拠法令等 加古川市都市計画法に基づく開発行為の許可の基準等に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

市街化調整区域における集落においては、人口減少・高齢化などが顕著になる中、平成１８年５月には既存宅地制度が廃止さ
れ、住宅の跡地に転入者の住宅を建築することが不可能になるなどの環境変化があった。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市北部に位置する志方町・平荘町・上
荘町・八幡町の地元住民・土地利用

手段（どういった方法で）

まちづくり協議会に対し、コンサルタント委託により
専門家を派遣し、地区の将来構想や土地利用計画を定
めた「地区まちづくり計画」の策定および、地域に必
要な建築物を建てることができる「特別指定区域」の
指定の支援を行う。

意図（どのような状態にする）

対象地区の住民自らが地区の現状や課
題について考えることにより地域力
（自主性・自立性）の向上と住民同士
の繋がりが築かれる。また、特別指定
区域の指定により、住宅等の建築が促
進され、Ｕターンや新規居住者の受け
入れにより、集落のコミュニティの維
持と活性化を図る。

対 象 指 標

田園まちづくりを行った地区数

単位

地区 26

成果指標
分析結果

活動指標同様に、コンサルタント委託による支援により順調に特別指定区域が指定され成果となっている。

活 動 指 標

１地区当りのまちづくり協議会開催回数

単位

回 5

目標値

5

目標年度

１地区当りのアンケート・意向調査実施回数 回 1 1

活動指標
分析結果

まちづくり協議会開催回数、アンケート実施については、コンサルタント委託による支援の中で順調に活動が行われてい
る。

成 果 指 標

田園まちづくり制度による特別指定区域指定地区数 15

目標値

26

目標年度

平成27年度
26

地縁者の住宅区域指定面積 514 平成27年度
374

新規居住者の住宅区域指定面積 76,032 平成27年度
48,032

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 3,708千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 3,708内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

当事業による住民主体によるまちづくり支援は、住民のニーズを把握し、適正で計画的な土地利用等の誘導を図るなど、市民と行政の
「協働」による地域の課題解決に向けた取り組みであり、総合計画など市施策への貢献度は大きいと考える。現在まで１７地区におい
てまちづくり協議会を設立し取り組まれているが、市街化調整区域の現状では社会情勢の変化の影響による過疎化が引き続き進んでい
る。このことは、地域のみの問題ではなく市全体の問題と捉え、今後更なる支援が必要であると考える。当制度による支援は、市街化
調整区域における市民の生活や事業環境を守る重要な役割を担っており、継続的に行い事業を拡大していくことが適当と判断する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 3,708 他 0

※事業費と財源内訳

平成32年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

地区

地区

事務事業名 区域の変更・用途地域変更事業

部局名 都市計画部 課(室)名 都市計画課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０１計画的な土地利用を進める

期　　間 昭和47年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 １０計画調査費

細 目 ０１０土地利用計画事業

関連根拠法令等 都市計画法

【基本情報】

現状と
課題

拡大成長型社会から成熟型社会への移行、人口減少・少子超高齢社会の到来など社会経済情勢の変化等に対応した合理的な土
地利用を誘導するため、用途地域等の見直しを行う。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内全域

手段（どういった方法で）

用途地域等の見直しの考え方を定め、これに基づき対
象地区を抽出、変更素案を作成し、全体説明会・地区
別説明会の開催により市民へ説明を行い、法に基づく
縦覧などにより意見聴取を行うなど、都市計画手続を
行う。

意図（どのような状態にする）

社会経済情勢の変化や地域特性に対応
した土地利用を適正に規制・誘導する
ことにより、機能的・効率的な魅力あ
る都市の実現を図る。

対 象 指 標

市街化区域面積

単位

ｈａ 4,016

成果指標
分析結果

平成２４年度の都市計画決定に向け手続きを進める。

活 動 指 標

説明及び意見聴取した回数

単位

回 3

目標値

3

目標年度

用途地域等の見直し地区の素案策定 ％ 0 100 100

用途地域等の見直し素案の作成 ％ 0 100 100

活動指標
分析結果

地元住民への周知徹底と十分な理解を得ることができ、見直し対象地区が確定し、見直し素案を作成した。

成 果 指 標

用途地域の見直し地区数 0

目標値

7

目標年度

平成24年度
0 0

特別用途地区の指定数 0
10 平成24年度

0 0

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 3,780 1,680千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 1,680内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

社会情勢の変化や地域特性、昨年度実施したパブリックコメント結果も考慮し、平成２４年度の都市計画決定に向け手続を進める。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,680 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 開発指導行政に要する一般的経費

部局名 都市計画部 課(室)名 開発指導課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０１計画的な土地利用を進める

期　　間 平成14年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 １３開発建築指導費

細 目 ０２５開発指導行政に要する一般的経費

関連根拠法令等 都市計画法、同法施行令及び施行規則、加古川市開発事業の調整等に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

開発許可制度により市街化区域と市街化調整区域の区域区分を維持すると共に、無秩序な市街化を抑制し、良好な水準の市街
地の形成を誘導しているが、周辺道路等の公共施設が十分に存在しない区域に単発的な開発が拡散されているケースも見られ
る。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内全域（開発事業者）、市街化調整
区域（建築許可申請者）

手段（どういった方法で）

開発行為の許可及び検査、市街化調整区域内の建築許
可、違反の是正指導、開発審査会及び開発事業の指導
及び紛争調整等の業務を行う。

意図（どのような状態にする）

開発および建築行為に一定の基準を保
たせることにより、良好な都市環境を
作り出す。

対 象 指 標

市内全域

単位

ｈａ 13,851

市街化調整区域 ｈａ 9,835

成果指標
分析結果

成果指標である開発許可申請に対する検査及び建築申請に対する許可の適合率は良好であり、十分に行政の指導・審査が反
映されていると考える。

活 動 指 標

開発事業（許可件数）

単位

件 38

目標値 目標年度

建築事業（許可件数） 件 78

開発審査会開催 回 9

活動指標
分析結果

当事業の活動指標である開発許可、建築許可及び開発審査会を行った結果、これまでは良好な開発・建築事業を誘導できて
いると考える。今後の改善策としては、申請件数・申請内容が、景気や社会情勢の変化に影響されるため、それらに対応可
能な制度運用や、配置人員等の体制の構築等があげられる。

成 果 指 標

開発許可適合率

目標値

100

目標年度

100

建築許可適合率 100
100

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 871千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 871内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

当事業は開発及び建築行為の規制を行う事務事業であり、適正に事務を遂行することにより、秩序ある市街化の促進、都市機能の適切
な誘導が行われ、上位計画である総合計画、都市計画マスタープラン等、市施策のために不可欠であり貢献度が大きいと考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 871 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

件

事務事業名 建築審査行政に要する一般的経費

部局名 都市計画部 課(室)名 建築指導課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０１計画的な土地利用を進める

期　　間 昭和61年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 １３開発建築指導費

細 目 ０１５建築審査行政に要する一般的経費

関連根拠法令等 建築基準法、省エネルギー法、長期優良住宅法、兵庫県環境の保全と創造に関する条例等

【基本情報】

現状と
課題

近年の構造計算偽造事件や相次ぐ震災の発生及び南海・東南海地震の発生予測により、法改正に基づき規制・審査内容が強化
されてきている。また、省エネ対策に関する規制や誘導の施策も強化されてきている。以上の状況下、建築行政に対し法令遵
守の適正な審査等の事務が求めれている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内の建築物及び工作物

手段（どういった方法で）

建築基準法、省エネルギー法及び長期優良住宅法等の
建築関係法令に基づく確認、認定、検査及び指導等を
行う。また、建築物に関する市民への情報提供や市民
からの建築相談対応を行う。

意図（どのような状態にする）

建築関係法令の遵守により、建築物等
の安全性及び省エネルギー性能を確保
する。

対 象 指 標

住宅数

単位

戸 105,900

成果指標
分析結果

完了検査率は、毎年９５％前後で推移しているが、検査の案内文送付及び民間指定確認検査機関からの制度規定周知の依頼
を行い、一定の成果がでている。また、定期報告についても督促により一定の成果がでている。違反建築の苦情数は多い年
度となっている。

活 動 指 標

確認済証交付数

単位

件 1,497

目標値 目標年度

建築確認に伴う完了検査済証交付数 件 1,012

建築計画概要書（写）交付数 件 1,232

活動指標
分析結果

建築基準法に基づき適正に確認審査及び検査並びに民間指定確認検査機関への調査回答を行った。また、建築主、事業者及
び金融機関等に対し建築物の建築時及び売買時等に法令を確認させるため、建築計画概要書等により建築物情報を提供す
る。

成 果 指 標

建築確認に伴う完了検査率

目標値

100

目標年度

94.9

定期報告率（建築基準法第１２条） 100
85.6

違反建築に対する苦情数 0
31

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 2,993千円事 業 費

国費 県費 60市債 一般 1,802内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市民からの建築物の安全性や省エネ対策に対する意識が益々高まる中、正確な審査及び検査並びに適正な指導等が求められ、特に安全
規定に関係する部分は人命に係わる重要な事務である。今後も法令上の規定項目量の増と規定内容の高度化が進む中、職員の対応能力
の向上が求められる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,993 他 1,131

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

ｈａ

件

事務事業名 新野辺南土地区画整理事業

部局名 都市計画部 課(室)名 市街地整備課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０２秩序あるまちなみを形成する

期　　間 昭和46年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 別府地区

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 ０２土地区画整理費

細 目 ０１５新野辺南土地区画整理事業

関連根拠法令等 土地区画整理法、東播都市計画事業新野辺南土地区画整理事業施行に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

都市計画道路や街区道路・公園が整備され、整形化された良好な宅地が形成されている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

施行区域内の権利者（権利者数約
４９０名）

手段（どういった方法で）

区画整理事業を収束させるにあたり、地権者に対して
換地計画の縦覧を行い、その後換地処分通知書を発送
する。

意図（どのような状態にする）

土地利用の活性化を目指した土地区画
整理事業について平成２４年度に換地
処分の公告を行い、その後清算金の徴
収・交付事務を進め平成２９年度に事
業を終息させる。

対 象 指 標

土地区画整理事業対象面積

単位

ｈａ 19.8

成果指標
分析結果

活 動 指 標

換地処分公告

単位

式 0

目標値

1

目標年度

平成24年度

住所変更通知 式 0 1 平成24年度

清算金納付通知 回 0 11 平成29年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標

換地処分完了面積

目標値 目標年度

19.8

清算金の納付実績 135 平成29年度
0

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 44,383千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 44,383内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

換地処分の公告をすれば事業は実質的には完了であり、後は清算金の徴収交付事務を残すのみである。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 44,383 他

※事業費と財源内訳

平成29年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 放置自転車指導撤去返還事業

部局名 建設部 課(室)名 土木総務課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０３都市拠点の機能を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０２道路橋梁費

目 ０１道路橋梁総務費

細 目 ０１０自転車対策事業

関連根拠法令等 道路法、（通称）自転車法、加古川市自転車等の放置の防止に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

加古川市自転車等の放置の防止に関する条例の施行と併せて、放置自転車指導撤去返還事業により、自転車等放置禁止区域を
指定し、原則として即日撤去を実施することで歩行者等の通行の安全の確保と防災活動の円滑化が図られている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

交通手段として自転車を使用する市民

手段（どういった方法で）

各鉄道駅周辺に有料及び無料駐輪場を整備し、自転車
の放置に対する指導啓発及び条例に基づく放置自転車
の撤去、移送等による駐輪マナーの向上を図るととも
に、駐輪場の確保、維持管理を行う。

意図（どのような状態にする）

放置自転車対策を進めることにより、
駅周辺の広場や道路等の公共の場の機
能の確保を図り、美しいまちなみの保
全を図る。

対 象 指 標

加古川市内の自転車防犯登録台数

単位

台 143,588 148,402

成果指標
分析結果

駅周辺の広場や道路等の公共の場の機能確保を図るため放置自転車の撤去を実施することで、美しいまちなみの保全が図ら
れ、市民からの放置自転車に対する苦情も減少している。

活 動 指 標

放置自転車等撤去台数

単位

台 2,686 2,600

目標値

2,000

目標年度

平成28年度

有料駐輪場利用率 ％ 67.1 72.7 75 平成28年度

活動指標
分析結果

鉄道駅における有料・無料駐輪場について、必要台数の確保は十分に図られている。　しかし依然として、放置自転車の台
数は減少していない。

成 果 指 標

自転車等放置禁止区域内の放置自転車に関する苦情
件数

0

目標値

0

目標年度

平成28年度
0 0上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 58,220千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 55,236内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

駐輪対策の推進については、公共の場所における自転車等の放置の防止に関する市民の意識の向上を図ることが肝要であり、事業内容
を改善しながら粘り強く継続していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 58,220 他 2,984

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 中心市街地整備事業

部局名 都市計画部 課(室)名 街づくり推進課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０３都市拠点の機能を充実する

期　　間 平成23年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 ０３都市改造費

細 目 ００５中心市街地整備事業

関連根拠法令等 都市計画法、密集市街地整備法、加古川市住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

寺家町周辺地区は古くから商業の集積地として機能してきたが、接道条件の悪さや権利の複雑さなどから個別の建物更新が困
難となり、老朽建築物が密集している。このため災害時における安全な避難空間の確保および消防活動や火災時の延焼遮断機
能の確保が図れないなどの課題を抱えている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

寺家町周辺地区（面積約０．８ｈａ、
加古川町篠原町および寺家町の一部）
の権利者と居住者

手段（どういった方法で）

住民および権利者等で構成する加古川市寺家町周辺地
区まちづくり準備組合（認可後は事業組合）が施行す
る防災街区整備事業について、調査設計計画および土
地整備、共同施設整備、地区公共施設等整備などに必
要な経費の一部について補助金の交付を行う。なお、
平成２３年度は調査設計計画のうち事業計画作成費
（現況調査、現況測量、建物調査など）について補助
金を交付した。

意図（どのような状態にする）

住民主体による防災街区整備事業を推
進し、加古川駅南西地区における防災
に関する機能の確保と土地の合理的か
つ健全な利用を図り、都心にふさわし
い賑わいと住環境の創出を図る。

対 象 指 標

地区内の居住者数

単位

人 19

防災街区整備事業の対象面積 ｈａ 0.8

成果指標
分析結果

平成２７年度末の防災街区整備事業における、防災施設建築物と公共施設の整備完了に向けて、計画どおりの進捗が計られ
ている。

活 動 指 標

準備組合（事業組合）の会議開催数

単位

回／年 17

目標値

12

目標年度

平成24年度

準備組合（事業組合）への補助金交付額 千円 19,003 156,290 平成24年度

活動指標
分析結果

平成２３年度は準備組合理事会を１５回（第８回～第２２回）と、通常総会および臨時総会を開催した。また、現況調査、
現況測量、建物調査等を実施し、補助金の執行を行った。

成 果 指 標

防災街区整備事業の施設整備の進捗率

目標値

100

目標年度

平成27年度
1.2

分譲住宅の販売率 100 平成27年度
0

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 21,628千円事 業 費

国費 9,239県費 0市債 6,500 一般 5,889内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

寺家町周辺地区防災街区整備事業は、地区内権利者の都市計画提案に基づき本市が都市計画決定している。また、本事業により防災道
路と共同住宅が整備され、災害時における避難空間や消防活動区域の確保、延焼防止効果の向上、さらには都心居住の促進と中心市街
地の賑わいの創出が期待できる。引き続き準備組合等の施行による関係権利者の合意形成および円滑な事業の推進を市として支援・指
導することが妥当であるであると判断する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 21,628 他 0

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 加古川駅北土地区画整理事業

部局名 都市計画部 課(室)名 市街地整備課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０３都市拠点の機能を充実する

期　　間 平成5年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 加古川地区

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 ０３都市改造費

細 目 ０１０加古川駅等周辺整備事業

関連根拠法令等 土地区画整理法

【基本情報】

現状と
課題

都市計画道路・駅北広場が整備され通行車両及び駅利用者の利便性が向上した。仮換地が整備済のところは、全ての宅地が都
市計画道路・区画道路に接し家屋の新築が進んでいる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

東播都市計画事業加古川駅北土地区画
整理事業施行区域内の関係権利者。

手段（どういった方法で）

土地区画整理事業計画に基づき、整備計画を立て進捗
を図る。

意図（どのような状態にする）

都市機能（生活環境・利便性・防災
性）の充実を図ることにより、健全な
市街地を形成する。都市計画街路・駅
北広場・区画道路が整備されることに
より、交通の利便性及び安全性の向上
に繋がる。また、道路・公園が整備さ
れることにより、居住環境及び防災性
の向上が見込まれる。

対 象 指 標

都市計画街路

単位

ｍ 0

区画道路 ｍ 15

成果指標
分析結果

活 動 指 標

物件移転補償

単位

件 17

目標値

420

目標年度

平成26年度

道路築造工事 ｍ 15 6,987 平成27年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標

物件移転率

目標値

100

目標年度

平成26年度
93.3

道路整備率 100 平成27年度
87.6

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 454,129千円事 業 費

国費 県費 市債 61,200 一般 392,929内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

早期の事業完了に向け、整備計画に基づき事業を進める必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 454,129 他

※事業費と財源内訳

平成28年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 加古川中部幹線整備事業

部局名 建設部 課(室)名 道路建設課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０４交通・港湾機能を充実する

期　　間 平成11年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０２道路橋梁費

目 ０１道路橋梁総務費

細 目 ０２５南北道路整備事業

関連根拠法令等 道路法

【基本情報】

現状と
課題

兵庫県において、東播磨南北道路の整備が平成２５年度末の完成を目標に進められている。平成２１年１０月には神野ランプ
～県立加古川医療センターランプ間約１．５ｋｍを部分供用している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川、野口、加古川北地区の道路、
道路利用者（通過車両、市民）

手段（どういった方法で）

平成２５年度末の供用開始を目指し、道路改良を行
う。なお、平成２３年度は、道路改良工事を行った。

意図（どのような状態にする）

交通渋滞の緩和を図るとともに、歩行
者・自転車の通行の安全を図る。

対 象 指 標

対象道路の延長距離

単位

ｍ 305

成果指標
分析結果

平成２５年度末の供用開始を目標として事業を実施中であり、特定財源の安定した確保を図ることなどにより、計画どおり
の進捗が図られている。

活 動 指 標

今年度までに整備された道路の延長距離

単位

ｍ 1,000

目標値

3,300

目標年度

平成25年度

活動指標
分析結果

平成２３年度は、道路改良工事、公社買戻しを行った。

成 果 指 標

事業進捗率

目標値

100

目標年度

88上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 524,920千円事 業 費

国費 169,107県費 市債 320,232 一般 35,581内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

予算の適正な執行により、平成２５年度末の供用開始を目標に、現状維持して事業を実施する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 524,920 他

※事業費と財源内訳

平成26年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 中津水足線外１線道路改良事業

部局名 建設部 課(室)名 道路建設課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０４交通・港湾機能を充実する

期　　間 平成13年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 加古川地区

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 ０５街路事業費

細 目 ００５街路事業

関連根拠法令等 都市計画法、道路法

【基本情報】

現状と
課題

平成２６年度までの事業認可期間中に、都市計画道路平野神野線（加古川バイパスから北約５３０ｍ）の整備を行う。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川地区の道路、道路利用者（車
両、市民等）

手段（どういった方法で）

平成２６年度末部分供用を目指し、道路改良を行う。
なお、平成２３年度は、物件調査並びに土地取得、物
件補償を行った。

意図（どのような状態にする）

交通渋滞の緩和を図るとともに、歩行
者、自転車の通行の安全を図る。

対 象 指 標

対象道路の延長距離

単位

ｍ 150

成果指標
分析結果

平成２６年度末の事業認可期間を見据えて、できるかぎり特定財源の確保を図り、事業を推進している。

活 動 指 標

今年度までに整備された道路の延長距離

単位

ｍ 150

目標値

530

目標年度

平成26年度

活動指標
分析結果

平成２３年度は、物件調査３件、用地買収８０９．７３㎡、物件補償３件、公社買戻しを行った。

成 果 指 標

事業進捗率

目標値

100

目標年度

平成26年度
74上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 180,459千円事 業 費

国費 96,250県費 0市債 70,800 一般 13,409内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

予算の適正な執行により、平成２６年度末の事業認可期間内に、南北軸となる平野神野線区間の事業の推進を図る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 180,459 他 0

※事業費と財源内訳

平成26年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

円

事務事業名 公共交通補助事業

部局名 都市計画部 課(室)名 街づくり推進課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施　　策 ０５公共交通機能を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 ０１都市計画総務費

細 目 ０３５総合交通政策事業

関連根拠法令等 道路運送法、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（国）、兵庫県県土整備部補助金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢社会の到来や環境問題が深刻化する中で、市民の日常生活を支える移動手段として、公共交通の重要性が高まっている。
従来より路線バスは運行されているが、公共交通不便地域を解消するため、平成１５年に「かこバス」を、平成１７年に「か
こタクシー」の運行を開始した。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市域内において公共交通による移動手
段を必要とする人

手段（どういった方法で）

事業者に対し、公共交通（路線バス・かこバス・かこ
タクシー）運行による損失の一部を補填する。

意図（どのような状態にする）

市民が通勤・通学・通院・買い物など
生活する上で必要不可欠な路線バスの
維持と、公共交通不便地域の解消を図
る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

かこバス沿線住民 人 58,269

成果指標
分析結果

利用者数が前年度５９３，２７１人と比較して、１２，４６１名増えており、運行ルートの見直しや啓発活動による効果が
あったと考える。

活 動 指 標

かこバス運行回数

単位

回 46,644

目標値

46,856

目標年度

平成24年度

利用啓発活動 回 4 3 平成24年度

かこバス運行経費補填額 千円 70,486 69,469 平成24年度

活動指標
分析結果

運行ルートの見直しや利用啓発活動（沿線住民への時刻表の配布、広報紙への掲載）を行った。

成 果 指 標

かこバス利用者数

目標値

606,000

目標年度

平成27年度
605,732

かこバス利用者一人あたり補助額 100 平成27年度
116.4

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 130,336千円事 業 費

国費 0県費 10,343市債 0 一般 60,993内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所以外の他団体の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 一部適正でなく、早急に見直す必要がある

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

利用者数が前年度と比較して１２，４６１名増えており、運行ルートの見直しや啓発活動による効果があったと考える。利用者増加の
取り組みを引き続いて行い、利用者増加、採算性向上に努める。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 130,336 他 59,000

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 防犯灯設置事業

部局名 建設部 課(室)名 道路保全課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０１防災・防犯のための基盤を整備する

期　　間 昭和39年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０２道路橋梁費

目 ０２道路橋梁維持費

細 目 ０３０防犯灯事業

関連根拠法令等 加古川市防犯灯の設置及び維持管理要綱

【基本情報】

現状と
課題

都市化が進む中、夜間勤務者、長距離通勤者など夜間に通行する人や行動する人が増えており、それに伴い、街頭犯罪の中で
も「ひったくり」など夜間の街頭犯罪が増えている。また設置要望箇所は電柱がないなど、設置が困難な箇所が多いため、１
灯あたりの工事費が上昇している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

防犯灯

手段（どういった方法で）

集落と集落を結ぶ幹線、通学路、通行上危険箇所、公
共施設周辺を中心に、町内会からの要望により、必要
のある公道等に防犯灯を設置する。

意図（どのような状態にする）

地域で発生する、夜間の街頭犯罪・侵
入犯罪を防止する。

対 象 指 標

防犯灯設置総数

単位

灯 17,807

成果指標
分析結果

２２年度に比べ、２３年度は刑法犯罪は減少しているが、「ひったくり」など夜間の街頭犯罪は増加している。

活 動 指 標

防犯灯年間設置灯数

単位

灯 108

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成１９年に発生した別府事件時にはピークであった防犯灯設置件数は、現在は事件前の水準に落ち着いているが、町内会
からの要望数は続いている。また設置要望箇所は電柱がないなど、これまで設置が困難であった箇所が多いため、１灯あた
りの工事費が上昇している。

成 果 指 標

街頭犯罪・侵入犯罪認知件数

目標値 目標年度

3,110上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 5,789千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 2,389内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

都市化が進む中、夜間勤務者、長距離通勤者など夜間に通行する人や行動する人が増えており、それに伴い、街頭犯罪の中でも「ひっ
たくり」など夜間の街頭犯罪が増えている。市民からは夜間の防犯対策として防犯灯の増設要望が多い。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 5,789 他 3,400

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

棟

人

千円

事務事業名 簡易耐震診断等推進事業

部局名 都市計画部 課(室)名 建築指導課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０１防災・防犯のための基盤を整備する

期　　間 平成17年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 １３開発建築指導費

細 目 ０２０耐震改修促進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 建築物の耐震改修の促進に関する法律　加古川市耐震改修促進計画

【基本情報】

現状と
課題

住宅の耐震化率を平成１８年の約７０％から平成２７年の９０％を目標としているが、平成２２年度約７５％であり、実施数
を伸ばすための取組が必要である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市内に存する建築物で、昭和
５６年５月３１日以前（旧耐震基準）
に建築確認を受けて着工された住宅の
所有者。

手段（どういった方法で）

【講座等】出前講座・住宅相談会の実施、啓発チラシ
の市内全戸回覧【耐震診断補助金】所有者１割負担、
残９割のうち、国：１／２、県：１／４（上限６，
７５０円／戸）、市：１／４

意図（どのような状態にする）

平成２７年度に住宅の耐震化率を
９０％（耐震改修８７００戸）の状態
にする。

対 象 指 標

旧耐震基準で建築された住宅戸数

単位

戸 23

成果指標
分析結果

住宅相談件数は前年より減少傾向にあり、簡易耐震診断実施棟数も前年度＋１件とほぼ横ばいである。ただし住宅相談に
あっては、市の窓口対応及び現場調査等で解決しているため、住宅相談件数減も理解できる数値と考えられる。

活 動 指 標

住宅相談・出前講座申し込み件数

単位

件 19

目標値

34

目標年度

平成27年度

広報掲載回数 回 12 12 平成27年度

チラシ全戸回覧実施回数 回 1 1 平成27年度

活動指標
分析結果

１級建築士による住宅相談会を４回、町内会向けの出前講座を１３回、広報掲載１２回、チラシ回覧１回実施。

成 果 指 標

簡易耐震診断実施件数

目標値

100

目標年度

平成27年度
23

住宅相談・出前講座等参加者数 224 平成27年度
312

簡易耐震診断助成金額 2,700 平成27年度
774

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 860 986千円事 業 費

国費 423県費 193市債 0 一般 284内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

東日本大震災以降、防災について住民の意識は高いが、高度経済成長期に数多く建築された旧耐震基準住宅の居住者は高齢化してお
り、耐震診断を実施しても、耐震工事資金の調達が困難と考えられ、診断を実施しないことが考えられる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 986 他 86

※事業費と財源内訳

平成27年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 河川等災害復旧事業

部局名 下水道部 課(室)名 治水対策課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０１防災・防犯のための基盤を整備する

期　　間

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 志方地区

会 計 ０１一般会計

款 １１災害復旧費

項 ０１公共土木施設災害復旧費

目 ０２河川等災害復旧費　　　　　　　　　　　　

細 目 ００５河川等災害復旧事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

被害の拡大と二次災害を防止するため、応急的な整備及び復旧事業を早期着手する必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

普通河川赤谷川、思出川の被災箇所に
隣接する住民及び土地所有者。

手段（どういった方法で）

被災状況の確認、応急対策の実施、復旧方法の検討、
災害実地査定、復旧工事の調査・設計、特定財源の確
保、復旧工事の実施。

意図（どのような状態にする）

Ｈ２３の台風１２号で護岸の崩れ、土
砂堆積等により、河川の流下能力の低
下による溢水が生じた。被災箇所の早
期復旧により、施設被害の拡大と二次
災害を防止し、沿川住民の生命、財産
を守る。

対 象 指 標

被災箇所に隣接する住民及び土地所有者

単位

人 13

成果指標
分析結果

応急対策、調査業務、本復旧工事等の一連の業務を適正に執行している。

活 動 指 標

整備延長

単位

ｍ 0

目標値

185

目標年度

平成24年度

活動指標
分析結果

災害発生より直ちに現状確認及び応急対策を行い、災害査定基準に合致した整備を計画、実施した。

成 果 指 標

整備率

目標値

100

目標年度

平成24年度
13.3上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 4,771千円事 業 費

国費 0県費 市債 4,700 一般 71内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 事業完了

8 市民との協働を取り入れていますか。 事業完了

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

既に工事には着手しているものの、早期に完了に向けた工程管理を行う必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 4,771 他

※事業費と財源内訳

平成24年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 生活道路整備事業

部局名 建設部 課(室)名 土木総務課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０２生活に身近な道路を整備する

期　　間 平成12年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０２道路橋梁費

目 ０２道路橋梁維持費

細 目 ００５生活道路整備事業

関連根拠法令等 加古川市生活道路整備要綱

【基本情報】

現状と
課題

市民の日常生活の利便の向上、生活環境の整備及び災害時における安全の確保が図られている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内の狭小市道、道路利用者（通過車
両、市民）

手段（どういった方法で）

狭小な市道に接した建築行為がなされる土地の一部を
買収し、市道として拡幅整備工事を行う。

意図（どのような状態にする）

狭小な市道を拡幅し、車両交通の円滑
化、歩行者・自転車の安全を図る。

対 象 指 標

対象道路の延長距離

単位

ｍ 143

成果指標
分析結果

平成２３年度は、工事件数に対し、１件あたりの整備延長の短い案件が多かったため、低い整備率となっている。

活 動 指 標

今年度までに整備された道路の延長距離

単位

ｍ 143

目標値

241

目標年度

平成24年度

活動指標
分析結果

平成２３年度は、６件の工事を実施し、９路線の市道拡幅を行った。

成 果 指 標

道路整備率

目標値

100

目標年度

平成24年度
59上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 15,005千円事 業 費

国費 県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響はない

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 事業完了

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

該当案件が発生した場合、整備規模の大小に拘らず随時整備を行っているため、費用対効果が小さい箇所もある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 ■廃止 □休止 □完了

決算額 15,005 他 15,005

※事業費と財源内訳

平成24年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

事務事業名 小規模道路整備事業

部局名 建設部 課(室)名 道路保全課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０２生活に身近な道路を整備する

期　　間

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０２道路橋梁費

目 ０２道路橋梁維持費

細 目 ０２０小規模道路整備事業

関連根拠法令等 道路法

【基本情報】

現状と
課題

管理道路が増加する中、市民からの通報や職員による道路パトロールにより現地調査を行い必要に応じて補修等の対応を行っ
ている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

道路利用者（市民）、市内の道路（市
道、里道、生活道路）

手段（どういった方法で）

道路パトロールや地元・一般市民から得た情報で舗
装・路肩・側溝等の破損崩壊した箇所を補修する。こ
の事業は直営と委託に分類し、特に緊急を要する箇所
や比較的小規模な工事を直営で実施し、それ以外の維
持・補修工事は委託業者に発注する。

意図（どのような状態にする）

一般通行に支障がないようにする。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

加古川市市道総延長 ｋｍ 1,052.5

成果指標
分析結果

管理瑕疵による事故件数は前年度６件に対し、３件減少している。道路管理による要望は前年度２１２件に対し１９件増加
している。

活 動 指 標

道路パトロール回数

単位

回 485

目標値 目標年度

直営工事件数 件 987

委託工事件数 件 231

活動指標
分析結果

平成２３年度は道路パトロールを４８５回、直営工事を９８７件、委託工事を２３１件行った。

成 果 指 標

管理瑕疵による事故件数

目標値

0

目標年度

3

道路管理に関する要望件数
234

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 225,000千円事 業 費

国費 68,931県費 市債 一般 156,069内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

道路は日常生活を支える社会基盤であり、常に安全で良好な状態を保つ必要があることと、道路管理に関する要望件数は今後も多いと
考えられるため、本事業を継続していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 225,000 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 住宅維持補修事業

部局名 建設部 課(室)名 営繕・住宅課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０３良質な住宅供給を促進する

期　　間

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０６住宅費

目 ０１住宅管理費

細 目 ０１０住宅維持補修事業

関連根拠法令等 公営住宅法、加古川市営住宅の設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

昭和４０年代～５０年代に建築された住宅が大半であり設備も含め、更新期を向かえようとしている。建物の老朽化や設備の
陳腐化が進むとともに、急激に変化する経済情勢下において、セーフティネットとして、市営住宅を公平・公正に管理し、迅
速な対応が迫られている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

住宅に困窮している低所得者及び市営
住宅入居者

手段（どういった方法で）

入居者からの通報による修繕のほか新規入居に向けた
空家住宅のリフォーム

意図（どのような状態にする）

市営住宅を適切に維持管理し、住宅に
困窮している低所得者及び市営住宅入
居者に対して、良好な住まいを提供す
る。

対 象 指 標

市営住宅管理戸数

単位

戸 789

成果指標
分析結果

住宅困窮者に住宅提供することができた。また適時に修繕を実施することにより、快適で安全な生活環境が保たれていると
思われる。

活 動 指 標

住宅リフォーム数

単位

戸 27

目標値 目標年度

住宅緊急修繕 件 280

活動指標
分析結果

神野南山住宅８戸、東神吉住宅５戸、土山住宅４戸、尾上林住宅６戸、投松第１住宅１戸、志方住宅２戸、西神吉辻住宅１
戸のリフォームを行なった。また２８０件の緊急修繕を行なった。

成 果 指 標

住宅リフォーム実施率

目標値

100

目標年度

平成27年度
90

住宅緊急修繕対応率 100 平成27年度
100

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 54,296千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 0内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

財政的に厳しい状況であり個別の対応修繕に終わり、計画的な維持工事まで進めない状態である。長寿命化計画に基づき現施設を出来
るだけ長く安全に利用することで総合的な低コスト化を目指したい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 54,296 他 54,296

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 花とみどりのフェスティバル事業

部局名 建設部 課(室)名 公園緑地課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０４水と緑の空間を形成する

期　　間 平成2年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０８土木費

項 ０５都市計画費

目 １１緑化推進事業費

細 目 ００５緑化推進事業

関連根拠法令等 都市緑地法、みどりの月間（平成１８年８月８日閣議決定）

【基本情報】

現状と
課題

成熟社会を迎え、やすらぎや癒しを求める人々はますます増加傾向にあり、自然やみどりの環境に対する関心は高まってい
る。２０年以上にわたり開催されているが、毎年、のべ１５０００人程度の来場者があり、緑化イベントとして定着してい
る。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民

手段（どういった方法で）

緑化貢献団体や緑化ポスター・緑化標語優秀作品の表
彰、緑化活動市民団体等による花苗等の販売、ガーデ
ニング展等の開催、生け花や盆栽の展示、緑化相談等
を行う「花とみどりのフェスティバル」を開催する。

意図（どのような状態にする）

緑化活動や緑地保全に関する市民意識
の高揚を図るとともに、植栽など緑化
活動を実践する市民の裾野の拡大を図
る。また、緑化推進団体や市民ボラン
ティアとの協働を深めることで、緑化
推進を担う人材の育成や発掘を図る。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 267,935

成果指標
分析結果

市民に定着しているイベントであり、来場者数・市民ボランティア数についても大きな変動はないことから、今後も事業を
継続していくことで、広く緑化推進に関する市民意識の高揚に寄与する事業であると考える。

活 動 指 標

花とみどりのフェスティバル開催日数

単位

日 2

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

開催期間については、毎年４月２８日、２９日の２日間で開催することで市民にも定着していること、また２日間を１日に
変更しても予算的にはほとんど大差がないこと、また３日間にすると職員等スタッフの負担増を考えると、当面の間は現状
の２日間での実施が適当と考える。

成 果 指 標

花とみどりのフェスティバル来場者数

目標値 目標年度

15,000

花とみどりのフェスティバル市民ボランティア数
300

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 6,209千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 1,409内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

広く市民に浸透した事業であり、毎年多くの来場者を得ており、市の緑化推進施策に係るシンボル的な役割を果たしていると考えられ
る。このことから、今後もより市民との協働を発展・進化させながら事業を継続していけば、事業目的に対する成果は着実に得られる
ものと考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,209 他 4,800

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

区画

事務事業名 公園墓地造成事業

部局名 建設部 課(室)名 公園緑地課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０４水と緑の空間を形成する

期　　間 平成24年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 １１公園墓地造成事業特別会計　　　　　　　　

款 ０２土地造成費

項 ０１造成費

目 ０１造成費

細 目 ００５公園墓地造成事業

関連根拠法令等 都市計画法、　墓地、埋葬等に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

市民アンケートを実施し、合葬式墓地の説明をした上で、その必要性を聞きました。結果、必要が４１％、不要が１６％とな
り、本市の市民ニーズが存在していることを確かめた。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

核家族化や少子化により、墓地の継承
者がいなくなってきていること、及び
昨今の経済情勢の悪化から一般墓地購
入に比べ、安価な合葬式墓地への市民
ニーズが高まってきていることから公
営墓地を希望される市民を対象とす
る。

手段（どういった方法で）

日光山墓園内に候補地を検討し、墓園全体の管理運営
計画と併せ、２４年度に基本計画策定業務を実施し、
運営方法・収納規模を策定し、詳細設計、工事着手、
供用開始と進めていく。

意図（どのような状態にする）

子供がいない家庭や、子供に墓の管理
負担を掛けさせたくない市民に対し、
合葬式墓地を供給できるとともに、一
般墓地とあわせ、将来の市の墓地区画
の安定した供給を図る。

対 象 指 標

加古川市世帯数

単位

世帯 101,511

加古川市死亡者数 人 2,121

成果指標
分析結果

墓地貸出区画数の残が４月現在２２２区画であり一般墓地の提供が２５年度で供給できなくなる。造成可能な残り６４３区
画の造成発注を２５年度に分割施工も視野に入れて検討しなければならない。

活 動 指 標

墓地造成区画数

単位

区画 72

目標値

715

目標年度

平成26年度

墓地貸出区画数 区画 107 150 平成26年度

活動指標
分析結果

年間墓地貸出区画数が平成２２年度より約１１０区画となっており、その要因を不況による減少と考える一方、駐車場に近
い区画の貸付を市民が待っている状況であるとも考えられる。新規貸付開始の時期及び新規貸付区画数の検討を早急に検討
し、市民へのさらなるＰＲの強化を図る。

成 果 指 標

墓地貸出残区画数

目標値

150

目標年度

平成26年度
308上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 111,500千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 0内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

一般墓地の貸付区画数の残が、残り少なくなる中で、合葬式墓地を導入し、一般墓地と一体的な墓園の管理運営を図り、将来に渡って
墓地の安定供給を進めることは、市民ニーズとも重なり、「これからも住み続けたい」と市民に感じていただける要因の事業である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 111,500 他 111,500

※事業費と財源内訳

平成26年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

千円

事務事業名 お客さまセンター管理運営事業

部局名 水道局 課(室)名 経営管理課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間 平成16年度

事業区分

地 区 別 市内全域

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等 水道法、地方公営企業法

【基本情報】

現状と
課題

近年はより民間委託への考え方が強くなってきており、委託可能な業務はすべて委託を進める状況にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

①加古川市が給水している区域の使用
者②高砂市が給水している米田町地区
の使用者③簡易水道区域の下水道接続
者（井戸水使用者を含む）

手段（どういった方法で）

民間業者に委託して、１月１日から１月３日を除く毎
日の午前８時３０分から午後５時３０分まで水道局１
階、お客さまセンターとして業務を行う。事業内容と
しては①窓口業務　②滞納整理業務③検針業務④収納
業務⑤メータ検定満期取替業務⑥開閉栓業務である。

意図（どのような状態にする）

民間業者に業務委託を行うことによ
り、水道局職員の人員及び経費の削減
を図る。また、休日に開始・中止届の
受付、水道栓の開閉栓業務、収納業務
等を実施することによりお客さまへの
サービスの充実を図る。

対 象 指 標

加古川市給水区域件数

単位

件 106,964

高砂市給水区域件数（加古川市米田地区） 件 1,846

簡易水道組合区域の下水道接続者数 件 342

成果指標
分析結果

休日の収納業務については、平日と比較して収納金額も多く効果的である。

活 動 指 標

委託業務時間

単位

時間 3,267

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

２２年度から休日営業を開始したことにより、業務時間については増加したが、休日における開始届、中止届の受付、開閉
栓作業が対応できるようになり、利用者の利便性は大きく向上した。

成 果 指 標

水道開閉栓受付件数

目標値 目標年度

15,272

水道栓開閉作業処理件数
13,949

水道料金窓口収納金額 200,000 平成24年度
184,570

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 171,089千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 171,089内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

民間活力を導入し効果的な事業運営が図られている。今後の運営についても現在のコストを維持しつつ、特に滞納整理及び収納業務に
おいては、より効果的な手法を検討し実施することで成果を上げていきたい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 171,089 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

回

事務事業名 水道広報事業

部局名 水道局 課(室)名 経営管理課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間

事業区分

地 区 別 市内全域

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

水道局独自のホームページとしてリニューアルし、情報を発信する側、受信する側ともに使い易く、分かり易いサイトづくり
を行う。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市の水道を利用している市民。

手段（どういった方法で）

市内の小学４年生を対象にした中西条浄水場施設見学
会、市民団体を対象とした出前講座を実施。ホーム
ページや広報かこがわによる情報発信。

意図（どのような状態にする）

水質・料金・施設等に関する情報を市
民に提供することにより、水道事業に
対する市民の理解と協力を得る。

対 象 指 標

加古川市給水人口

単位

人 261,126

成果指標
分析結果

施設見学会には、毎年、２，０００人を超える児童が参加し、事業としても安定している。

活 動 指 標

見学会実施回数

単位

回 35

目標値 目標年度

出前講座実施回数 回 3

広報かこがわ発行部数（月間） 部 99,400

活動指標
分析結果

施設見学会については小学４年生の授業の一環として組み込まれており、水道事業について広く周知され効果的である。

成 果 指 標

見学会参加者数

目標値

3,000

目標年度

平成26年度
2,979

出前講座参加者数 250 平成26年度
200

広報かこがわ記事掲載数 6 平成26年度
4

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 476千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 476内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

施設見学会については広報事業として安定しているが、水道局独自のホームページを開設することにより、新たな情報発信を行ってい
きたい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 476 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 中西条浄水場整備更新事業

部局名 水道局 課(室)名 施設整備課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間 平成18年度

事業区分

地 区 別 加古川北地区

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

このような背景を踏まえ、中西条浄水場に関連する諸問題を整理・把握し、将来にわたり合理的な施設改良。更新を行うた
め、平成１６年度に策定した整備基本計画を平成２１年度に見直しを行い、それに基づき計画的に整備していきます。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

中西条浄水場内施設

手段（どういった方法で）

平成２１年度に見直しした整備基本計画に基づき、重
要度の高い施設から計画的に整備する。

意図（どのような状態にする）

処理設備を更新させることにより浄
水・排水処理を効率化させ、さらに老
朽化した施設を更新することにより、
耐震化され災害等に強い施設構築を図
る。

対 象 指 標

中西条浄水場における施設数

単位

施設 5

成果指標
分析結果

平成２３年度整備率は、前年度と比べて６．３％伸びた２４．７％となり、順調に整備が進んでいます。今後も中西条浄水
場整備更新事業を推進し、整備率の向上を図ります。

活 動 指 標

中西条浄水場施設整備率

単位

％ 24.7

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成２３年度に予算化した事業費より安価で工事及び設計等業務委託を発注できた為、目標値を達成できなかったが、予定
どおりの施設を整備することはできました。

成 果 指 標

中西条浄水場施設整備率

目標値

100

目標年度

平成28年度
24.7上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 729,708千円事 業 費

国費 0県費 0市債 358,700 一般 324,248内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

中西条浄水場の施設は、昭和４９年に整備されたもので老朽化が進み、また耐震化されていない施設が多い為整備更新事業を推進し、
エネルギー削減や環境に配慮した災害等危機に強い施設を構築し、より良質な水道水の安定的な供給を行いたい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 729,708 他 46,760

※事業費と財源内訳

平成28年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 管路耐震化事業

部局名 水道局 課(室)名 施設整備課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間 平成12年度

事業区分

地 区 別 市内全域

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

東日本大震災以降全国各地で地震が頻発する中で、災害に強い管路構築を行う管路の耐震化事業をこれまで以上に推進する必
要があると思われます。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

現在布設されている水道管総延長約
１，０７３ｋｍとする。

手段（どういった方法で）

平成２２年度に策定した管路更新計画に基づき、災害
時に重要な給水地点となる管路（主要配水ルート）と
その他管路に区分し、主要配水ルートにおける耐震化
されていない管路及び法定耐用年数を経過した管路を
優先して計画的に耐震化を推進する。

意図（どのような状態にする）

管路を耐震化することにより災害に強
い安全な管路構築を図る。

対 象 指 標

水道管総延長

単位

ｋｍ 1,073

成果指標
分析結果

管路の耐震化率については、目標値である２１．９％を達成しており、前年度と比べ０．５％向上した結果となっていま
す。今後も管路耐震化事業を推進し、耐震化率の向上を図ります。

活 動 指 標

耐震管整備延長

単位

ｍ 2,062

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

道路や区画整理事業に随伴して施工するため、平成２３年度については、目標値を達成できない結果となっています。

成 果 指 標

管路の耐震化率

目標値

31.4

目標年度

平成30年度
21.9上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 201,286千円事 業 費

国費 0県費 0市債 60,700 一般 120,801内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

管路耐震化事業に関しては、費用対効果を最大限に発揮できるような計画を検討し、老朽管更新及び管路新設を増大させることにより
耐震化率を向上させ、安全・安心な水の安定な供給を図りたい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 201,286 他 19,785

※事業費と財源内訳

平成30年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

ヵ所

事務事業名 水管橋維持管理事業

部局名 水道局 課(室)名 配水課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間 平成24年度

事業区分

地 区 別

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等 水道法、地方公営企業法

【基本情報】

現状と
課題

水管橋調査することにより劣化状況がわかり前もって修繕計画が行えるようになる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

送配水管水管橋１５８ヵ所

手段（どういった方法で）

水管橋調査を行い水管橋台帳を作成し、劣化状況によ
り優先順位を付け修繕及び更新を行う。

意図（どのような状態にする）

水管橋台帳作成により配管の設置経歴
がわかり、外見、劣化状況、管厚、膜
圧測定を行い外見からはわからない劣
化度が把握できる。

対 象 指 標

送配水管水管橋

単位

ヵ所 24

老朽水管橋 ヵ所 0

成果指標
分析結果

今後調査を行うことにより全ヵ所の水管橋の老朽状況が把握でき修繕ヵ所の優先順位を決めることができる。

活 動 指 標

水管橋調査業務事業

単位

ヵ所 24

目標値

158

目標年度

平成26年度

水管橋修繕事業 ヵ所 0

活動指標
分析結果

昨年度までで全体の１／３程度の調査が完了しその結果５ヵ所程度の要修繕ヵ所が発見できた。

成 果 指 標

水管橋調査率

目標値

100

目標年度

平成26年度
38

老朽水管橋修繕件数
0

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 86,900千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 86,900内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

大口径の水管橋を調査した結果、外見だけでは劣化状況がわからなかった部分も判明し修繕計画がたてやすくなった。そのため突発的
漏水事故の件数が減少し有収率の維持のためにも今後も継続していくべきである。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 86,900 他

※事業費と財源内訳

平成28年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

戸

事務事業名 鉛給水管対策事業

部局名 水道局 課(室)名 配水課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間 平成17年度

事業区分

地 区 別

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等 水道法、地方公営企業法、厚生労働省令４３号

【基本情報】

現状と
課題

大規模開発団地の取替が進んできたので、過年度の実績より減少傾向にある。今後は小規模集落の取替が主になり進捗率に影
響が出ると思われる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

鉛給水管使用住宅。約１４，８３４戸
（平成１６年度調査時）

手段（どういった方法で）

平成１７年度より１０年間の年次計画に基づき整備。
下水道整備計画区域は下水道事業に併せ、又、他関連
（道路改良工事、ガス工事等）事業をできるだけ優先
的に位置づけ、上記以外の区域を概ね１０年間の年次
計画により整備する。

意図（どのような状態にする）

通常の使用状態では基準値以内である
が、長時間滞留した時、朝一番に使用
する水はバケツ一杯程度の水量を飲用
以外の雑用水に使用されるよう広報活
動を進めるとともに、根本的な解消の
ため鉛給水管の取替を推進する。

対 象 指 標

鉛給水管使用住宅

単位

戸 690

今後統合予定の簡易水道区域鉛給水管使用住宅 戸 0

成果指標
分析結果

大規模開発団地の取替が進んできたので、過年度の実績より減少傾向にある。今後は、小規模集落の取替が主になり進捗率
に影響がでると思われる。

活 動 指 標

鉛取替事業

単位

戸 594

目標値 目標年度

その他事業 戸 96

活動指標
分析結果

平成２３年度で進捗率７８．４％を達成。鉛給水管の漏水件数が平成１６年度１７５件あったのが、平成２２年度９５件に
減少し有収率の向上にも効果的である。

成 果 指 標

鉛給水管取替進捗率

目標値

83.1

目標年度

平成25年度
78.4

鉛給水管取替済戸数累計 12,324 平成25年度
11,635

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 145,823千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 145,823内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

一団の住宅地が実施済となり小規模集落の取替が中心となるため、発注件数は減少していくが市民の関心度、高有収率の維持のために
も今後も継続していくべきである。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 145,823 他

※事業費と財源内訳

平成25年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 水質検査機器更新事業

部局名 水道局 課(室)名 浄水課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間

事業区分

地 区 別

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等 地方公営企業法、水道法

【基本情報】

現状と
課題

最近では、環境意識の向上や水質不安による水質検査の依頼が多くなってきている。そのため、水質検査を正確に迅速に出来
る体制が必要である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

中西条浄水場の水質検査室にある水質
検査機器

手段（どういった方法で）

水質検査機器を計画的に整備・更新する

意図（どのような状態にする）

水質検査機器の故障を未然に防止し、
常に水質検査を実施できる状態にする

対 象 指 標

水質検査機器

単位

台 16

成果指標
分析結果

予定通りの機器台数の整備・更新ができた。

活 動 指 標

整備・更新する機器台数

単位

台 2

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

他の水質検査機器が故障することなく、常に水質検査を実施できる状態であった。

成 果 指 標

整備・更新率

目標値 目標年度

100上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 2,069千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 2,069内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

水質検査機器を適切に整備・更新することにより、正確かつ迅速な水質検査を実施することが可能となる。これにより、安全な水道水
の供給かつお客様に信頼される水道であり続けると考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,069 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 中西条浄水場等運転管理事業

部局名 水道局 課(室)名 浄水課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０５安全で良質な水道水を供給する

期　　間

事業区分

地 区 別 市内全域

会 計

款

項

目

細 目

関連根拠法令等 地方公営企業法、水道法

【基本情報】

現状と
課題

開庁日昼間の中西条浄水場の運転管理は、市職員で行っている。それ以外の、夜間及び休日の中西条浄水場と全日の外部施設
の運転管理・施設点検は民間委託している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

水道局浄水課が管理する２０の水道施
設（中西条浄水場、水源地・配水池ほ
か）

手段（どういった方法で）

中西条浄水場の浄水処理及び外部施設の運転管理・施
設点検（中西条浄水場の夜間及び休日、外部施設は全
日）

意図（どのような状態にする）

適切な浄水処理及び施設の運転管理に
より、安全で良質な水道水の安定供給
を確保できる状態にする

対 象 指 標

水道施設数

単位

箇所 20

成果指標
分析結果

予定どおり達成できており、良好である。

活 動 指 標

委託時間数

単位

時間 18,939

目標値

22,753

目標年度

平成27年度

活動指標
分析結果

市職員の運転管理員が欠けることなく、運転管理ができたため、予定どおりの委託時間数を達成できた。

成 果 指 標

委託割合

目標値

100

目標年度

平成27年度
83上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 65,442千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 65,442内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

運転管理において委託範囲の拡充は可能である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 65,442 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 公共下水道受益者負担金徴収事業

部局名 下水道部 課(室)名 下水道経営管理課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０６雨水・汚水を適切に処理する

期　　間 昭和41年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ２３下水道事業特別会計　　　　　　　　　　　

款 ０１総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ０１０公共下水道受益者負担金徴収事業

関連根拠法令等 都市計画法、地方自治法、加古川市下水道事業受益者負担に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

整備区域が市街化区域から市街化調整区域へと移るにつれて整備費用の増加とともに、個々の宅地面積が広いため負担金額も
高額となり、負担金の納付について、理解を得にくくなってきている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

下水道が整備された区域の土地所有者
か居住者、事業所等

手段（どういった方法で）

受益者の土地の面積に応じて地域ごとに決められた単
価で負担金を割り当て、一括払いか３年分割（１２
回）払いで負担金を納めてもらう。

意図（どのような状態にする）

負担金を課した人や事業所が納期内に
完納する状態をめざす。

対 象 指 標

負担者数

単位

件 3,394 3,232

成果指標
分析結果

接触できた場合の納付率は、高い。

活 動 指 標

電話督励件数

単位

件 200 894

目標値 目標年度

外勤件数 件 302 236

活動指標
分析結果

電話、外勤とも平日においては、滞納者との接触が困難になってきている。

成 果 指 標

収納率 98

目標値

98

目標年度

平成27年度
97.8 97.3上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 6,043千円事 業 費

国費 県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

負担金が滞納にならないように、督促状発送前に電話督励を行い、早期の納付督励をさらに強化する。また、滞納分については、年間
を通じて電話督励、外勤徴収を行い、接触の期間が空きすぎないように注意が必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,043 他 6,043

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 水洗便所普及奨励事業（公共下水道事業）

部局名 下水道部 課(室)名 下水道経営管理課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０６雨水・汚水を適切に処理する

期　　間 昭和42年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ２３下水道事業特別会計　　　　　　　　　　　

款 ０２下水道事業費

項 ０６水洗便所普及奨励費

目 ０１水洗便所普及奨励費

細 目 ００５水洗便所普及奨励事業

関連根拠法令等 下水道法、加古川市水洗化等促進条例

【基本情報】

現状と
課題

下水道が整備された地域は接続義務が下水道法に規定されているが、市街化調整区域は高齢者のみの世帯や合併浄化槽を設置
している世帯の割合が比較的高く、接続には経済的な負担を伴うことから、下水道への接続を躊躇する世帯が増えている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

下水道整備区域内の未水洗化世帯及び
事業所

手段（どういった方法で）

下水道施設見学や環境教室などの講座をとおして、下
水道のＰＲを行うとともに、未水洗化世帯を戸別訪問
し、早期の水洗化を促す。また、供用開始後３年以内
に接続工事を行った場合、条件を満たすものについ
て、その費用の一部を助成する。

意図（どのような状態にする）

未水洗化世帯及び事業所が下水道へ接
続する。

対 象 指 標

水洗化人口

単位

人 220,359 222,915

成果指標
分析結果

経済的理由や家屋の老朽化、高齢者のみの世帯が増えており、接続件数が伸び悩んでいる。

活 動 指 標

講座参加者数

単位

人 132 60

目標値 目標年度

戸別訪問件数 件 1,379 1,347

水洗便所設備助成金助成件数 件 508 451

活動指標
分析結果

高齢世帯や合併浄化槽設置の世帯が増えており、助成金の申請件数が伸び悩んでいる。

成 果 指 標

水洗化率 94

目標値

95

目標年度

平成27年度
93.3 93.6上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 18,052千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 8,998内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

水洗化率を上げるために、未接続世帯等に対する啓発方法を再検討するなど、更なる創意工夫が必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 18,052 他 9,054

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 市街化調整区域整備事業

部局名 下水道部 課(室)名 下水道建設課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０６雨水・汚水を適切に処理する

期　　間 平成6年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 その他

会 計 ２３下水道事業特別会計　　　　　　　　　　　

款 ０２下水道事業費

項 ０１下水道管渠費

目 ０１管渠築造費

細 目 ００５管渠築造事業

関連根拠法令等 都市計画法、下水道法、加古川市下水道条例

【基本情報】

現状と
課題

平成２３年度から中期整備計画区域の整備に入るも、主財源となる国庫補助金が縮減されたことによって工事を先送りするな
ど、既に整備年次計画に遅れが出ている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市街化調整区域における公共下水道中
期整備計画区域のうち、下水道が整備
されていない路線に面する土地に居住
（又は営業）する市民（又は事業
者）。

手段（どういった方法で）

対象路線に下水道管渠（本管）を埋設し、あわせて沿
道の対象敷地へ取付管を設置する。

意図（どのような状態にする）

受益者による宅内排水設備の新設（改
造）工事により、随時、公共下水道が
使用できる状態にする。

対 象 指 標

供用人口

単位

人 1,265

成果指標
分析結果

工事の完了により、市街化調整区域における供用人口は１，３１１人増加し、普及率（整備率）は４６．４％となり前年度
比２．８ポイント上昇し目標値は概ね達成している。

活 動 指 標

工事発注件数

単位

件 22

目標値

91

目標年度

平成27年度

取付管の設置数 箇所 423 1,546 平成27年度

活動指標
分析結果

工事の発注件数については、主財源となる国庫補助金の縮減等により一部の工事を平成２４年度へ先送りしたが、実施した
工事が整備効率の高い地域であったため、取付管の数は次年度以降に比べて多く設置されており達成度は高い。

成 果 指 標

市街化調整区域普及率（整備率）

目標値

14.8

目標年度

平成27年度
2.8上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 906,418千円事 業 費

国費 129,441県費 0市債 727,606 一般 30,355内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 意図を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合が考えられる（市役所内の類似事業）

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

平成２３年度は目標値を概ね達成しており、引き続き、事業を継続的・安定的に実施していくためには、限られた財源の中で効率的な
事業の実施を目指す必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 906,418 他 19,016

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 市街化区域整備事業

部局名 下水道部 課(室)名 下水道建設課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０６雨水・汚水を適切に処理する

期　　間 昭和38年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 ２３下水道事業特別会計　　　　　　　　　　　

款 ０２下水道事業費

項 ０１下水道管渠費

目 ０１管渠築造費

細 目 ００５管渠築造事業

関連根拠法令等 都市計画法、下水道法、加古川市下水道条例

【基本情報】

現状と
課題

市街化区域であり本来整備が完了していなければならない区域であるが、交通量が多い路線、地下埋設物及び構造物等により
施工難易度が高い路線などが未整備となっている。現在、地元要望（接続意思）を受けてから工事に着手している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

〔受益者〕市街化区域内で公共下水道
が整備されていない路線に面する土地
に居住（又は営業）する市民（又は事
業者）。

手段（どういった方法で）

対象路線に下水道管渠（本管）を埋設し、あわせて対
象敷地に対して取付管を設置する。

意図（どのような状態にする）

受益者による宅内排水設備の新設（改
造）工事により、随時、公共下水道が
使用できる状態にする。

対 象 指 標

供用人口

単位

人 70

成果指標
分析結果

供用人口は７０人増加し、その結果、普及率（整備率）は９９．８％となった。

活 動 指 標

工事発注件数

単位

件 10

目標値

77

目標年度

平成27年度

取付管の設置数 箇所 19 269 平成27年度

活動指標
分析結果

工事の発注件数は１０件で、県道の道路改築事業等の影響により１箇所減となっている。取付管の設置数は、予定通り設置
済。

成 果 指 標

供用人口

目標値

520

目標年度

平成27年度
70上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 118,828千円事 業 費

国費 県費 市債 95,837 一般 2,282内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市街化区域は全域公共下水道区域であり、本来、整備が完了していなければならないため、今後も地元要望にもとづき整備検討を進め
ていく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 118,828 他 20,709

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 雨水管渠整備事業

部局名 下水道部 課(室)名 治水対策課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０６雨水・汚水を適切に処理する

期　　間 昭和37年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 ２３下水道事業特別会計　　　　　　　　　　　

款 ０２下水道事業費

項 ０１下水道管渠費

目 ０１管渠築造費

細 目 ０２０雨水管渠整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 都市計画法、下水道法

【基本情報】

現状と
課題

市街化が進み農地面積の減少傾向に伴い保水機能の低下が進む中、近年の集中豪雨等により大量に雨水が排水路へ流れ込むた
め新たな浸水区域を生じている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民（浸水被害区域内住民）

手段（どういった方法で）

計画的な雨水管渠の整備

意図（どのような状態にする）

床上・床下浸水被害の解消

対 象 指 標

雨水事業認可区域内の整備面積

単位

ｈａ 1,432

雨水整備面積（年度毎） ｈａ 4.7

成果指標
分析結果

緊急度の高い短期整備区域の整備を進めているが、目標となる母数が大きいため指標の上昇率が小さい。

活 動 指 標

都市浸水対策達成率

単位

％ 40.5

目標値

42

目標年度

平成29年度

都市浸水対策達成率（年度毎） ％ 100 100

活動指標
分析結果

浸水被害のあった地区を優先的に整備することで浸水範囲は減少している。

成 果 指 標

雨水幹線整備率

目標値

23

目標年度

平成29年度
22.5

雨水幹線整備率（年度毎） 100
100

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 152,607千円事 業 費

国費 62,756県費 0市債 89,851 一般 0内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

近年の集中豪雨等に対して整備計画の見直しが必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 152,607 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

回

時間

事務事業名 内部管理支援システム管理事業

部局名 企画部 課(室)名 ＩＴ推進課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０７地域の情報化を推進する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １４電子計算費

細 目 ００５運用管理事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

職員数が減少する中、内部管理事務の効率化がますます求められており、本システムの重要性はより一層大きくなっている

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

内部管理支援システム

手段（どういった方法で）

システムの運用、保守

意図（どのような状態にする）

障害発生を極力抑えるとともに、発生
時には迅速な対応を行うことにより、
内部管理支援システムの円滑な稼動を
実現する

対 象 指 標

端末台数

単位

台 1,426

システムの件数 件 5

成果指標
分析結果

障害発生率は、日数換算すると１％程度であるが、さらなる障害発生抑止に努めていく必要がある

活 動 指 標

システム年間稼働日数

単位

日 366

目標値

366

目標年度

活動指標
分析結果

年間を通じて稼動できている状態にあり、安定している

成 果 指 標

情報システム障害発生回数

目標値

0

目標年度

4

障害復旧平均時間 0
3.6

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 28,516千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 28,516内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市の内部管理事務の根幹に関わるものであり、廃止できない

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 28,516 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

回

時間

事務事業名 情報基盤管理事業

部局名 企画部 課(室)名 ＩＴ推進課

基本目標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政　　策 ０２安全で快適な暮らしの基盤を整備する

施　　策 ０７地域の情報化を推進する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １４電子計算費

細 目 ００５運用管理事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

現在では、行政事務を支えるシステムが多数稼動しており、その基幹となるネットワークや機器の維持管理は、業務を行う上
で、まさにライフラインとなっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

端末、ネットワーク機器、ネットワー
ク回線

手段（どういった方法で）

各種機器の維持管理、運用保守

意図（どのような状態にする）

各種機器およびネットワークの安定し
た運用管理を行う

対 象 指 標

端末台数

単位

台 1,426

ネットワーク機器数 台 156

成果指標
分析結果

日数換算して１％程度の障害が発生しているが、速やかな障害復旧が行われている

活 動 指 標

システム年間稼働日数

単位

日 366

目標値

366

目標年度

活動指標
分析結果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している

成 果 指 標

情報システム障害発生回数

目標値

0

目標年度

4

障害復旧平均時間 0
1.2

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 99,004千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 99,004内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

行政事務の根幹を成すものであり、廃止できない。また、ネットワーク構成も多様化・複雑化しており、縮小していくことも困難であ
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 99,004 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

部

部

事務事業名 広報かこがわ作成事業

部局名 企画部 課(室)名 経営企画広報課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０１市民と行政との協働によるまちづくり

期　　間 昭和25年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０４広報広聴費

細 目 ００５広報事業

関連根拠法令等 加古川市広報発行要綱

【基本情報】

現状と
課題

市民ニーズの多様化、市民と行政との協働によるまちづくりを進めるため、さらなる多種多様な市政情報の配信が必要となっ
ている。その中でも紙面による点や、全世帯に行き届いている点をより活かした広報紙が求められる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内の全世帯、視覚障がい者など点字
広報を必要とする者

手段（どういった方法で）

市内の全世帯を対象に、毎月１日に、広報かこがわを
発行する。配布は、市民センターを経由し、町内会と
通じて行っている。また、市内在住の視覚障がい者と
施設等に、毎月５日に点字広報かこがわを発行する。

意図（どのような状態にする）

市民が、市行政の動向や、市民生活に
関わる情報を把握し、活用できる状態
にする。また、市が市民にも考えても
らいたい行政課題を報じることで、理
解と協力を得て、市政運営の円滑化を
図る。

対 象 指 標

世帯数

単位

世帯 99,603 101,917

視覚障がい者など点字広報を必要とする者 人・箇所 127 127

成果指標
分析結果

市政情報を確実に入手できるよう、市内各世帯、視覚障がい者に広報紙を配布した。

活 動 指 標

広報かこがわ発行回数

単位

回 12

目標値 目標年度

点字広報かこがわ発行回数 回 12

活動指標
分析結果

各課から提出された原稿をもとに、市として発信すべき情報を編集して、毎月１回発行した。発行にあたっては、簡素でわ
かりやすくタイムリーな内容となるよう、表現方法や掲載時期を精査した。

成 果 指 標

広報かこがわ発行部数

目標値

1,224,000

目標年度

1,194,800

点字広報かこがわ発行部数 118
127

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 62,649 63,090千円事 業 費

国費 1,109県費 554市債 一般 60,888内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

より効果的に行政情報を市民に伝えるため、レイアウト等のデザインは常に研究の必要があり、コスト削減については、印刷製本、編
集委託の内容及びページ数を精査する。また、市民ニーズを十分反映するには、アンケート等での意向調査も必要。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 63,090 他 539

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 市民の顕彰事業

部局名 総務部 課(室)名 総務課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０１市民と行政との協働によるまちづくり

期　　間 昭和40年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ０１７市民の顕彰事業

関連根拠法令等 加古川市功労者表彰条例、加古川市功労者表彰条例施行規則、加古川市民さわやか賞表彰要綱

【基本情報】

現状と
課題

昭和４０年に加古川市功労者表彰条例を制定し、市政の発展に貢献した人を顕彰することとしてきたが、公職等に永年在職す
る者が減少するとともに、受賞者の分野が固定化する傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

①市の公益増進、市政の発展に尽力し
た人②文化、スポーツその他の分野に
おいてめざましい活躍をし、市民に希
望と活力を与えている個人又は団体③
国・県の栄典・褒章基準に合致する個
人又は団体

手段（どういった方法で）

各部局より推薦のあったものについて加古川市功労者
表彰選考委員会に内申を行い、表彰者の決定を得て、
市制記念日等に表彰式を行う。また、加古川市民さわ
やか賞表彰要綱等に該当する個人又は団体について、
内部の意思決定を得た後、表彰する。さらに、各部局
を通じて推薦のあった国・県の栄典・褒章の基準に該
当する個人・団体について、叙勲、兵庫県功労賞等の
上申を行う。

意図（どのような状態にする）

受賞者の功績を称え、感謝の意を伝達
するとともに、これらの顕彰を行うこ
とで、様々な分野での市民の意識高揚
を図る。

対 象 指 標

功労者表彰対象候補者数

単位

人 15 11

さわやか賞表彰対象候補者数 人 41 30

国・県褒章対象者上申数 人 39 35

成果指標
分析結果

例規等の基準に従い、対象の決定を行った。

活 動 指 標

功労者表彰者数

単位

人 13 10

目標値

15

目標年度

平成27年度

功労者表彰選考委員会開催回数 回 1 1 1 平成27年度

さわやか賞表彰者数 人 36 28 25 平成27年度

活動指標
分析結果

功労者表彰は１０人、さわやか賞表彰は２８人に行った。

成 果 指 標

功労者表彰延べ受賞者数 506

目標値

575

目標年度

平成27年度
492 502

さわやか賞延べ受賞者数 463
585 平成27年度

446 474

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 1,041 929千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 929内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

今後、ますます市民との協働による市政運営が重要となってくることから、市政、地域振興や芸術文化に活躍、貢献されている人の励
みとなる本事業は継続していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 929 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 自治集会所整備補助事業

部局名 地域振興部 課(室)名 地域・文化課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０１市民と行政との協働によるまちづくり

期　　間

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ２３自治振興費

細 目 ０１５自治集会所整備事業

関連根拠法令等 加古川市集会所整備事業補助金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

自治集会所の整備は、地域においても相当な準備期間や住民合意が必要であり事前相談では不確定である。市のほうも限られ
た予算で対応するため、事前相談の事業計画段階から事業実施時期や事業費について確認し、予算執行状況を鑑みながら事務
を行う必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市町内会連合会に属する町内会等

手段（どういった方法で）

町内会又は隣接町内会が集会所の新築、増改築その他
の整備事業を行う場合に要する経費の一部を補助す
る。

意図（どのような状態にする）

住民同士のつながりの重要性が見直さ
れる中、地域の絆づくりと地域力の向
上を図るため、地域住民の活動拠点で
ある自治集会所の建設や機能整備を支
援する。

対 象 指 標

補助町内会数

単位

件 6

成果指標
分析結果

昨今の経済状況や土地にまつわる複雑な権利関係、地域住民による同意形成の難しさから、整備計画が予定通り進まないこ
とが多々ある。

活 動 指 標

町内会等補助件数

単位

件 6

目標値 目標年度

町内会等補助金額 円 12,820,000

活動指標
分析結果

補助金額については予算の範囲のため、増額は難しい。

成 果 指 標

町内会補助件数

目標値 目標年度

6上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 21,000千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 21,000内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

変化する住民ニーズに対応できる補助メニューを検討しつつ、現在の事業規模を維持し、継続していきたい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 21,000 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

件

人

事務事業名 議員報酬支払事業

部局名 議会事務局 課(室)名 議会事務局総務課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０１市民と行政との協働によるまちづくり

期　　間

事業区分 ③固定経費事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０１議会費

項 ０１議会費

目 ０１議会費

細 目 ００５議会運営事業

関連根拠法令等 地方自治法、加古川市議会議員の議員報酬等に関する条例、加古川市議会政務調査費の交付に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

多様化する市民のニーズに対応するため、議員の資質向上とともに、開かれた議会として、透明性を持った議会運営の支援と
情報提供が求められている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市議会議員

手段（どういった方法で）

各会派（無会派にあっては議員）より、四半期ごとに
政務調査費交付申請書に基づき支出した政務調査費の
収支報告については四半期ごとに提出され、残余につ
いては、返金している。

意図（どのような状態にする）

加古川市議会議員の調査研究に資する
ための必要経費の一部として交付され
た政務調査費を有効かつ効果的に活用
することで市政並びに議員活動の充実
を図る。

対 象 指 標

市議会議員数

単位

人 30

成果指標
分析結果

政務調査費の収支報告により、支出の使途について確認した。

活 動 指 標

議員一人当たりの政務調査費

単位

円 724,012

目標値 目標年度

平成26年度

活動指標
分析結果

議員一人当たりの政務調査費として７２４，０１２円支給した。

成 果 指 標

政務調査費交付額に対する残余金の割合

目標値

0

目標年度

平成26年度
15

行政視察件数 50 平成26年度
34

研修参加者数 60 平成26年度
53

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 514,210千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 514,210内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

議員の資質向上とともに、今後、ますます開かれた議会として、透明性をもった議会運営の確保が求められているため、本事業は継続
していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 514,210 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

人

事務事業名 議会管理事業

部局名 議会事務局 課(室)名 議会事務局総務課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０１市民と行政との協働によるまちづくり

期　　間 昭和25年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０１議会費

項 ０１議会費

目 ０１議会費

細 目 ０１０議会管理事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

平成２１年度より特定の項目で検索し、閲覧できる会議録検索システムを導入し、３年が経過し定着してきたが、まだ多くの
市民に周知されていない傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

全市民

手段（どういった方法で）

ぎかい月報を閲覧できる議会のホームページを整備す
る。また、本会議（定例会及び臨時会）、委員会（常
任委員会及び特別委員会）の会議録が閲覧、検索でき
るように会議録検索システムの更新、保守を行う。

意図（どのような状態にする）

多くの市民に市政に対する関心を引き
起こせるよう、議会活動情報を提供す
る。

対 象 指 標

全市民人口

単位

人 268,124

成果指標
分析結果

ホームページアクセス数前年度比８６件増加、会議録検索システムのアクセス数１，６５６件増加、傍聴者数については、
会議日数によって変動が大きいため、会議日数とともに比較が必要である。

活 動 指 標

会議日数（定例会、臨時会を含む本会議、委員会）

単位

日 80

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

会議日数の内訳は、定例会１８日、臨時会２日、常任委員会（３委員会）４５日、議会運営委員会１５日

成 果 指 標

ホームページアクセス件数

目標値

700

目標年度

621

会議録検索システムアクセス数 5,000
4,487

傍聴者数 500
384

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 23,158千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 23,158内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

今後ますます市民との協働による市政運営が重要となることから、議会活動の情報を伝達する手段として継続していく必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 23,158 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

人

事務事業名 選挙常時啓発事業

部局名 選挙管理委員会事務局 課(室)名 選挙管理委員会事務局

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０１市民と行政との協働によるまちづくり

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０４選挙費

目 ０２選挙常時啓発費

細 目 ００５選挙常時啓発事業

関連根拠法令等 公職選挙法第６条

【基本情報】

現状と
課題

有権者の政治・選挙離れにより投票率が低下してきた。特に２０、３０歳代の若年層の投票率が低く、即効性のある投票率向
上のための啓発方法は見出せていないのが現状。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

①市内の小・中・高等学校に通学する
将来の有権者②市内の有権者

手段（どういった方法で）

①明るい選挙を呼びかけるポスターを作成させる。②
政治、選挙をテーマとした講座を開催する。

意図（どのような状態にする）

①ポスター作成にあたり、選挙の重要
性を考える機会創造を図る。②政治、
選挙に対する意識の高揚を図る。

対 象 指 標

市内の小・中・高等学校に通学する児童・生徒数

単位

人 29,483

市内の有権者 人 215,533

成果指標
分析結果

即効性の啓発方法が無いなか、また、限られた予算の中で、①、②いずれも高い水準ではないが、現状を継続して実施する
ことが必要かつ重要である。

活 動 指 標

ポスターコンクール応募件数

単位

件 1,531

目標値

1,560

目標年度

平成27年度

政治講座等開催回数 回 4 5 平成27年度

活動指標
分析結果

①前年度より１３６件増加。②従来、市内１２公民館（別府公民館除く）中５館に依頼し講座を開催していた。５館中２館
不開催のため３館で開催。公民館のほか男女共同参画センターで女性を対象とした研修を開催。

成 果 指 標

ポスターコンクール応募率

目標値

5.4

目標年度

平成27年度
5.2

政治講座等出席者数 970 平成27年度
337

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 456千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 456内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 456 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

人

分

事務事業名 県議会議員選挙事業

部局名 選挙管理委員会事務局 課(室)名 選挙管理委員会事務局

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０１市民と行政との協働によるまちづくり

期　　間

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０４選挙費

目 ０６県議会議員選挙費

細 目 ００５県議会議員選挙事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 地方自治法、公職選挙法

【基本情報】

現状と
課題

選挙人、特に２０歳、３０歳代の若年層の政治離れにより、投票率の低下が問題となっている。即効性のある啓発方法はな
く、投票率の回復には至っていない。また、選挙執行経費が削減され、適正かつ迅速な執行が保障できるだけの人件費が捻出
できない。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

兵庫県議会議員選挙の有権者

手段（どういった方法で）

①４月１日告示②４月１０日選挙期日③選挙人名簿の
調製④選挙のお知らせ券の発送⑤期日前投票事務の執
行⑥不在者投票事務の執行⑦選挙期日において市内
７０箇所で投票事務の執行⑧開票所で選挙会と開票事
務をあわせて実施

意図（どのような状態にする）

適正かつ迅速な選挙事務の執行を図る

対 象 指 標

有権者数（当日有権者数）

単位

人 212,842

成果指標
分析結果

①前回（平成１９年４月）より約４％減少。特に２０・３０歳代の若年層の投票率の低さが目立った。②選挙区内だれもが
行きやすい場所に設定されており前回より投票者数が２，２８３人増加した。③前回より所要時間が５分短かった。

活 動 指 標

投票者数

単位

人 83,856

目標値 目標年度

期日前投票所数 箇所 3

開票事務従事者数 人 154

活動指標
分析結果

①前回（平成１９年４月）より７，０３０人減少②選挙区域の東西中央３箇所に期日前投票所を設置③適正かつ迅速に開票
事務が実施できるよう事務従事者を委嘱

成 果 指 標

投票率

目標値

41.43

目標年度

平成27年度
39.4

期日前投票者数 15,000 平成27年度
12,442

開票所要時間 120 平成27年度
130

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 33,276千円事 業 費

国費 県費 33,276市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

選挙執行経費基準法に基づく選挙の執行経費交付額が大幅に削減される中、適性かつ迅速な選挙事務の執行が求められる。事業成果を
維持しながら、投票率、特に若年層の投票率維持、向上が課題である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 33,276 他

※事業費と財源内訳

平成23年度～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 財政調整事務事業に要する一般的経費

部局名 企画部 課(室)名 財務調整課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ００７財政調整事務事業

関連根拠法令等 地方自治法、同施行令、同施行規則、地方財政法、加古川市財務規則

【基本情報】

現状と
課題

歳入では、市税収入が平成２３年度決算において、これまでの減収傾向から転じて増加したものの、今後は生産年齢人口の減
少に伴う減収が見込まれる。また、歳出では、扶助費などの経常経費が漸増傾向にあり、さらに、施設の老朽化対策や地方債
などの債務残高の解消などが懸念される。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

予算事業

手段（どういった方法で）

予算編成・資金調達等において庁内外の調整を行い、
限られた財源を効果的・効率的に配分する。

意図（どのような状態にする）

健全な財政基盤を築く。

対 象 指 標

予算事業数

単位

件 760

成果指標
分析結果

平成２３年度決算においては、経常収支比率は、市税や普通交付税の増加により経常経費充当一般財源が増加したため改善
した。また、実質公債費比率は、債務の減少等に取り組んだため改善した。

活 動 指 標

予算編成回数

単位

回 5 4

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

原則、当初予算のみで予算執行すべきであるが、社会情勢等の変化により当初予算では想定できない事情については補正予
算編成での対応となる。平成２３年度については、前年度末に発生した東日本大震災に係る支援経費を６月補正予算として
編成したものの、それ以外は想定の範囲内であった。

成 果 指 標

経常収支比率

目標値

92

目標年度

平成27年度
88.7 87.4

実質公債費比率
8.8 8.3

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 3,670 3,920千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 3,920内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れる余地がある

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

財政情報の共有化及び課題認識ができるよう、その活用方法や情報発信の手法について検討する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 3,920 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

件

事務事業名 法務事務事業

部局名 総務部 課(室)名 総務課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間 昭和48年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ０２３法務事務事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

公務員に対する住民の批判的な見方、考え方が強くなっているとともに、個人の権利や利益を主張する個人主義的な考え方が
強くなっている。このため、事務事業の執行における正当性の根拠として、法令に基づき綿密で適正な事務を行う必要が一層
強まっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

法的紛争事案

手段（どういった方法で）

法的な行政事件について行政法律相談を実施し、顧問
弁護士の指導・助言を受ける。また、不服申立て、調
停、訴訟等に適切に対応し、必要に応じて訴訟代理人
への委任を行い、紛争事案の妥当な解決を図る。

意図（どのような状態にする）

事務事業が適法に行われるような十分
な調整が図られるとともに、紛争が生
じた場合において適性かつ妥当な解
決・決着・結論が得られるような状態
をめざす。

対 象 指 標

弁護士相談事案件数

単位

件 45 29

成果指標
分析結果

弁護士相談事案で７６％が解決に至り、訴訟等の結審件数は２件であった。

活 動 指 標

弁護士相談回数

単位

回 24 15

目標値 目標年度

弁護士への事件の委任件数 件 4 5

活動指標
分析結果

弁護士への相談を１５回実施し、事件の委任を５件行った。

成 果 指 標

弁護士相談事案で解決に至ったものの割合 90

目標値

100

目標年度

平成27年度
83 76

訴訟等の結審件数 2
4 平成27年度

1 2

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 3,087 3,219千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 3,219内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響はない

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市の事務事業全般から派生する法的な問題や紛争に対して、行政運営の適正化と透明性の確保を図るうえで十分な事業効果をあげてい
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 3,219 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 職員健康診断事業

部局名 総務部 課(室)名 人事課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０２人事管理費

細 目 ０１０職員福利厚生事業

関連根拠法令等 労働安全衛生法、労働安全衛生規則

【基本情報】

現状と
課題

従前の健診に加え、特定健診として一定の対象者には生活習慣病に関する項目も実施することとされた。検査項目の中でも脂
質異常、糖代謝の異常の率が高くなっており、生活習慣改善のための支援が必要となっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市職員等（正規職員及び嘱託・
臨時職員等）

手段（どういった方法で）

１健康診断等（定期・随時・石綿・近点距離検査）を
実施する。　２予防接種（インフルエンザ・破傷風・
Ｂ型肝炎）を実施する。

意図（どのような状態にする）

１疾病等を早期発見し、精密検査・治
療につなげることで健康の保持増進を
図る。　２感染症を未然に防止し、健
康保持を図る。

対 象 指 標

職員数（嘱託・臨時職員等を含む）

単位

人 2,340

成果指標
分析結果

特定保健指導対象者率２３．１％（男性は２８．４％、女性は７．５％）の中でも、動機付け支援の対象となる７９人（全
体の９％）の改善を優先課題とする。

活 動 指 標

第１回職員定期健康診断受診者数

単位

人 2,085

目標値 目標年度

特定保健指導対象者数 人 208

活動指標
分析結果

市民病院の機構化に伴う健診日程の短縮や会場の減少があったが、受診率に変化はなかった。特定保健指導の対象者は男性
で多く、積極的支援の必要な者は２０８人中１２９人（６２％）を占める。

成 果 指 標

第１回職員定期健康診断受診率

目標値

92

目標年度

平成27年度
89.3

特定保健指導対象者率 16 平成27年度
23.1

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 29,063千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 20,714内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

必要な対象者に必要な健診及び予防接種を行っており、妥当性・有効性の観点から今後も実施が必要な事業である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 29,063 他 8,349

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

人

冊

事務事業名 職員福利厚生事業

部局名 総務部 課(室)名 人事課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０２人事管理費

細 目 ０１０職員福利厚生事業

関連根拠法令等 地方公務員法、地方公務員災害補償法、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

公務災害等による休業など効率的な組織運営を図るため、災害等を未然に防止できる体制づくりが望まれている。また、福利
厚生にかかる施設・設備・制度については、厚遇とならないよう配慮しつつ実施することが要請されている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市職員等（正規職員及び嘱託・
臨時職員等）

手段（どういった方法で）

１公務災害防止のための必要な体制を整備する。　２
産業医や専門医等による健康相談等を行う。　３福利
厚生にかかる施設・設備を管理運営する。

意図（どのような状態にする）

１災害発生の可能性がある職場環境を
改善したり、公務災害の事例を共有す
ることで、公務災害を防止する。　２
加古川市職員等の心身の健康を保持増
進する。　３加古川市職員等の福利厚
生を実施する。

対 象 指 標

職員数

単位

人 1,691

成果指標
分析結果

公務災害発生数は安全衛生委員会の取り組みにより逓減を目指す。健康相談は一定水準の実施を見込んでいる。食券・コー
ヒー券販売は経営業者との連携により増加を目指す。

活 動 指 標

安全衛生委員会の開催

単位

回 12

目標値 目標年度

健康相談の実施 人 640

職員食堂の備品購入・更新 円 1,295,700

活動指標
分析結果

安全衛生委員会は今後も月１回の開催を計画。健康相談は２３年度震災等の影響で増となっているが、２４年度以降は一定
水準で推移。食堂備品は計画的に更新を予定。

成 果 指 標

公務災害等発生数

目標値

0

目標年度

20

健康相談実施者数
640

職員食堂の食券・コーヒー券販売実績 4,500 平成27年度
4,346

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 34,696千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 19,587内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

地方公務員法等に規定された事業であり、職員の労働能力や勤労意欲を十分に発揮させ、効率的・効果的な組織運営を行うため、今後
も市が主体的に実施すべき事業である。なお、福利厚生にかかる施設・設備や制度に関しては、改善の余地も考えられることから、周
辺環境や実施手法など幅広い検討を行っていくこととしたい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 34,696 他 15,109

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 職員研修事業

部局名 総務部 課(室)名 人材育成課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０２人事管理費

細 目 ００５職員研修事業

関連根拠法令等 地方公務員法

【基本情報】

現状と
課題

多様化する住民ニーズや高度な行政課題に対応するため、時代に応じた職員の能力を開発する必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市職員

手段（どういった方法で）

昇格時に受講する階層別の基本研修や行政法などの法
制研修、ビジネスマナー向上研修などの専門研修など
による「内部研修」や職場内で実施する「職場研
修」、職員の自主研究グループの活動を支援する「自
己啓発（支援）」、外部機関が実施する研修へ職員を
派遣する「派遣研修」を実施する。

意図（どのような状態にする）

各職位に必要とされる能力や求められ
る意識等を学び、職員としての資質の
向上を図る。

対 象 指 標

職員数

単位

人 1,691

成果指標
分析結果

活 動 指 標

内部研修修了者数

単位

人 4,459

目標値 目標年度

派遣研修修了者数 人 307

活動指標
分析結果

内部研修、派遣研修など多数の研修を実施した。

成 果 指 標

アンケート調査による効果測定（満足度）

目標値 目標年度

76.3

アンケート調査による効果測定（活用度）
85.9

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 15,520千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 14,222内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

職員が必要とされる能力や求められる意識等を学ぶことができるよう、効果的な研修を継続的に実施しなければならない。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 15,520 他 1,298

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件／日

事務事業名 庁用自動車の管理事業

部局名 総務部 課(室)名 管財契約課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ０３３庁用自動車の管理事業

関連根拠法令等 道路交通法、道路運送車両法、加古川市自動車管理規程

【基本情報】

現状と
課題

日常業務を遂行するにあたり、庁用車は必要不可欠な状況である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

管理している庁用車

手段（どういった方法で）

計画的な整備を行う

意図（どのような状態にする）

日常業務で、必要な時に庁用車を利用
できる

対 象 指 標

庁用車台数（管財契約課所管）

単位

台 63

成果指標
分析結果

平均利用件数は一定の水準を維持しており、妥当である。

活 動 指 標

年間庁用車運行時点検回数

単位

回 16,043

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

庁用車を管理するため、運行時点検は必須であり、活動指標として妥当である。

成 果 指 標

庁用車平均利用件数

目標値

70

目標年度

64.8上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 20,104千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 18,591内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

日常業務で庁用車は必要不可欠で、庁用車を安全に利用していくため、計画的に整備等を実施し維持管理することは必要である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 20,104 他 1,513

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 駐車場維持補修事業

部局名 総務部 課(室)名 管財契約課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間 平成4年度

事業区分 ②施設維持補修事業

地 区 別 市内全域

会 計 ２２駐車場事業特別会計　　　　　　　　　　　

款 ０１駐車場事業費

項 ０１駐車場事業費

目 ０１駐車場管理費

細 目 ００５駐車場運営管理事業

関連根拠法令等 加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

施設を維持していくため設備等について計画的な改修を実施していく必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

カーパークつつじ

手段（どういった方法で）

駐車場を適正に運営及び維持管理するために点検等を
行う

意図（どのような状態にする）

駐車場設備を適正な状態に保つ

対 象 指 標

カーパークつつじ駐車可能台数

単位

台 463

成果指標
分析結果

施設不備の状況を図る指標として妥当である。

活 動 指 標

カーパークつつじ年間施設点検日数

単位

日 360

目標値 目標年度

カーパークつつじ年間日常修繕件数 件 11

活動指標
分析結果

施設巡回を日々実施しており活動指標として妥当である。

成 果 指 標

カーパークつつじ年間事故件数（施設不備）

目標値

0

目標年度

1上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 25,788千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 25,788内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

市役所に駐車場は不可欠であり、現在のカーパークつつじを計画的に改修することで維持管理を行う。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 25,788 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 エルタックス関連事業

部局名 税務部 課(室)名 市民税課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間 平成23年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０１税務総務費

細 目 ００５税務一般事務事業

関連根拠法令等 地方税法、地方税電子化協議会会則等

【基本情報】

現状と
課題

年金特徴以外に給与支払報告書などが電磁的に収受できる環境になっている。また、２２年度からの国税データ連携の開始に
より確定申告書を電磁的に収受している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

税申告を行った市民、申告（報告）義
務のある企業・団体、職員

手段（どういった方法で）

ＬＧＷＡＮ回線を通じて所得税確定申告書のデータ
（国税連携）、給与支払報告書、公的年金データ、法
人申告書その他課税上の必要書類の受信（送信）を電
磁的に行う。

意図（どのような状態にする）

申告義務のある側、課税する側双方に
係るコストを最小化するとともに税務
に係る事務量の削減、事務執行の効率
化を目指す。

対 象 指 標

確定申告書の申告件数

単位

件 46,590

給与支払報告書の報告枚数 枚 145,998

法人市民税の申告件数 件 6,151

成果指標
分析結果

給与支払報告書の比率は前年度より４ポイント上昇したが、それでも全体比率では１割強と低水準である。エルタックスの
メリットが最も生かせる部分であるが、提出側の事情に大きく左右される。

活 動 指 標

確定申告書の電子データ件数

単位

件 20,772

目標値 目標年度

給与支払報告書の電子データ件数 件 17,762

法人市民税申告書の電子データ件数 件 2,198

活動指標
分析結果

運用開始の初年度のため、件数が低調である。（ただし、国税データについては全件電子データ収受）利用ＰＲが不十分で
あることや提出側がエルタックスの利用にメリットがあるものとして認識していないことが要因としてある。

成 果 指 標

確定申告書の全受付件数における電子データ件数の
比率

目標値 目標年度

44.6

給与支払報告書の全受付件数における電子データ件
数の比率 12.2

法人市民の全受付件数における電子データの比率
35.7

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 10,723千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 10,723内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

納税者側と賦課業務を行う双方に利便性の向上、事務の効率化に伴う経費削減等のメリットが見込まれる事業であり、法に基づく義務
規定もあることから事業を維持する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 10,723 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

千円

事務事業名 市税賦課事務事業（市民税課）

部局名 税務部 課(室)名 市民税課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０２賦課費

細 目 ００５市税賦課事務事業

関連根拠法令等 地方税法、加古川市市税条例

【基本情報】

現状と
課題

社会・経済情勢等を踏まえ、税制度の改正が繰り返されている。また、税制電子化に向けての環境整備が進められ、市におい
ても電算システムの整備が余儀なくされ、課税事務の要領が大きく変化してきている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内に賦課期日現在、住所を有する個
人・法人、同じく軽自動車を所有する
個人・法人、市たばこ税の納税義務者

手段（どういった方法で）

申告書等の発送、相談会場の設営、受付体制の整備な
どを経て、申告書や給報等の賦課資料の収集に努め、
これらの賦課資料を基に適正な賦課をして納税通知書
を発送する。

意図（どのような状態にする）

申告義務あるいは納税義務のある者に
ついて把握し、公平かつ適正な課税を
行う。

対 象 指 標

個人住民税の納税義務者数

単位

人 123,305

法人市民税の納税義務者数 社 4,306

軽自動車税の納税義務者数 人 61,782

成果指標
分析結果

賦課資料件数、課税所得の変動、税制度の改正、企業収益の変動等の要因により影響を受ける。

活 動 指 標

個人住民税の納税義務者数

単位

人 123,305

目標値 目標年度

法人市民税の納税義務者数 社 4,306

軽自動車税の登録台数 台 80,967

活動指標
分析結果

賦課資料件数、課税所得の変動、税制度の改正、企業収益の変動等の要因により影響を受ける。

成 果 指 標

各税目の調定額（現年分）の総額

目標値 目標年度

15,769,336上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 28,855千円事 業 費

国費 県費 28,800市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

法令に規定されている業務の性格上、維持継続が必要であるが、コスト削減等の改善の余地がないか精査を続ける。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 28,855 他 55

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

件

事務事業名 市税賦課事務事業（資産税課）

部局名 税務部 課(室)名 資産税課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０２賦課費

細 目 ０１０市税賦課事務事業

関連根拠法令等 地方税法　加古川市市税条例

【基本情報】

現状と
課題

【土地関係】バブル崩壊後、地価下落が激しく、合理性の低下した特例措置を見直し、税収確保が必要となってきている。
【家屋関係】平成２４年度評価替えで、物価の上昇率が１．００を下回り、ほとんどの家屋が減価した。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

毎年１月１日（賦課期日）において、
市内の固定資産（土地・家屋・償却資
産）を所有する者

手段（どういった方法で）

課税標準額、税率、税額、納期、各納期における納付
額、納付の場所のほか、納期限までに税金を納付しな
かった場合の措置や納税通知書の内容に不服がある場
合の救済の方法等を記載した納税通知書を納税義務者
に通知する。

意図（どのような状態にする）

固定資産の価格をもとに算定された税
額（固定資産税・都市計画税）を納税
義務者に賦課する。

対 象 指 標

納税義務者数（固定資産税・都市計画税）

単位

人 99,609

成果指標
分析結果

前年度とほぼ同件数となっている。

活 動 指 標

帳票類印刷費

単位

円 3,918,169

目標値 目標年度

納税通知書封入封緘委託料 円 0

活動指標
分析結果

納税通知書封入封緘委託料について、平成２３年度決算額が０円である理由は、平成２４年度から納期変更（４月⇒５月）
し、契約時期も平成２４年４月とする予定で予算要求をしなかったため。

成 果 指 標

納税通知書発送件数

目標値 目標年度

99,102

共有告知書発送件数
21,334

別送明細発送件数
4,323

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 27,054千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 21,189内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

法令に規定されている業務の性質上、維持継続が必要であるが、コスト削減等の改善の余地がないか精査を続ける。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 27,054 他 5,865

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

千円

千円

事務事業名 評価替事務事業

部局名 税務部 課(室)名 資産税課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０２賦課費

細 目 ０１０市税賦課事務事業

関連根拠法令等 地方税法　加古川市市税条例

【基本情報】

現状と
課題

【土地関係】バブル崩壊後、地価下落が激しく、合理性の低下した特例措置を見直し、税収確保が必要となってきている。
【家屋関係】平成２４年度評価替えで、物価の上昇率が１．００を下回り、ほとんどの家屋が減価した。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

毎年１月１日（賦課期日）において、
市内の固定資産（土地・家屋・償却資
産）を所有する者

手段（どういった方法で）

課税標準額、税率、税額、各納期における納付額、納
付の場所のほか、納期限までに税金を納付しなかった
場合の措置や納税通知書の内容に不服がある場合の救
済の方法等を記載した納税通知書を納税義務者に通知
する。

意図（どのような状態にする）

固定資産の価格をもとに算定された税
額（固定資産税・都市計画税）を納税
義務者に賦課する。

対 象 指 標

納税義務者数（固定資産税・都市計画税）

単位

人 99,609

成果指標
分析結果

業務委託の成果による。

活 動 指 標

土地システム評価業務委託料

単位

円 3,202,500

目標値 目標年度

土地家屋図修正業務委託料 円 5,985,000

土地鑑定業務委託料 円 0

活動指標
分析結果

平成２３年度は評価替え第３年度であり、平成２２年に実施した３年ごとに行う業務委託（土地鑑定業務委託等）は行わな
い。

成 果 指 標

土地決定価格（総額）

目標値 目標年度

1,168,425,367

家屋決定価格（総額）
504,264,522

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 9,188千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 9,188内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

法令に規定されている業務であり、固定資産評価の特徴である３年サイクルを維持する必要がある。業務の縮小は困難なものの、実施
方法に改善の余地がないか精査を続ける。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 9,188 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

千円

千円

千円

事務事業名 市税過誤納金還付事務事業

部局名 税務部 課(室)名 収税課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０３徴収費

細 目 ０１０市税過誤納金還付事務事業

関連根拠法令等 地方税法、地方税法施行規則、加古川市財務規則

【基本情報】

現状と
課題

税制の複雑化によって、賦課税額の修正や更正が増加傾向にあり、過誤納金発生要因が増大している。また、法人市民税の予
定納税制度によって巨額の償還費用が生じるケースが増えている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市税納税者のうち納付税額が税額の修
正又は誤納等によって納め過ぎとなっ
た金額

手段（どういった方法で）

納め過ぎとなった税額を検出し、還付又は未納額への
充当処理を行う。

意図（どのような状態にする）

課税額を超えて収入された納付額につ
いて、法令の定めるところにより適正
かつ迅速に納税者へ返還又は当該納税
者の未納税額があった場合に充当処理
し、公正な賦課徴収業務を確保する。

対 象 指 標

過誤納金発生件数

単位

件 8,908 8,711

成果指標
分析結果

過誤納金額は適切に還付又は充当処理がなされ、公正な税務執行が確保されている。

活 動 指 標

過誤納税額

単位

円 492,453,231 240,925,283

目標値

257,525,000

目標年度

活動指標
分析結果

過誤納金は税額更正や法人市民税の予定納税など税制上の手続きにより発生額が左右されるため、指標の設定にはなじまな
い。

成 果 指 標

還付金額

目標値

200,000

目標年度

443,583 182,861

充当額 57,525
48,870 58,065

還付加算金額 5,000
8,225 1,615

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 168,280 95,090千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 95,090内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

業務の性質上、維持継続が必要であるが、実施方法に改善の余地がないか再度精査が必要と考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 95,090 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 市税徴収事務事業

部局名 税務部 課(室)名 収税課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０２徴税費

目 ０３徴収費

細 目 ００５市税徴収事務事業

関連根拠法令等 地方税法、国税徴収法、加古川市市税条例

【基本情報】

現状と
課題

三位一体の改革以降、自治体にとって自主財源とりわけ市税収入の安定的な確保は優先課題となっている。近年は景気の低迷
及び雇用環境悪化に伴う離職や所得減少など収納率の低下をもたらす要因が顕在化しており、早期に納税環境の整備や徴収体
制を強化する必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

納税義務者（市県民税、固定資産税・
都市計画税、軽自動車税等）

手段（どういった方法で）

市税の収納業務（コンビニ収納含む）、差押件数、滞
納税の納税義務者に対する督促状・催告書の送付を行
う。

意図（どのような状態にする）

市税の収納率の向上を図る。また、納
付の利便性向上を図る。

対 象 指 標

納税義務者数（市民税）

単位

人 120,761 121,389

納税義務者数（固定資産税・都市計画税） 人 98,617 99,642

納税義務者数（軽自動車税） 人 79,395 79,428

成果指標
分析結果

口座振替加入割合は、微減傾向にある。コンビニ収納を導入した軽自動車税では利用率が減っており、納付利便の向上につ
ながるとともに納期内納付率の向上、督促率の減少効果も見られる。

活 動 指 標

納税催告書発送件数

単位

件 32,145 30,712

目標値 目標年度

督促状発送件数 件 91,284 89,906

口座振替登録処理件数 件 181,159 179,455

活動指標
分析結果

口座振替登録処理件数は、１７９，４５５件である。

成 果 指 標

口座振替加入割合 37

目標値

38

目標年度

36.88 36.78

コンビニ収納利用率（軽自のみ） 40
45

42.46 44.76

収納率 92.95
93

92.9 93.3

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 30,049 31,441千円事 業 費

国費 県費 27,326市債 一般 4,115内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

市税徴収を効果的・効率的に実施するうえで、コンビニ収納の科目拡大や口座振替の推奨など、納税の利便性を向上させる必要があ
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 31,441 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

事務事業名 東加古川市民総合サービスプラザ事業

部局名 市民部 課(室)名 市民課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間 平成18年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細 目 ００５東加古川市民総合サービスプラザ事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

市税のコンビニ納付が開始され、取扱い事務の一部であるが、市役所、各市民センター、サービスプラザを凌ぐ時間帯及び曜
日の利用環境が提供された。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

各種証明書の発行、届出、公金の納入
を行う市民、外国人等。

手段（どういった方法で）

土・日曜日、休日を含む午前１０時から午後８時ま
で、各種証明書の発行、届出の受理、公金の収納等を
行う。

意図（どのような状態にする）

仕事の都合等で夜間、土・日曜日、休
日でなければ来庁できない人や買物帰
りにサービスを利用したい人の利便性
を向上させる。

対 象 指 標

加古川市人口（１０／１付推計人口）

単位

人 266,937 267,935

世帯数 世帯 99,645 101,360

成果指標
分析結果

市内の各市民センターにおける東加古川市民総合サービスプラザの取扱件数・取扱金額の占める割合は年々高くなってい
る。

活 動 指 標

東加古川市民総合サービスプラザ取扱件数

単位

件 99,418 107,770

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成１８年の開設以来、取扱件数・金額ともに一貫して増加している。

成 果 指 標

東加古川市民総合サービスプラザ利用率（取扱件
数）

目標値 目標年度

14.4 17.4

東加古川市民総合サービスプラザ利用率（取扱金
額） 15 16.5

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 641 592千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 592内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

事業開始時の社会環境の住民要望、インフラ整備状況からは妥当な事業であり、現在もその状況は維持している。ただ今後、民間資本
活用が進めば、取扱い内容や取扱い時間の見直しも視野に入れる必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 592 他

※事業費と財源内訳

～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 証明書自動交付機管理事業

部局名 市民部 課(室)名 市民課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間 平成16年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０３戸籍住民基本台帳費

目 ０１戸籍住民基本台帳費

細 目 ０３５証明書自動交付機管理事業

関連根拠法令等 住民基本台帳法、加古川市住民基本台帳カードの利用に関する条例、加古川市印鑑条例

【基本情報】

現状と
課題

　自動交付機の利用に住民基本台帳カードが必要となるが、交付枚数は平成２４年度３月末現在で２１，４７８枚、普及率は
８．０％に留まっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

住民票の写しや印鑑証明などの証明書
を必要とする市民

手段（どういった方法で）

市民課前と東加古川市民総合サービスプラザに設置し
た自動交付機各１台の機器を更新し、住民票の写し、
印鑑登録証明書、所得課税証明書を発行する。

意図（どのような状態にする）

申請書を記入することなく簡単に、窓
口で待たずに証明書を取得できる状態
にする。

対 象 指 標

証明書（住民票、印鑑証明、所得証明）交付枚数

単位

枚 106,695

成果指標
分析結果

　証明書発行枚数に占める割合が低く、向上するための取り組みを検討する必要がある。

活 動 指 標

自動交付機による住民票発行枚数

単位

枚 921

目標値 目標年度

自動交付機による印鑑証明発行枚数 枚 1,206

自動交付機による所得課税証明発行枚数 枚 118

活動指標
分析結果

　５箇所に設置していた証明書自動交付機のうち、利用率の低い３箇所を平成２２年度末に撤去し、平成２３年度は２箇所
での運用となったが、証明書発行枚数は微減に留まっている。

成 果 指 標

自動交付機利用率（住民票）

目標値 目標年度

1.46

自動交付機利用率（印鑑証明）
3.67

自動交付機利用率（所得証明）
1.11

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 9,192千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 9,192内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が小さい・ない

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握していない

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

　交付機の顕著な利用率向上は多くを期待できないが、住基カードの普及や地道な取り組みで、利用率の向上を目指すのは妥当であ
る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 9,192 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 会館運営協議会負担事業

部局名 市民部 課(室)名 加古川市民センター

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １７市民センター費

細 目 ０１０市民センター事業

関連根拠法令等 覚書

【基本情報】

現状と
課題

負担金は、当初の１箇所あたり２００万円を見直し、平成２０年度からは１６０万円としている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

地区集会所（会館）利用者

手段（どういった方法で）

地区集会所（会館）を管理運営するための経費の一部
を市が負担する。

意図（どのような状態にする）

利用者の利便を図り、地域のコミュニ
ティづくりに役立てる。

対 象 指 標

地区集会所（会館・広場）数

単位

箇所 15

成果指標
分析結果

活 動 指 標

施設利用回数

単位

回 9,399

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標

施設利用者数

目標値 目標年度

176,467上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 22,645千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 22,645内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

地区集会所に対する市の負担金が廃止、縮小されれば、地区集会所の管理運営が困難となり、地域のコミュニティづくりに大きな支障
がでる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 22,645 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 公共施設維持補修事業

部局名 建設部 課(室)名 営繕・住宅課

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間 平成17年度

事業区分 ⑦投資事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０６財産管理費

細 目 ０２５公共施設維持補修事業

関連根拠法令等 建築物の耐震改修の促進に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

営繕・住宅課において計画することにより、全施設の状況が把握できるようになってきている。そのなかで建物の老朽化や設
備の耐用年数が経過しているものもあるため、より計画的・効率的な補修・改修が必要となってきている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

公共建築物〔学校（園）を除く〕の施
設、施設利用者

手段（どういった方法で）

施設の補修、改修及び耐震診断の実施

意図（どのような状態にする）

施設を適切に維持管理し延命化を図
り、施設利用者の安全・快適性の充実
を図る。

対 象 指 標

維持管理すべき施設数

単位

棟 109

成果指標
分析結果

補修、改修を行なうことにより施設の延命化を図ることができた。また、耐震診断等設計委託を行なうことにより施設の安
全性の確認等を行なうことができた。

活 動 指 標

工事発注件数

単位

件 11

目標値 目標年度

修繕発注件数 件 36

耐震診断等　設計委託発注件数 件 2

活動指標
分析結果

改修工事（工事請負費）１１件（３）、補修・修繕（修繕料）３６件（１）、耐震診断等設計委託（設計・測量等委託料）
２件の発注を行なった。※（）内は繰越事業。

成 果 指 標

工事発注率

目標値

100

目標年度

平成27年度
100

修繕発注率 100 平成27年度
100

耐震診断等　設計委託発注率 100 平成27年度
100

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 149,945千円事 業 費

国費 28,239県費 0市債 0 一般 121,706内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

財政的に厳しい状況であり、年次的な改修対応を行なうことのみとなり、計画的な改修工事にまで対応できていない状況である。施設
の維持保全のため、優先度を考慮し効果的な改修を目指したい。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 149,945 他 0

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

％

％

％

事務事業名 出納事務事業

部局名 会計室 課(室)名 会計室

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 ０５会計管理費

細 目 ００５出納事務事業

関連根拠法令等 地方自治法、地方自治法施行令、加古川市財務規則等

【基本情報】

現状と
課題

平成２２年度に新財務会計システムを導入し、電子決裁によって審査及び出納事務を行うことにより、迅速かつ正確に会計事
務を行っている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市公金の収納事務及び支出事務、資金
管理

手段（どういった方法で）

財務会計システムを有効に活用し、適正かつ効率的な
出納事務を行い、日々の収支を的確に処理をする。

意図（どのような状態にする）

的確な出納業務によって、収入・支出
事務の適正化や効率化を図り、歳入金
の確保と資金需要に対応する。

対 象 指 標

収入伝票件数（調定決定書及び調定更正書）

単位

件 33,036

支出伝票件数（支出負担行為兼支出命令及び支出命 件 57,046

成果指標
分析結果

迅速で適正な収入・支出処理を行うため、通知や研修等による職員の財務会計の知識向上と正確な事務処理を促し、更正処
理の未然防止に努める。

活 動 指 標

収納件数（納付書及び納入通知書取扱い件数）

単位

件 1,274,493

目標値 目標年度

審査伝票件数 件 62,767

活動指標
分析結果

膨大な伝票の件数に対して、迅速にかつ正確に出納事務を行い、適正な収入・支出事務の確保に努める。

成 果 指 標

収入更正率（収入更正／収入伝票×１００）

目標値

0

目標年度

1.7

支出更正率（支出更正／支出伝票×１００） 0
0.5

支払金口座振込不能率 0
0.2

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 8,915千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 8,915内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

今後も収納及び支払事務の効率化を図りつつ、市公金を適正に管理し、的確な出納事務の確保を図る。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 8,915 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

件

件

事務事業名 公平委員会事業

部局名 公平委員会 課(室)名 公平委員会事務局

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間 昭和26年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０１総務管理費

目 １１公平委員会費

細 目 ００５公平委員会事業

関連根拠法令等 地方公務員法第７条、地方自治法第１８０条の５、同法第２５２条の７

【基本情報】

現状と
課題

平成２１年度以降、措置要求や不服申立てはないが、このことにより、公平委員会をはじめ事務局職員の事案への対応能力が
低下しないか危惧される。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市職員（特別職、企業職員、単純労務
職を除く）

手段（どういった方法で）

各種上位団体の事業に参加し、公平制度の調査、研究
及び資料請求を行い、委員会相互の情報交換をし、不
服申し立て等に対し、適正かつ迅速な処理ができるよ
う備える。

意図（どのような状態にする）

中立的かつ専門的な人事機関とし、公
正な人事権の行使を保障し、職員の利
益を保護する。

対 象 指 標

職員数（特別職・企業職員・単純労務職員除く）

単位

人 1,438

成果指標
分析結果

平成２３年度の苦情相談件数は前年度に比して１件減少し、０件となった。このことは、大変望ましいことなので、今後も
維持できればと考える。

活 動 指 標

委員会開催回数

単位

回 6

目標値 目標年度

調査・研究会出席回数 回 7

活動指標
分析結果

平成２３年度の調査・研究会出席回数は、前年度に比して１回減っているが、それは、東日本大震災の影響で中止されたた
めである。

成 果 指 標

不服申立件数

目標値

0

目標年度

平成27年度
0

措置要求件数 0 平成27年度
0

苦情相談件数 0 平成27年度
0

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 12,513千円事 業 費

国費 0県費 0市債 0 一般 11,631内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

法に基づく事業であり、維持すべきと考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 12,513 他 882

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度



加古川市事務事業評価シート〈平成23年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 監査委員活動事業

部局名 監査事務局 課(室)名 監査事務局

基本目標 ０６まちづくりの進め方

政　　策 ０１まちづくりの進め方

施　　策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 その他

会 計 ０１一般会計

款 ０２総務費

項 ０６監査委員費

目 ０１監査委員費

細 目 ００５監査委員活動事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

平成２３年度には住民監査請求が提出されるなど、市民の監視の目も一段と厳しくなっており、当市の職場においてもコンプ
ライアンス上問題がないか等、行財政運営のチェック機関として機能することが求められている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

①監査委員②市の組織（課等）③市の
施設（学校園含む）④市民

手段（どういった方法で）

①監査委員の事務を補助する。②組織内部の調査をす
る。

意図（どのような状態にする）

監査委員の事務を補助することによ
り、定期監査等を円滑に進める。

対 象 指 標

監査計画に基づく課等の数

単位

課 48

監査計画に基づく市の施設 施設 71

市民 人 267,935

成果指標
分析結果

基本的に、指摘事項等が増えることは望ましくないが、より質の高い是正、改善を求めた結果、件数が増えることも考えら
れる。

活 動 指 標

監査等実施数

単位

課 119

目標値 目標年度

住民監査請求に基づく監査数 件 1

活動指標
分析結果

監査等の実施は毎会計年度少なくとも一回、部局に対して実施することと法に定めがあり、かつ行財政運営のチェック機関
として質の向上も重視される。公正、効果的な監査のためには両方の要件が満たされることが必要である。

成 果 指 標

指摘事項等の件数

目標値 目標年度

322上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

0 0 77,907千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 77,907内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 77,907 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度


